
基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

平成23年度から小学校外国語活動が導入されたこと
に伴う小学校におけるより一層の活用推進が求めら
れている。

一般市民とＡＬＴとのふれあいや学習の機会の
設定。地域行事への積極的な参加。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④

65.1

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

②

％

66.5

 一般財源

0

0

0

19,729

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

ア

0

 当初予算額 21,176

決
算
額

 国庫補助金

（決算） （予算）
①

基礎・基本が身についた児童・生徒の割合
（=市立中学校2年生の割合）

③

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

 その他

単位：千円

23年度

ＪＥＴプログラム（語学指導等を行う外国青年招致事
業）は財団法人自治体国際化協会が行っている事業
で，現在はイギリス５名である。

67.5

68.9

64.3

％ 68.8

（見込）

3,931 3,933

62％

２３年度と同様に，外国語指導助手（ＡＬＴ）５
名の３５小学校・１４中学校，国分中央高等学
校，６公立幼稚園への計画的な派遣を行なう。

（実績）

平成23年度実績

695

外国語指導助手（ＡＬＴ）５名の３５小学校・１４
中学校，国分中央高等学校，６公立幼稚園へ
の計画的な派遣

ア 市内中学生の生徒数

（見込）
24年度

（実績）
23年度 25年度

人

未把握

23年度 24年度
（実績）

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

10

1

 ① 手　段　（事務事業の概要）

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

授業及び授業外でＡＬＴと積極的にコミュニ
ケーションを図った生徒の割合

（見込）

会計

目

ＡＬＴ５名の小・中学校，国分中央高校，公立幼稚園への計画的な派遣

主
な
活
動

事業
期間

予
算
科
目 根拠法令・

条例等771110

25年度

（実績） （見込）
22年度

18

70

22年度
（見込）（実績）

3,929

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

 ⑥ 成果指標 単位

24年度

単位
（見込）（実績）

690

23年度

24年度23年度

3,933

 ④ 対象指標

市内中学生の数

 ③ 対 　象
（誰、何を
 対象にしているのか）

693

（実績）
22年度

ア

教育総務費

65

（見込）

教育振興費

（実績）
22年度

回

1

単年度のみ

単年度繰返 （開始年度

学校教育の充実

5084

一般会計

）

 県支出金

 地方債

19,729

基礎・基本が身に付く。

旧市町の頃より外国青年招致事業はあり，平
成１８年度８月からＡＬＴ６名体制で新たにス
タートしたが，現在は５名で実施している。

 予算合計

 支出合計

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

ア

イ

生徒の英語を使ってみたいという
意欲を高める。

予
算
額

22,133

22,133

19,833

（２）事業費

24年度

-1,343 

基礎・基本が身についた児童・生徒の割合
（=市立中学校1年生の割合）

事務事業
コード

ウ

 補正予算額

ウ

 ⑦ 結 　果

イ

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

イ

施策名

担 当 課

教育部

学校教育課

担 当 部
ＡＬＴ外国青年招致事業

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

単位

1

イ

５名の外国語指導助手（ＡＬＴ）を全３５小学校・全１４中学校，国分中央高等学校，及び全６公立幼
稚園へ計画的に派遣し，英語学習に対する関心や意欲を高めるとともに，「聞く」「話す」「読む」「書
く」能力を総合的に高め，実践的コミュニケーション能力の育成を図る。
生徒の変容をより具体的に把握するために，平成２３年度から成果指標を変更した。

期間限定複数年度（

関連計画

コード

平成24年度計画

項

2

評価対象年度  平成 23年度

771110
事　務
事業名

政策名 4 グ ル ー プ

単位

基本事業名

款

25年度
（見込）

年度～）

25年度

育み磨きあうまちづくり

教育費

695

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

学力の向上と個性を育む教育の推進

電 話 番 号 45-5111

指導事務Ｇ

事 務 事 業 評 価 表

内 線 番 号



財務シート ＜一般用＞

50

50

49 50

1,516 1,516 1,516

505050

1,516

635

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

19,680

補助

17,388

単独

19,680

計

882 882

49

49

26 寄 附 金

28

635

繰 出 金

備 品 購 入 費

保 険 料

13

16

17 公有財産購入費

18

原 材 料 費

委 託 料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

19

扶 助 費

21 貸 付 金

負担金補助・交付金

20

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

通 信 運 搬 費

手 数 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

11 需 用 費

修 繕 料

15 工 事 請 負 費

使用料及び賃借料

広 告 料

14

12 役 務 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

消 耗 品 費

7 賃 金

交 際 費

食 料 費

燃 料 費

9

担 当 部

平成23年度　（決算）

単独 補助

2 給 料

49

8 報 償 費

10

旅 費

事務事業
コード

事　務
事業名

771110

1 報 酬 17,388

ＡＬＴ外国青年招致事業

単位：千円 合計

教育部

担 当 課 学校教育課

合計

19,680

単独 補助

19,680

5050

59

807

80 8059 80 80

716 716 807 807807

22,133 22,13322,13319,729 19,729 22,133

国

県

19,729

19,729

補 助 基 本 額

補 正 予 算
平
成

第１回

そ の 他

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

一 般 財 源

22,133 22,13322,133

22,13322,133

補助率

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

19,729 22,133

国

県

地 方 債

22,133

財
源
内
訳

計 19,729 22,133

年
度

予 算 合 計

第４回

当 初 予 算

23

第３回

　　

（９月）

（６月）

第２回

21,176 千円

-1,343 千円

　　第５回

　
　第９回（３月）　▲1,343千円

第８回

第６回

19,833 千円

参加費等の事業実施のための収入説明

第７回

▲ 1,343（３月）

　　 　　

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

 ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

■

受益機会・費用負担の適正化余地

事業統合・連携　

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由（１）評価結果にもとづく今後の方向性

ＡＬＴと日本人英語教師が協働して英語のコミュニケーション
能力を身に付けさせるための授業プランを作成するなど，日
本人教師の指導力向上を図るための研修の充実を図る。
担当指導主事による定期的な授業参観及び指導・助言を通
して，ＡＬＴの資質向上及び，各学校におけるＡＬＴの有効活
用を推進し，英語教育，国際理解教育の充実を図る。

他に手段がない

事業費の削減余地

B
 

有
効
性
評
価

ＡＬＴと日本人英語教師が綿密な連携のもと，生徒に力を付ける授業プランを充実
させていく必要がある。日本人教師がALTのよさをいかに引き出し、活用し、聴く・話
す・読む・書くの４領域の力を生徒一人ひとりにつけていくかが課題である。日本人
教師の指導力向上を図るための研修の充実等が必要である。

学校の規模，学級数に応じて，担当教師による派遣計画作成
会議を経て学校へ派遣している。

平成19年度8月より6名体制を5名体制に変更した。学校数，児
童生徒数から考えると5名体制は妥当であり，人数が削減される
と各学校への派遣回数が減少し，支障が出ることが予想され
る。平成23年度から開始された小学校外国語活動の充実を図
るため，派遣希望は益々増加傾向にある。

D
公
平
性
評
価

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果

児童生徒が外国人による生きた英語にふれる機会が少なくな
る。コミュニケーション能力育成のためには，実際に外国人を相
手に英語を使う機会を多く設定する必要がある。ＡＬＴの派遣が
なくなれば，そのような機会が失われる。

成果の向上余地

☐

意図を見直す必要がある

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

■ 向上余地がある

☐

市内３５小学校，１４中学校，国分中央高校，６公立幼稚園に，
これまでどおり学級数に応じて派遣していく。

ＡＬＴと日本人英語教師が綿密な連携のもと，生徒に力を付ける授業を充
実させていく必要がある。日本人教師がＡＬＴのよさをいかに引き出し，活
用し，聞く・話す・読む・書くの４領域の力を生徒一人一人に付けていくか
が課題である。日本人教師の指導力向上を図るための研修の充実等が
必要である。

☐ 見直す必要がある　

771110

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

政策体系との整合性

評価理由

教育部担 当 部事務事業
コード

事　務
事業名

公共関与の妥当性 ＡＬＴ５名体制で，３５小学校，14中学校と国分中央高校及び６公立幼稚
園に計画的に派遣している。児童生徒にとって，ＡＬＴの生きた英語に触
れる機会が得られることは意義深いことである。国際理解の観点からもＡＬ
Ｔの果たす役割は大きい。

☐ 影響がない

（他に手段がある場合の事務事業名等）

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

結びついている　

見直す必要がある　

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

対象・意図の妥当性

削減余地がある

人件費（延べ業務時間）の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

評価

対象を見直す必要がある

学校教育課担 当 課
ＡＬＴ外国青年招致事業

「世界にひらかれた霧島市」づくりのためには，英語教育の充実を図ること
が大切である。英語の基礎学力の定着・向上はもとより，世界の国々の文
化や伝統，歴史などの国際理解教育を一層充実させていく必要がある。

目的再設定　

有効性改善（成果向上）　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

［目的妥当性①③の結果］

ＡＬＴと日本人英語教師が協働して英語のコミュニケーション能力を身に付けさせるため
の授業プランを作成するなど，日本人教師の指導力向上を図るための研修の充実を図
る。また，小学校外国語活動の充実を図るため，ALTの有効活用を含めた指導方法の
改善充実を目指し，研究協力校を指定し，研究・実践に積極的に取り組む。
担当指導主事による定期的な授業参観及び指導・助言を通して，ＡＬＴの資質向上及
び，各学校におけるＡＬＴの有効活用を推進し，英語教育，国際理解教育の充実を図
る。

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

ＪＥＴプログラムによる斡旋であるので，事業費の削減は難しい。
C
 

効
率
性
評
価

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性⑥の結果］

［有効性④の結果］

効率性改善（コスト削減）　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

授業中にICTを活用する教職員の割合

学校教育の充実

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

教育部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

評価対象年度  平成 23年度

771311
771413

事　務
事業名 学校教育課

担 当 部事務事業
コード

マルチメディア関連機器管理事業

事 務 事 業 評 価 表

ア

（決算） （予算）

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

政策名

マルチメディア関連機器を活用し
た授業を受けられる。

683

1,733

ア

1,015

1,015

児童・生徒

予
算
額

ア

1,050

 補正予算額

 県支出金

イ

ウ

 その他

1,561

1,561

0

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

目

イ

 当初予算額

 支出合計

主
な
活
動

12

23年度

11,752

　小学校１６校　２７件　中学校４校５件のマル
チメディア機器の修繕を行った。

21

（実績）
24年度

20

）

60 78

2・3

年度～）

11,570

80

特になし

2

23年度 25年度

事業
期間

一般会計

教育費 1710

（実績）

会計

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（小学校費・中学校費項

予
算
科
目 教育振興費

22年度

修繕を行った機器の数

5086

24年度

内 線 番 号

台

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

平成24年度計画

45-5111

学事Ｇ

1 学力の向上と個性を育む教育の推進

（見込）

20

32

（見込）

20

30 30

11,57011,654

25年度

（見込）
23年度 24年度
（実績） （見込）

単位

80

22年度
（実績）

（見込）

73.6 75.4

25年度23年度
（見込）

24年度22年度
（実績） （実績）

特になし

（実績） （見込）

　各小・中学校に配置してあるマルチメディア
関連機器の管理・修繕を行う。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

各小・中学校に配置してあるマルチメディア関連機器（パソコン・プリンター等の周辺機器・プロジェ
クター等）の管理・修繕を行う。

（実績）

平成23年度実績

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

771311・771413

イ

ウ

修繕が発生した学校数

22年度
 ④ 対象指標

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（誰、何を
 対象にしているのか）

 一般財源

 国庫補助金

単位：千円

23年度 24年度

 地方債 0

0

0

 ③ 対 　象 単位

児童・生徒数

イ

人

（対象を
　    　どうしたいのか）

％

数

単位

25年度

（見込）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

74.0

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

単位

％教職員の指導力が身につく
授業が楽しい、分かりやすいと回答した児
童・生徒の割合

文部科学省の第３次コンピュータ新整備計画
（H１２～Ｈ１７）に基づき整備してきたコン
ピュータ等の維持管理を行う必要があるため、
計画の実行と共に開始している。

整備を行ってから年数を経た機器が増加してきてお
り、年々修繕頻度が高くなっている。

情報モラル教育の推進やデジタル教材の有効活用
による学力の向上が望まれている。

学校長からは、情報教育環境の機会均衡を図
るために計画的な整備を進めてほしいという声
がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

1,733 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）
23

予 算 合 計

年
度

　　

第２回

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

（６月） 第５回

第６回 　　

1,015

1,015

1,015

平
成

1,050 千円

683 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

1,015

1,561

国

県

地 方 債

1,0151,015 1,015

1,015

財
源
内
訳

計 1,561

国

県

1,561

そ の 他

一 般 財 源

　流用（１月）478千円
　流用（２月）205千円

参加費等の事業実施のための収入説明

補助率

1,561

683

第７回

第８回

辺 地 債

1,015

過 疎 債

合 併 特 例 債

1,015 1,015

1,0151,561 1,561 1,015 1,015 1,015

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課

光 熱 水 費

旅 費

7

771311 771413 マルチメディア関連機器管理事業

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

賃 金

事務事業
コード

事　務
事業名

単位：千円

10 交 際 費

9

平成23年度　（決算）

単独 補助

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

修 繕 料

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

11 需 用 費

8 報 償 費

18 備 品 購 入 費

14 使用料及び賃借料

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

15 工 事 請 負 費

印 刷 製 本 費

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

28 繰 出 金

計

積 立 金

26 寄 附 金

単独 補助合計 合計 単独 補助

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

1,0151,015 1,015

　　

（２月）

1,561 1,015

1,561 1,015

1,561

1,561

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐ 現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

☐ 見直す必要がある　

■ 他に手段がない

■

☐

削減余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

デジタル教科書の整備を行ったことにより、授業での活用方法が今後の課題である
と考える。また，マルチメディア関連機器を常に良好な状態に保ち、授業での積極
的活用を呼びかける必要がある。

対象を見直す必要がある

市立小・中学校に等しく学校教育の環境を整備するものであ
り、公平・公正である。

受益機会・費用負担の適正化余地

☐

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

本事業は外部委託、発注が基本であり、削減余地はない。

事業費の削減余地

B
 

有
効
性
評
価

対象・意図の妥当性

意図を見直す必要がある

☐

事業費を削減することは修繕の先送りにつながり、成果向上を
図れないので削減余地はない。

C
 

効
率
性
評
価

影響がない

向上余地がある

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

関連機器を常に万全の状態に保ち、いつでも授業に活用でき
るようにすることで、より成果を向上させることができる。

これらの機器については、一定の水準を維持し続ける必要があ
るので休止・廃止はできない。

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

人件費（延べ業務時間）の削減余地

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

事　務
事業名

評価理由

☐

教育部

見直す必要がある　

学校教育課
担 当 部
担 当 課

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事務事業
コード

771311 771413

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

マルチメディア関連機器管理事業

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
公立小・中学校の均衡のとれた教育環境の整備は学校教育法
施行規則等の定めるところであり，管理事業は整備事業と併せ
て実施する必要がある。

児童、生徒を対象とし、マルチメディア関連機器を活用した授
業を受けることを意図としており適切である。

「教育環境の整備」として計画的に整備を行っている機器を十
分に活用するための事業であり整合性はとれている。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

（他に手段がある場合の事務事業名等）

D
公
平
性
評
価

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

年次計画に沿ってリース契約の更新を適切に行い、突発的な修繕費の発生を抑える。
デジタル教科書の整備に伴い，各学校のプロジェクターの台数を増やしていきたい。

　年次計画に沿ってリース契約の更新を行う。突発的な修繕
についてはすばやく対応し、授業に支障が出ないようにす
る。
　適切な管理・修繕を行うことにより適切な教育環境で教育を
受けることが期待できる。
　小・中学校でのデジタル教科書の積極的な活用を図る。

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

充実した校内研修を実施した学校数の割合

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

市教育講演会に参加した教職員の割合

教育費

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

教職員研修事業

事 務 事 業 評 価 表評価対象年度  平成 23年度

771315
771419

事　務
事業名 学校教育課

担 当 部 教育部

-100 

1,829

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

教育公務員としての自覚と使命感を高める

施策名

基本事業名

教育の動向や当面する教育課題等を踏まえ，講師を招聘しての教育講演会等を毎年８月に開催し
たり，学校に講師を派遣し，市教職員の資質向上を図る。

 その他

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債決
算
額

 予算合計

1,237

1,237

0

コード

款

目

イ

（２）事業費

予
算
額

イ

霧島市立幼稚園，小学校，中学
校，国分中央高等学校職員

イ

ウ

 一般財源

（誰、何を
 対象にしているのか）

22年度

 国庫補助金

0

1,929

868

868

0

0

90

985

（見込）（実績） （見込）

23 35

80

（見込）
23年度

主
な
活
動

220 235

（実績） （見込）
24年度

23年度

1

回

30

1,004

40

学力の向上と個性を育む教育の推進

教育公務員特例法

80 85

（実績）

771315・771419

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

5082

指導事務Ｇ

予
算
科
目

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

内 線 番 号

会計

18

1

夏季休業中（夏休み期間）に教職員の資質向
上をテーマとした市教育講演会を開催した。
各学校では，計画的に講師を招聘した校内研
修会等を行った。

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実 45-5111

1 1

240 240

23年度 24年度

985

単位

（見込）
24年度

（実績）

996

％

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア

イ 教育公務員としての自覚と使命感を高める

ウ

％

（対象を
　    　どうしたいのか）

25年度23年度
（見込）

24年度22年度

（実績）

（見込）（実績） （実績）

夏季休業中（夏休み期間）に児童生徒が夢や
希望を実現するために求められる指導のあり
方をテーマに市教育講演会を開催する予定で
ある。また，各学校では，講師を招聘した校内
研修等を計画的に行う予定である。

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

小学校費・中学校費

事業
期間

一般会計

）

年度～）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

人

講師招聘による校内研修会の実施回数

22年度
 ③ 対 　象

ア 教職員の人数

ア 1

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

22年度

講師招聘による市教育講演会の実施回数

 ① 手　段　（事務事業の概要）

回

単位

74.073.6 75.4％

25年度
（見込）

25年度

25年度

教職員の指導力が身につく。
授業が楽しい、分かりやすいと回答した
児童・生徒の割合

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

合併を機に，平成１８年度から市内の教職員を
対象にした教育講演会を実施している。

学力の向上は教職員の授業力の向上と一致する。教
育公務員としての自覚と使命感を持ち，指導力のある
教師の育成がますます求められている。

教職員の資質向上を図り，児童生徒が将来の夢や希
望を実現することができる「生き抜く力」「確かな学力」
を身に付けさせるべきである。

教職員から、様々な立場の方の講演を聴くこと
ができ，授業力向上に向け意欲をもつことがで
きる。今後も幅広い分野からの講師による講演
を聴き，視野を広げ，児童生徒の「生き抜く力」
を身に付けるために資質の向上を図りたいとい
う声がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

単位：千円

23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

1,829 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

平
成

1,929 千円

-100 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　

（２月）

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 1,237

国

県

地 方 債

868868 868

8681,237 868 868 868

国

県

1,237

そ の 他

一 般 財 源 1,237 868

補助率

868

過 疎 債

合 併 特 例 債

辺 地 債

1,237 1,237 868 868 868

170728 728 170 170 170

38 38 38 38 38 38

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771315 771419 教職員研修事業

3 職 員 手 当 等

7 賃 金

1 報 酬

2 給 料

4 共 済 費

通 信 運 搬 費

10 交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

12 役 務 費

8 報 償 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

貸 付 金

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

26 寄 附 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

28 繰 出 金

計

単独 補助 合計 単独 補助

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

438 438 612 612 612 612

33 33 48 48 48 48

参加費等の事業実施のための収入説明

　流用（２月）　　▲100千円▲ 100

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

教職員の研修参加率を高めることで、本事業の成果を向上させ
ることができる。

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

成果の向上余地

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

■

資質向上はすべての教職員に必要であり，研修の機会に不公
平があってはならない。したがって，すべての教職員に研修の
機会は公平・公正に与えられている。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

教育講演会の参加率を高めるために、講師や講演テーマについて、市の教育行政
の課題に即したものや参加者のニーズにあったものにする必要がある。各学校で
は、外部講師を積極的に活用した校内研修により、内容の充実が図られるよう指導
する。

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

B
 

有
効
性
評
価

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

☐

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

教職員の研修の機会が個人研修や校内研修，県費の配分旅
費による校外研修に限られ，研修の機会が制限される。

事業削減のため指導主事が対応できる研修は指導主事を講師
として派遣しており，削減余地はない。

削減余地がある

☐ 影響がない

他に手段がない

■

事　務
事業名

事務事業
コード

771315 771419

事業費の削減余地

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

☐ 見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

教職員研修事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性 児童生徒一人一人の個性を重視し，確かな学力を備え，正義
感・倫理観や思いやりの心など，豊かな人間性とたくましい気
力・体力をもつ児童生徒を育成するために教職員の資質向上
は不可欠である。

児童生徒を直接指導する教職員を対象とすることは適切であ
る。

本市の政策及び本市教育行政の重点施策「学校教育の充実」
の土台となる事業であり，政策体系の柱を支える事業である。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

児童生徒の学力を高めるためには，教職員の資質向上が不可欠である。そのために
は，各学校の校内研修が更に充実するよう，校内研修の計画を把握し，学校の実態に
応じて意図的･計画的に外部講師や指導主事を派遣していく。また市教育講演会につ
いては，市の教育行政の課題に即した講演テーマの設定を行い，課題解決の一助とす
るため，長期的な計画を立てる。

平成２４年度は，児童生徒が夢や目標を実現するために求め
られる指導のあり方をテーマとし，夏季休業中の市教育講演
会を計画している。また，校内研修に積極的に外部講師を招
聘できることで，より充実した研修が期待される。これらを通し
て，教職員の資質向上及び当面する教育課題の解決が期待
される。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

事業費削減のため指導主事が対応できる研修は指導主事を講
師として派遣しており，削減余地はない。



 ２次評価シート ＜一般用＞

 ４．　２ 次 評 価

① 記述水準　（１次評価の記述内容を読んだ段階で選択） ② 評価の客観性水準 （２次評価を行った後に総合的に判断して選択）

☐ 記述不足で分かりにくい ☐ 客観性を欠いており評価が偏っている

☐ 一部記述不足のところがある （事務事業の問題点、課題が認識されていない）

■ 十分に記述されている ☐ 一部に客観性を欠いたところがある

■ 客観的な評価となっている

■ 結びついている　 ■ 結びついている　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 妥当である  　 ■ 妥当である  　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 適切である  　 ■ 適切である  　

☐ 対象を見直す必要がある ☐ 対象を見直す必要がある

☐ 意図を見直す必要がある ☐ 意図を見直す必要がある

☐ 向上余地はない  　 ☐ 向上余地はない  　

（十分に成果が出ている） （十分に成果が出ている）

■ 向上余地がある ■ 向上余地がある

■ 影響がある  　 ■ 影響がある  　

☐ 影響がない ☐ 影響がない

■ 他に手段がない ■ 他に手段がない

☐ 他に手段がある ☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない ☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる ☐ 統合できる ☐ 連携できる

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 公平・公正である ■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ ■ 見直す必要がある ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

⇒ ☐ ☐ 廃止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 休止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 目的再設定　

⇒ ☐ ☐ 事業統合・連携　

⇒ ■ ■ 有効性改善（成果向上）　

⇒ ☐ ☐ 効率性改善（コスト削減）　

⇒ ☐ ☐ 公平性改善　

☐ ☐ 現状維持・継続

［目的妥当性①③の結果］

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

児童生徒の学力を高めるためには，教職員の資質向上が不可欠である。そのためには，
各学校の校内研修が更に充実するよう，校内研修の計画を把握し，学校の実態に応じて
意図的･計画的に外部講師や指導主事を派遣していく。また市教育講演会については，市
の教育行政の課題に即した講演テーマの設定を行い，課題解決の一助とするため，長期
的な計画を立てる。

適切

適切

適切

適切

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

（１） １次評価結果の客観性と出来具合

（２） ２次評価

A
 

目
的
妥
当
性

⑧

廃止・休止の成果への影響

教職員研修事業
事　務
事業名

事務事業
コード

771315 771419
教育部

D 公平性

⑥

C
効
率
性

１次評価

①

効率性改善（コスト削減）　

公平性改善　

現状維持・継続

［有効性⑤の結果］

A 目的妥当性

B 有効性

担 当 部
学校教育課担 当 課

（５）具体的な改善計画　　　　　　＊（４）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

② 公共関与の妥当性

廃止　　　 　　

③

⑨

対象・意図の妥当性

２次評価

政策体系との整合性

類似事業との
    統廃合・連携の可能性

B
 

有
効
性

④ 成果の向上余地

⑤

D
公平性

１ 次 評 価 ２ 次 評 価

講演会のテーマを検討し、教職員の参加率を高めるとともに、各学校が実態に応じた職員研修を企画することにより、成果向
上の余地がある。

（３） ２次評価結果の理由　　※上記総括で「見直す必要がある」と評価した項目について理由を記載する。

目的再設定　

特になし

　① １次評価結果にもとづく平成25年度に取り組むべき具体的な内容

総
括

受益機会・費用負担の
　　　　　　　　　適正化余地

 ② ２次評価を踏まえ、①に追記すべき取組み内容

事業費の削減余地⑦

人件費（延べ業務時間）の
                　　 削減余地

C 効率性

（４） 評価結果にもとづく今後の方向性

［有効性④の結果］

事業統合・連携　

有効性改善（成果向上）　

休止　　　 　　



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

③

①

これまでに一堂に会して発表し，他の地区との
交流や親睦を深める場がなかった。一流の専
門家の演奏を聞く機会が少なかった。市内にあ
るにもかかわらず，すばらしい環境の整ったみ
やまコンセールを利用する機会が少なかったた
め平成２０年度から開催した。

郷土の施設を活用した情操教育は心の教育につな
がり，一層の推進が求められている。音楽のつどいに
向けて，各学校の研修に参加したり，指導者を招いた
講習の充実も必要である。

霧島国際音楽祭が開催され，音楽文化の高い都市
作りに大変有効な事業であるため継続してもらいた
い。

来場者（保護者や地域の方々）へのアンケート
によると児童・生徒の発表に対する賞賛ととも
にホールのすばらしさについての反響が多
かった。
今後の継続・充実を望む意見が数多くあった。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

78.0

66.5

（決算） （予算）

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（誰、何を
 対象にしているのか）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

基礎･基本が身についた児童生徒の割合(＝
市立中学校１年生の割合）

 ④ 対象指標 ③ 対 　象

基礎･基本が身についた児童生徒の割合(＝
市立小学校５年生の割合）

25年度

2,500

（見込）

平成23年度実績

平成24年度計画

22年度

（見込）

25年度
（見込）

95

11,570

（見込）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

イ

ウ

ア 音楽の集いに参加した児童、生徒数

ア 児童、生徒 霧島市内の公立小中学校児童生徒

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑦ 結 　果

％基礎・基本が身に付く

 ⑤ 意　 図

（見込）

市内小・中学校の児童・生徒を対象とした音楽
発表会を１１月１５日，１６日，１７日に霧島国際
音楽ホール「みやまコンセール」で実施

24年度
（実績）

市内小・中学校の児童・生徒を対象とした音楽
発表会を１１月１４日，１５日，１６日に霧島国際
音楽ホール「みやまコンセール」で実施

2,351

（実績）
25年度

2,500

22年度 23年度 24年度

小学校費・中学校費

20

771317・771421

）

年度～）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

1

期間限定複数年度（

学校教育の充実 45-5111

特になし

内 線 番 号

主
な
活
動

23年度

市内の小・中学校の児童・生徒を対象とした音楽発表会を霧島国際音楽ホール「みやまコンセー
ル」で実施する。各校の学級・学年単位，小規模においては全校で合唱・合奏・吹奏楽等，平素の
音楽学習の成果を発表し，互いに鑑賞し合う。また，各開催日の午前・午後の終了時に，専門家に
よる演奏や歌唱を実施し，参加した全ての児童・生徒に専門の音楽ホールで優れた音楽にふれさ
せる。
音楽のつどいに向けて，各学校研修に参加したり，指導者を招いたりしている。
夏季休業中（夏休み期間）に事前研修を行う。
（平成23年度から、活動指標及び対象指標を変更）

単年度繰返 （開始年度

5084

教育振興費 根拠法令・
条例等

22年度
（実績）

2,195

％ 92

単位
（実績）

24年度23年度
（実績）

（実績） （見込）

11,654 11,570人

施策名

基本事業名

一般会計

イ

学力の向上と個性を育む教育の推進

事業
期間

11,752

単位

人

単位

ア
一流の音楽に触れることができる。みやまコン
セールに対する理解や関心が高まる。

款

2・3

 ① 手　段　（事務事業の概要）

ア

ウ

 予算合計

単位：千円

0

1,787

1,787

0

0

予
算
額

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

24年度

1,836

イ

23年度

2,134

2,1342,138

（実績）

71.7

②

％

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

（２）事業費

23年度
（見込）

24年度
（実績）

68.9

（見込）

評価対象年度  平成 23年度

771317
771421

事　務
事業名

-302 

95 95

25年度

68.8

66.9

0

事務事業
コード

10

項

コード

教育費

目

予
算
科
目

関連計画

 国庫補助金

 支出合計

政策名

 その他

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

決
算
額

 一般財源

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

 地方債

会計

　教育部担 当 部
小・中学校音楽のつどい開催事業

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 　指導事務Ｇ

　学校教育課

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

音楽に関心のある児童、生徒の割合

22年度
単位



基本シート

▲ 302

　　

　　

（３月）

第６回

第７回

第８回

10 10

5

30 30 43 4343 43

2 2 10 10

200200 200 200 200

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

補助 合計単独 補助合計

公 課 費

28 繰 出 金

200

17 公有財産購入費

18

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計 単独

計

25 積 立 金

27

26 寄 附 金

24 投資及び出資金

23 償還金利子・割引料

15 工 事 請 負 費

19 負担金補助・交付金

備 品 購 入 費

22

貸 付 金

20

補償補填及び賠償金

16 原 材 料 費

21

扶 助 費

13 委 託 料

11

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

需 用 費

通 信 運 搬 費

手 数 料

14 使用料及び賃借料

12 役 務 費

9 旅 費

保 険 料

報 酬1

給 料

事務事業
コード

小・中学校音楽のつどい開催事業

広 告 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

4

3 職 員 手 当 等

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課
771317 771421

単位：千円

事　務
事業名

2

報 償 費8

7 賃 金

10 交 際 費

共 済 費

383825 25 38 38

5 55 5 5

251

235

251

235

251259 259 251

257 257 235 235

2 16 16 16162

1,296 1,6301,296 1,6301,6301,630

2,1342,134 2,134 2,1341,787 1,787

合 併 特 例 債

2,134

2,1342,134

流用（10月）23千円
流用（2月）▲16千円
補正（3月）▲309千円

参加費等の事業実施のための収入説明　　

-302 千円

2,134

2,1342,134

2,138 千円

国

一 般 財 源

過 疎 債

1,787

辺 地 債

県

1,787

そ の 他

2,134

財
源
内
訳

計 1,787

国

県

補助率

1,787 2,134

地 方 債

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算
平
成

第５回

第３回

当 初 予 算

　　

　　第１回

補 助 基 本 額

第４回

23

予 算 合 計

年
度

　　

第２回

1,836 千円

　　



基本シート

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
文化があふれる都市の基本理念にのっとって実施しており妥当
である。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容
著名な演奏家を招聘したり，各学校での指導に生かせる内容の研修会をさらに充実さ
せたりすることで，音楽のつどいのますますの充実を図る。事業終了後の反省や課題を
次年度に向けて改善，解決をすることで，より一層充実した事業を展開していく。

音楽担当者を中心に，各学校の創意工夫を活かした発表を
重視しながら，児童生徒の情操を高める発表会を一層推進
する。また，各学校の音楽担当者を中心に運営面での改善
を図りながら，これまでと同様な事業を行うことで，事業の目
的を達成することができる。
さらに，前年度末に把握した各学校からの参加希望人数を基
に，より多くの児童生徒が音楽のつどいに参加し，著名な演
奏家の演奏を鑑賞したり，お互いに発表し合ったりするなど
の経験ができるようにしていく。

事　務
事業名

事務事業
コード

771317 771421

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

小・中学校音楽のつどい開催事業

評価理由

政策体系との整合性
結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

出演校の創意工夫により，さらなる向上が期待できる。学校に
よっては，参加児童生徒数を増やしたいと考えているところもあ
り，より多くの児童生徒が感動を味わうことが可能である。また，
１校１音自慢運動と連動して、音楽好きの児童、生徒を育成す
ることが可能である。

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

事業の廃止は結果的に、児童、生徒が一流の音楽にふれる機
会を奪ってしまうほか、環境の良いみやまコンセールに対する
理解や関心がなくなるので、大きな影響がある。

事業費の中味は、主に児童・生徒・教職員のホールまでの往復
交通費であるため、それを削減することはできない。（現在でも
複数業者から見積を徴収するなど、コストダウンの努力をしてい
る。）

　教育部
　学校教育課

担 当 部
担 当 課

児童生徒に一流のホールで舞台に立つ貴重な機会を与えてお
り対象，意図とも妥当である。

「世界にひらく，人と自然・歴史・文化があふれる都市」に対し，
文化あふれる活動として結ぶついている。また，世界にひらく意
味でも世界の音楽家が集うみやまコンセールでの演奏を行う。

成果の向上余地

■

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？ ☐ 見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

D
公
平
性
評
価

音楽担当者会が充実し，音楽部会が中心となった主体的な運営に発展しつつあ
る。音楽担当者の資質も向上してきており，各校創意工夫された内容が多く発表さ
れるようになった。今後は，出演児童生徒数を増やしたいと考えている学校数など
を把握し，予算的な面との調整を行なっていく必要がある。

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

事業費の削減余地

各学校の音楽担当者を集めての事前打合せなど、職員が直接
携わることが必須であり、削減余地はない。

削減余地がある

影響がない

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

■ 他に手段がない

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

市内全部の小・中学校の児童生徒を対象としているので，公
平・構成である。

受益機会・費用負担の適正化余地

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

☐ 対象を見直す必要がある

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

公平性改善　



基本シート

 ４．　２ 次 評 価

① 記述水準　（１次評価の記述内容を読んだ段階で選択） ② 評価の客観性水準 （２次評価を行った後に総合的に判断して選択）

☐ 記述不足で分かりにくい ☐ 客観性を欠いており評価が偏っている

☐ 一部記述不足のところがある （事務事業の問題点、課題が認識されていない）

■ 十分に記述されている ☐ 一部に客観性を欠いたところがある

■ 客観的な評価となっている

■ 結びついている　 ■ 結びついている　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 妥当である  　 ■ 妥当である  　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 適切である  　 ■ 適切である  　

☐ 対象を見直す必要がある ☐ 対象を見直す必要がある

☐ 意図を見直す必要がある ☐ 意図を見直す必要がある

☐ 向上余地はない  　 ☐ 向上余地はない  　

（十分に成果が出ている） （十分に成果が出ている）

■ 向上余地がある ■ 向上余地がある

■ 影響がある  　 ■ 影響がある  　

☐ 影響がない ☐ 影響がない

■ 他に手段がない ■ 他に手段がない

☐ 他に手段がある ☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない ☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる ☐ 統合できる ☐ 連携できる

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 公平・公正である ■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ ■ 見直す必要がある ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

⇒ ☐ ☐ 廃止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 休止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 目的再設定　

⇒ ☐ ☐ 事業統合・連携　

⇒ ■ ■ 有効性改善（成果向上）　

⇒ ☐ ☐ 効率性改善（コスト削減）　

⇒ ☐ ☐ 公平性改善　

☐ ☐ 現状維持・継続

適切

適切

適切

１ 次 評 価

⑤ 廃止・休止の成果への影響

公共関与の妥当性

１次評価

① 政策体系との整合性

④ 成果の向上余地

②

③ 対象・意図の妥当性

小・中学校音楽のつどい開催事業
事　務
事業名

事務事業
コード

771317 771421

事業費の削減余地

（３） ２次評価結果の理由　　※上記総括で「見直す必要がある」と評価した項目について理由を記載する。

２次評価

受益機会・費用負担の
　　　　　　　　　適正化余地

C
効
率
性

⑦

　教育部担 当 部
担 当 課 　学校教育課

（１） １次評価結果の客観性と出来具合

（２） ２次評価

A
 

目
的
妥
当
性

類似事業との
    統廃合・連携の可能性

（４） 評価結果にもとづく今後の方向性

［公平性⑨の結果］

事業統合・連携　

有効性改善（成果向上）　

［効率性⑦⑧の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

特になし

（５）具体的な改善計画　　　　　　＊（４）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

目的再設定　

［有効性⑤の結果］

B
 

有
効
性

⑧

⑥

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

総
括

C 効率性

B 有効性

人件費（延べ業務時間）の
                　　 削減余地

より多くの児童生徒が参加できるよう工夫することにより、成果向上の余地がある。

著名な演奏家を招聘したり，各学校での指導に生かせる内容の研修会をさらに充実させた
りすることで，音楽のつどいのますますの充実を図る。事業終了後の反省や課題を次年度
に向けて改善，解決をすることで，より一層充実した事業を展開していく。

効率性改善（コスト削減）　

公平性改善　

現状維持・継続

　① １次評価結果にもとづく平成25年度に取り組むべき具体的な内容  ② ２次評価を踏まえ、①に追記すべき取組み内容

［目的妥当性①③の結果］

適切

D
公平性

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

D 公平性

２ 次 評 価

休止　　　 　　

⑨

A 目的妥当性



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

旧国分市における県指定の「英語大好き『かご
しまっ子』事業」をきっかけに，平成１８年度から
霧島市が「小学校英語教育推進事業」として開
始した。

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

0

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？（予算）

24年度 ①

183

8,370

教員の語学力向上のための国外留学制度のシステ
ムを整えるべきではないか。小学校外国語活動の導
入により，外国語指導助手と外国語活動等支援員の
活用はどのようになっているか，現状と成果を問われ
ている。

市民から、観光都市霧島市として，英語等の外
国語の低学年からの会話教室を開設してほし
いとの声がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

小学校に「外国語活動」が必修として導入されること
なり，平成２３年度から完全実施となり，小学校外国語
活動の充実は喫緊の課題となっている。

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③
 国庫補助金

3,059

8,370

0

514 518

74.0

169

（実績）

170

（見込）
25年度

175

23年度

7,754

1,000

（誰、何を
 対象にしているのか）

 ④ 対象指標

外国語指導助手５名と外国語活動等支援員３
名の全３５小学校への派遣

（実績）
単位

人

（見込）

7,754

（見込）（実績）

7,821

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

22年度

外国語活動等支援員の全小学校への派遣

（実績） （見込）
23年度 25年度

998

175

22年度
（見込）

24年度

％ 94

（見込）（実績）
22年度

ア 霧島市内３５小学校の小学生 小学生

イ

ウ

イ

ウ

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

英語及び外国の文化に興味・関心のある小
学生の割合

％ 73.6 75.4

23年度

23年度

24年度
（実績） （実績） （見込）
22年度（⑦結果の達成度

　　を表す指標）
25年度

 ⑤ 意　 図 単位
（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑧ 上位成果指標

 ⑥ 成果指標

1

 ① 手　段　（事務事業の概要）

小学校費2

事業
期間

予
算
科
目

10

2 教育振興費

期間限定複数年度（

5084学力の向上と個性を育む教育の推進1 内 線 番 号

）

18単年度繰返 （開始年度

単年度のみ

外国語指導助手５名と外国語活動等支援員６
名を全３５小学校へ計画的に派遣し，小学校
外国語活動の充実を図る。

平成23年度実績

平成24年度計画

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

主
な
活
動

24年度

評価対象年度  平成 23年度

771321
事　務
事業名

政策名

事務事業
コード

施策名

基本事業名

小学校において，外国語指導助手（ＡＬＴ）５名と外国語活動等支援員３名を小学校３４校へ計画的
に派遣し，初歩的な英語を聞いたり話したりする活動をとおして，英語に親しみ，外国の生活や文
化に対する興味・関心を高めるとともに，音声によるコミュニケーションを図ろうとする態度を育成し，
コミュニケーション能力の素地を培う。
　外国語指導助手は，「語学指導等を行う海外青年招致事業（ＪＥＴプログラム）」により，主として中・
高等学校における日本人教師の英語授業の補助，小学校における外国語活動や国際理解活動
等の補助，教材の作成，英語教員等に対する現職研修の補助，地域における国際交流活動等に
従事している。　外国語活動等支援員は，市の小学校英語教育推進事業により，小学校における
外国語活動及び国際理解活動の指導，学習教材の作成等を行う。

款

学校教育の充実

 県支出金

 その他

 地方債

 一般財源

一般会計

教育費

根拠法令・
条例等

 支出合計

0

3,242

3,242

決
算
額

イ

 当初予算額

0

3,242

（決算）

 予算合計

（２）事業費

予
算
額

 補正予算額

23年度

単位：千円

ア

単位

授業が楽しい、分かりやすいと回答した児
童・生徒の割合

 ⑦ 結 　果

（実績）

 ③ 対 　象

7,725

回数

回数

ア

会計

目

項

個に応じた指導が受けられる。

（どんな結果に
     結び付けるのか）

小学生の英語及び外国の文化に
対する興味・関心を高める。

92

単位 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

ア

小学校英語教育推進事業

771321

関連計画

外国語指導助手の全小学校への派遣

コード

イ

ウ

学校教育課

担 当 部

4 育み磨きあうまちづくり

担 当 課

グ ル ー プ

教育部

指導事務Ｇ

（見込）

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号 45-5111

9494

年度～）

25年度24年度



基本シート

7,650

720720 720360 720

2,882 7,650 7,650 7,650

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計 単独 合計補助

360

2,882

23 償還金利子・割引料

21 貸 付 金

使用料及び賃借料

13 委 託 料

14

光 熱 水 費

12

20 扶 助 費

27 公 課 費

備 品 購 入 費

22 補償補填及び賠償金

19

26 寄 附 金

24 投資及び出資金

計

28 繰 出 金

25 積 立 金

修 繕 料

負担金補助・交付金

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18

広 告 料

保 険 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

役 務 費

3 職 員 手 当 等

4

771321

1 報 酬

2 給 料

単位：千円

事務事業
コード

共 済 費

旅 費

食 料 費

報 償 費

9

7 賃 金

燃 料 費

印 刷 製 本 費

交 際 費

11

10

需 用 費

消 耗 品 費

8

事　務
事業名

平成23年度　（決算）

単独 補助

教育部

担 当 課 学校教育課
小学校英語教育推進事業

担 当 部

合計 単独 補助

8,3708,370 8,3708,3703,242 3,242

参加費等の事業実施のための収入説明

　流用（1月）　　　50千円
　流用（2月）　　133千円

辺 地 債

過 疎 債

183

国

県

3,242

合 併 特 例 債

そ の 他

8,370

3,242

8,370

8,370

8,3703,242 8,370

第１回 （６月） 第５回

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

8,370

第６回

3,059 千円

183 千円

8,370

第３回

補助率

補 助 基 本 額

補 正 予 算

8,370

県

平
成

当 初 予 算

　　

財
源
内
訳

計 3,242

一 般 財 源

国

地 方 債

第４回

（９月）

　　第７回

第８回　　 （２月）

23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

3,242 千円



基本シート

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

B
 

有
効
性
評
価

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

他に手段がない
類似事業との統廃合・連携の可能性

☐

■

小学校教員がＡＬＴ及び小学校外国語活動等支援員のよさを
いかに引き出し，うまく活用して，英語のコミュニケーション能力
の素地を児童一人一人につけていくかが課題である。小学校
教員の指導力向上を図ることによって、英語好きな子どもの割
合を高めることが可能である。

平成２３年度から小学校外国語活動が必修化され，すべての小
学校において年間３５時間の履修が義務付けられたことからも，
本事業の果たす役割は大きいと考える。

受益機会・費用負担の適正化余地

事業費の削減余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

対象・意図の妥当性
霧島市内の小学校生全員を対象として、英語好きの子どもを育
てることを意図しており適切である。

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

ＡＬＴ及び小学校外国語活動等支援員の数を削減することによ
り，各小学校への適正な講師の派遣ができなくなることが予想さ
れる。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

結びついている　

事　務
事業名

事務事業
コード

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

小学校英語教育推進事業

評価理由

政策体系との整合性

公共関与の妥当性

771321

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

学校教育課
担 当 部
担 当 課

新学習指導要領により，小学校外国語活動が導入され，ますま
す小学校における英語教育の充実を図る必要性が大きくなっ
ていきている現状から本事業の果たす役割は大きいと考える。☐ 見直す必要がある　

教育部

評価

向上余地がある

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

成果の向上余地

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

影響がない

すべての小学校において年間３５時間の外国語活動履修が義
務付けられている。本事業が廃止された場合には大きな支障が
生じることが予想される。

廃止　　　 　　

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果

［公平性⑨の結果］

☐ 見直す必要がある　

■

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

市教育委員会主催の指導力向上研修会の実施，各学校における校内研修会への指導
主事の派遣による指導助言，県や大学等が主催する研修会への参加の奨励等をとおし
て，小学校教員の指導力向上を図る。
平成２５年度も引き続き支援員の確保が必要である。

事業を効果的に推進するためには，小学校教員の指導力向
上が肝要であるので，電子黒板による外国語活動教材の活
用など，指導力向上の研修を充実させる。また，小学校5・6
年担任を中心に，外国語活動指導力向上を目指す研修会を
年４回開催することで，小学校における外国語教育及び国際
理解教育の一層の推進が期待される。
さらに，小学校外国語活動等支援員の資質向上のために，
定期的に打ち合せ及び研修会を実施し，担当指導主事が継
続的に指導・助言を行う。

 ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

学校の規模，学級数に応じて，担当教員による派遣計画作成
会議を経て各学校に，公平・公正に講師を派遣している。

現在もＡＬＴ及び小学校外国語活動等支援員の派遣で対応し
ており、削減余地はない。

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

効率性改善（コスト削減）　

小学校外国語活動等支援員３名を市内全小学校に効果的に派遣し，小学校教員
の指導力向上の推進を図ることができた。今後、支援員を増員し，小学校外国語活
動の充実を一層図っていく必要がある。

休止　　　 　　

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

削減余地がある☐

人件費（延べ業務時間）の削減余地

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

D
公
平
性
評
価

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　



基本シート

 ４．　２ 次 評 価

① 記述水準　（１次評価の記述内容を読んだ段階で選択） ② 評価の客観性水準 （２次評価を行った後に総合的に判断して選択）

☐ 記述不足で分かりにくい ☐ 客観性を欠いており評価が偏っている

☐ 一部記述不足のところがある （事務事業の問題点、課題が認識されていない）

■ 十分に記述されている ☐ 一部に客観性を欠いたところがある

■ 客観的な評価となっている

■ 結びついている　 ■ 結びついている　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 妥当である  　 ■ 妥当である  　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 適切である  　 ■ 適切である  　

☐ 対象を見直す必要がある ☐ 対象を見直す必要がある

☐ 意図を見直す必要がある ☐ 意図を見直す必要がある

☐ 向上余地はない  　 ☐ 向上余地はない  　

（十分に成果が出ている） （十分に成果が出ている）

■ 向上余地がある ■ 向上余地がある

■ 影響がある  　 ■ 影響がある  　

☐ 影響がない ☐ 影響がない

■ 他に手段がない ■ 他に手段がない

☐ 他に手段がある ☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない ☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる ☐ 統合できる ☐ 連携できる

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 公平・公正である ■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ ■ 見直す必要がある ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

⇒ ☐ ☐ 廃止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 休止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 目的再設定　

⇒ ☐ ☐ 事業統合・連携　

⇒ ■ ■ 有効性改善（成果向上）　

⇒ ☐ ☐ 効率性改善（コスト削減）　

⇒ ☐ ☐ 公平性改善　

☐ ☐ 現状維持・継続

（３） ２次評価結果の理由　　※上記総括で「見直す必要がある」と評価した項目について理由を記載する。

［有効性④の結果］

［効率性⑦⑧の結果］

D
公平性

A
 

目
的
妥
当
性

類似事業との
    統廃合・連携の可能性

⑧

⑨

②

成果の向上余地

⑤ 廃止・休止の成果への影響

③ 対象・意図の妥当性

　① １次評価結果にもとづく平成25年度に取り組むべき具体的な内容

公平性改善　

（５）具体的な改善計画　　　　　　＊（４）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

［目的妥当性①③の結果］

受益機会・費用負担の
　　　　　　　　　適正化余地

２次評価

④

A 目的妥当性

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

目的再設定　

２ 次 評 価

総
括

（４） 評価結果にもとづく今後の方向性

⑦

人件費（延べ業務時間）の
                　　 削減余地

事業統合・連携　

外国語活動等支援員及びＡＬＴの活用を行い、小学校教員の指導力向上を図ることにより、成果向上の余地がある。

現状維持・継続

適切

効率性改善（コスト削減）　

適切

［公平性⑨の結果］

廃止　　　 　　

有効性改善（成果向上）　

特になし

休止　　　 　　

適切

適切

１ 次 評 価

 ② ２次評価を踏まえ、①に追記すべき取組み内容

市教育委員会主催の指導力向上研修会の実施，各学校における校内研修会への指導主
事の派遣による指導助言，県や大学等が主催する研修会への参加の奨励等をとおして，
小学校教員の指導力向上を図る。
平成２５年度も引き続き支援員の確保が必要である。

［有効性⑤の結果］

B 有効性

B
 

有
効
性

⑥

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

公共関与の妥当性

事業費の削減余地

C 効率性

C
効
率
性

D 公平性

１次評価

政策体系との整合性

（２） ２次評価

事務事業
コード

771321

①

小学校英語教育推進事業
事　務
事業名

教育部
学校教育課

（１） １次評価結果の客観性と出来具合

担 当 部
担 当 課



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

6363

年度～）

25年度24年度

教育部

学校教育課

担 当 部

45-5111

指導事務Ｇ

総合的な学習の時間の実施に伴う体験的活
動
学校行事（集団宿泊学習や一日遠足等）
教科（社会科・生活科）に係る体験的活動

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

事 務 事 業 評 価 表

総合的な学習実施事業

4 育み磨きあうまちづくり

款

評価対象年度  平成 23年度

771324
771425

事　務
事業名

11,65411,752

基本事業名

コード

項

　学習指導要領の理念である「生きる力」の育成に基づき，児童生徒の体験的な活動を重視した教
育の推進を図るために，体験的な活動を具体的に展開する機会や場，条件を保障し，児童生徒
が，自ら課題を見つけ，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決する資質や能力
の育成を図る。
　体験的な活動を中心とする教科や学校行事等の実施に当たり，教育の機会均等と保護者の経済
的な負担軽減を図り，教科や学校行事等のねらいの達成に寄与する。（平成２２年度から成果指標
を見直した。）
　総合的な学習の時間の授業時数（年間）は，小学校３～６年生が７０時間，中学校１年生が５０～６
５時間（学校によって異なる）２年生が７０～１０５時間（学校によって異なる），３年生が７０～１３０時
間（学校によって異なる）である。

22年度

60

（実績）

決
算
額

イ

 当初予算額

（決算）

 ⑦ 結 　果

4,803

4,803

ア

0

会計

0

（誰、何を
 対象にしているのか）

予
算
科
目

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

根拠法令・
条例等

主
な
活
動

施策名

教育費

目

771324・771425

予
算
額

政策名

事務事業
コード

 一般財源

 支出合計

0 その他

 地方債

 予算合計

（２）事業費

％個に応じた指導が受けられる

単位：千円

（どんな結果に
     結び付けるのか）

（見込）

教育振興費

 ③ 対 　象  ④ 対象指標

平成23年度実績

関連計画

学力の向上と個性を育む教育の推進1 内 線 番 号

1

（実績）

2

学校教育の充実

13

事業を活用した学校数

22年度

単年度のみ

総合的な学習の時間の実施に伴う体験的活
動
学校行事（集団宿泊学習や一日遠足等）
教科（社会科・生活科）に係る体験的活動

25年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

5083

期間限定複数年度（

一般会計

小学校費　中学校費2・3

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

）

10

24年度

11,57011,570

授業が楽しい、分かりやすいと回答した児
童・生徒の割合

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 （⑤意図の
       達成度を表す指標） （見込）

57

（実績） （見込）

％

イ

ウ

 ⑤ 意　 図

ア

 ⑥ 成果指標

問題解決能力の向上を図る

75.4

23年度22年度

22年度 23年度

73.6

（実績）

（実績）

（実績）
25年度

単位

23年度 24年度
単位

（見込）（見込）

単位

単位

23年度

ウ

問題解決能力が向上した児童生徒の割合

ア 児童、生徒 児童、生徒数

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（実績） （見込）

校

25年度

ア 49 49 49

イ

平成24年度計画

48

24年度
（見込）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）
（実績）

人

（見込）

74.0

5,449

4,741

23年度

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

 補正予算額

 県支出金

4,741

 国庫補助金

平成１３年度総合的な学習の時間が新設され
たことに関連し，児童生徒の体験的な活動や
体験をとおした学習経験が重視されるように
なったため，児童生徒の体験的な学習の確保
を目指して開始された。

郷土教育の推進など，身近な地域や郷土の自然，歴
史，文化等を活用した体験活動を一層充実させて欲
しい。

体験的な活動の重視，保護者の経済的負担軽
減等の観点から，より一層の事業充実や事業
の拡大が期待されている。

この事務事業に対する議会から出された
意見

学習指導要領の改訂により「生きる力」の理念が継続
され，さらに大きく変化する社会に対応する力を身に
付ける必要性が重視されている。総合的な学習の時
間も新学習指導要領の中で項立てされ，体験的な活
動をとおした本事業に係る期待が高まっている。

④

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

0

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？（予算）

24年度 ①

-5 

5,444



財務シート ＜一般用＞

第３回

一 般 財 源

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

5,444 千円

　　

単位：千円

23
第１回

平
成

当 初 予 算

補 助 基 本 額

補 正 予 算

辺 地 債

（６月）

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

　　第５回

第４回

（９月） 第６回

5,449 千円

-5 千円

4,741

国

県

地 方 債

4,741 4,741

4,741

4,741

補助率

財
源
内
訳

計 4,803

過 疎 債

合 併 特 例 債

4,741

そ の 他

4,803

4,741

　流用（1月）　▲5千円

　　

（１月）

4,803 4,741

国

県

4,803

参加費等の事業実施のための収入説明

▲ 5

第７回

第８回

4,803 4,803 4,741 4,7414,741 4,741

4,797 4,797 4,692 4,6924,692 4,692

教育部

担 当 課 学校教育課
総合的な学習実施事業

担 当 部

平成23年度　（決算）

単独

771324 771425

1 報 酬

2 給 料

広 告 料

事　務
事業名

食 料 費

報 償 費

保 険 料

事務事業
コード

通 信 運 搬 費

12 役 務 費

8

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

需 用 費

10

光 熱 水 費

消 耗 品 費

燃 料 費

修 繕 料

11

印 刷 製 本 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

7 賃 金

交 際 費

9 旅 費

手 数 料

18 備 品 購 入 費

計

28 繰 出 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

27 公 課 費

20 扶 助 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

25 積 立 金

15 工 事 請 負 費

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

補助 合計

26 寄 附 金

19 負担金補助・交付金

単独 単独

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計補助 合計補助

496 6 49 4949



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐ 現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

休止　　　 　　

［公平性⑨の結果］

効率性改善（コスト削減）　

目的再設定　

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

［有効性④の結果］

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

各学校の総合的な学習の時間の学習内容や指導計画の作成について指導したことが
各学校の内容や計画に反映されているかを確認し、質的な向上を図る。また、郷土を素
材とするジオパーク学習を計画に盛り込むよう指導する。

平成23年度の小学校学習指導要領の全面実施に引き続き，
平成24年度は中学校でも全面実施され，小学校３～６年生が
７０時間，中学校１年生は５０時間，２～３学年生は７０時間と
なる。
そこで，各学校が児童生徒の実態や地域の実態を踏まえた
特色のある学習内容や指導計画の作成について指導する。
特に、地域の人材活用及び霧島ジオパークなどの郷土の特
色を活かした学習を通して，児童生徒の主体的な問題解決
能力の向上を図る。

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

受益機会・費用負担の適正化余地

小学校の多くは学校で郷土，福祉，環境，国際理解を活動テーマに調べ学習や発表会を実施
した。また、中学校は環境・農業・平和・進路を活動テーマに、調べ学習や体験活動，文化祭等
での発表を行った。これらの学習を通して、体験活動の機会は充実してきたが、問題解決を図る
方法や深まりに課題が残った。今後は，学習内容や指導方法の充実と郷土の素材（霧島ジオ
パーク等）の活用も進める必要がある。

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

☐

事業は本市全小・中学校の児童生徒を対象に，学校規模や児
童生徒数，地理的要件，社会的要件等を考慮し均等に実施す
るものである。したがって受益機会は公平である。

現在事業をより効果的に活用するために教育活動を厳選して
いる状況であり，これ以上の事業費の削減は事業の成果に大き
く影響する。

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

廃止　　　 　　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

 ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

本業務に係る職員の実務は，支払い業務等の一部に限られ，
特別な人件費等は発生していない。

■ 他に手段がない

向上余地がある

影響がない☐

削減余地がある

事　務
事業名

教育部

☐ 見直す必要がある　

■

☐ 対象を見直す必要がある
・対象や意図を限定又は追加すべきか？

成果の向上余地

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

対象・意図の妥当性
事業の対象は児童生徒であるが，事業の活用・運用は学校で
あり，学校の定める目標の達成状況を教師が把握することによ
り事業の成果を評価することは妥当である。

体験活動等を通して個性を育む教育を実施しているので、基本
事業の意図である個に応じた指導へ結びついている。

☐ 見直す必要がある　
・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

廃止・休止の成果への影響 本事業が廃止された場合，学校規模で行われる体験的な活動
が中心となる学校行事等の実施が困難にになるため，児童生
徒の社会性の向上や「生きる力」の育成に支障をきたす。また
保護者の経済的負担が大きくなる恐れもある。

意図を見直す必要がある

評価理由

政策体系との整合性

事務事業
コード

771324 771425 総合的な学習実施事業
学校教育課

担 当 部
担 当 課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性 公教育の原則である教育の機会均等や保護者の教育費の負
担軽減は，本市教育施策の根本であり，すべての児童生徒を
対象に学習指導要領に明記された目的を達成するために公共
関与は極めて妥当である。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

本事業の実施は各学校の教育活動の外枠を保証するものであ
るが，本事業が継続的に実施されることにより，教育活動そのも
のの質や，児童生徒に身に付けさせる諸能力の質的な向上が
期待され，更なる成果の向上が期待できる。

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

結びついている　

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

D
公
平
性
評
価

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

事業費の削減余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

B
 

有
効
性
評
価

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

学力の向上と個性を育む教育の推進

電 話 番 号 45-5111

指導事務Ｇ

事 務 事 業 評 価 表

育み磨きあうまちづくり

ウ

ウ

（見込）

イ

ウ

ア

イ

生徒の学力を向上させる

グ ル ー プ

単位
（実績）

　中学校進路指導の充実や生徒の将来にわたる生き方指導を推進するとともに，中学校教員の授業力の向上や
実力テストの研究・作成・実施を通して，進路指導を根幹に据えた総合的な学力向上対策を推進する。事業内容
は以下のとおりとする。
　○　中学校ドリカムプラン推進委員会の設置及び推進会議の実施
　○　中学校ドリカムプラン実力テスト問題作成及び実施
　○　中学校ドリカムプラン実力テスト結果データの提供による中学校進路指導支援
　○　指導監職の配置
　○　「早寝・早起き・朝ご飯」等の基本的生活習慣の定着のための取組
　○　「家庭学習６０・９０運動」推進のための取組
　○　学力向上，進路指導に関する研修会等の実施
※ドリカムプラン…小学校から中学校における進路指導の充実や、児童生徒の将来にわたる生き方指導を推進す
る活動の総称。

内 線 番 号

施策名 学校教育の充実

基本事業名

款

1

25年度

年度～）

25年度

3,933

中学校費 ）

担 当 課

教育部

学校教育課

担 当 部
中学校進路指導推進事業

（決算）

 当初予算額

（どんな結果に
     結び付けるのか）

イ

23年度

ア

0

24年度

 ⑦ 結 　果

基礎・基本が身についた児童・生徒の割合
（=市立中学校2年生の割合）

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

予
算
額

 国庫補助金

（予算）

4

 支出合計

 その他

単位：千円

2,104

2,104

2,100

 補正予算額

評価対象年度  平成 23年度

771411
事　務
事業名

政策名

事務事業
コード

 県支出金

基礎・基本が身に付く。

2,100

（２）事業費

0

1

単年度のみ

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

一般会計

教育費

5083

（見込）（見込）

ア 校 14 14

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

10

項

23年度
 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

（実績）
22年度

関連計画

平成24年度計画

22年度

コード

2

予
算
科
目

23

根拠法令・
条例等

24年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

中学校ドリカムプラン推進委員会作成の実力
テスト（３年対象）を市内１４中学校に配布し，
全中学校で実施し，結果データを各学校の進
路指導に生かした。

771411

イ

24年度
（実績）

 （⑤意図の
       達成度を表す指標） （見込）（実績）

単位

人

（実績）
24年度23年度

市内中学生の数 3,929

（見込）

（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑤ 意　 図

ドリカムプラン実力テストの平均通過率（平均
点）

 ⑥ 成果指標

単位
（実績） （見込）

22年度

（誰、何を
 対象にしているのか）

 ④ 対象指標 ③ 対 　象
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（見込）
25年度

（見込）

単位
22年度

％

会計

目

ドリカムプラン実力テストを実施した中学校数

主
な
活
動

事業
期間

3

教育振興費

24年度
（実績）

23年度 25年度

ア 市内中学生

42 50

中学校ドリカムプラン実力テストを３年生対象と
２年生対象の２種類作成し，各学校へ提供し，
更なる進路指導の充実を図る。

（実績）

平成23年度実績

23年度

14

3,933

50

①

％ 64.3

0

0

2,002

決
算
額

 予算合計

 地方債

2,002

特になし

③

 一般財源

0

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

②

65.1

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

67.5

実施した学校から
○客観的なデータに基づいた進路指導ができ
ることは，指導する際の教育効果として信憑性
が高まり，より具体的な指導が行えた。
○進路指導の重要資料として，今後も活用した
い。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④

新聞等のメディアにおいて，鹿児島県の中学校にお
ける進路指導が客観性や信頼性に欠ける面があり，
生徒・保護者が学習塾に依存している現状が報道さ
れている。

平成２３年度からの事業である。
各中学校における進路指導の状況調査から，学校の
定期テストや実力テストのデータに客観性や信頼性が
低く，進路指導に役立つデータとなっていないという結
果が出されたことから，より信頼性の高い進路指導の
充実が求められたことによる。

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？



基本シート

　　

　　

　　 参加費等の事業実施のための収入説明

第７回

第１回

（９月）

（６月）

第２回

　　

2,100 千円

第８回

第６回

2,100 千円

年
度

予 算 合 計

第４回

当 初 予 算

23

第３回

補 正 予 算
平
成

　　

財
源
内
訳

計 2,002 2,104

2,104

国

県

地 方 債

補助率

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

2,002 2,104

2,1042,104

2,1042,104

そ の 他

2,104

過 疎 債

合 併 特 例 債

辺 地 債

一 般 財 源

国

県

2,002

補 助 基 本 額

　　第５回

2,002

2,002 2,002 2,104 2,104 2,1042,104

3030

教育部

担 当 課 学校教育課

合計単独 補助

事務事業
コード

事　務
事業名

771411

1 報 酬

中学校進路指導推進事業

単位：千円

10

旅 費

2 給 料

31

31

担 当 部

補助

平成24年度　（当初予算）

合計

平成25年度　（見込）

1,860

合計

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

消 耗 品 費

平成23年度　（決算）

111

単独

修 繕 料

7 賃 金

交 際 費

食 料 費

燃 料 費

9

11 需 用 費

8

15 工 事 請 負 費

使用料及び賃借料

広 告 料

14

保 険 料

13 委 託 料

役 務 費

通 信 運 搬 費

手 数 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

報 償 費

12

投資及び出資金

25 積 立 金

21 貸 付 金

負担金補助・交付金

20 扶 助 費

18 備 品 購 入 費

原 材 料 費

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24

26 寄 附 金

19

16

17

計

1,860

111

28 繰 出 金

公有財産購入費

補助単独

1,8841,884 1,884

190

1,884

30

30

190

30

190 190

30

31 30

3031



基本シート

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

［有効性④の結果］

効率性改善（コスト削減）　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性⑥の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

有効性改善（成果向上）　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

事業統合・連携　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

廃止・休止の成果への影響

D
公
平
性
評
価

削減余地がある

受益機会・費用負担の適正化余地

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

C
 

効
率
性
評
価

人件費（延べ業務時間）の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

評価

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

結びついている　

見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

対象・意図の妥当性

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

教育活動の一環であるため妥当である。

対象は市内の中学生すべてとしており、かつ、生徒の学力を向
上させることを意図としているため適切である。

中学校の進路指導の充実を図ることにより，生徒に社会を生き
抜く力を身に付けさせ，すべての生徒の夢の実現，目標の達成
を目指すものである。

事業費の削減余地

対象を見直す必要がある

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

事　務
事業名

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

中学校進路指導推進事業

向上余地がある

推進委員会の開催及び実力テスト作成に係る費用として，事業
費の削減はできない。

☐

すべての中学校で実施しているので，公平・公正である。

教育委員会としての業務は各学校への指導、助言が主なもの
であり、直接的に本事業へは関わっていない。

他に手段がない

事務事業
コード

評価理由

☐ 影響がない

中学校教員が問題分析力や作問力といった指導力を身につけ
ることで、成果が向上する。

■

中学校ドリカムプラン推進委員会の取組を更に充実させ，中学校教職員の指導力向上
につなげ，各中学校における学力向上・進路指導の充実をより一層図る。

ドリカムプラン実力テストの質的向上を図るため，推進委員会
の回数を増やし，実力テストは，３年生対象と２年生対象のも
のを作成する。
２年生で本テストを実施することにより，早い時期からの進路
指導の充実に資することができる。
また，保健体育課，生涯学習課との連携を強化し，基本的生
活習慣の定着や，家庭学習の充実を目指す。

771411

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

政策体系との整合性

各中学校における進路指導の客観性や信頼性が低くなる。

成果の向上余地

☐

意図を見直す必要がある

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

■
（他に手段がある場合の事務事業名等）

B
 

有
効
性
評
価

霧島市では，児童生徒に「社会を生き抜く力」の育成を最重要課題として掲げ，そ
の根幹に進路指導の充実を据えている。その中心的な取組として本事業を展開し
ている。平成２３年度は，すべての中学校においてドリカムプラン実力テストの実施
及び結果データの有効活用が図られ，高校入試結果にも反映された。



基本シート

 ４．　２ 次 評 価

① 記述水準　（１次評価の記述内容を読んだ段階で選択） ② 評価の客観性水準 （２次評価を行った後に総合的に判断して選択）

☐ 記述不足で分かりにくい ☐ 客観性を欠いており評価が偏っている

☐ 一部記述不足のところがある （事務事業の問題点、課題が認識されていない）

■ 十分に記述されている ☐ 一部に客観性を欠いたところがある

■ 客観的な評価となっている

■ 結びついている　 ■ 結びついている　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 妥当である  　 ■ 妥当である  　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 適切である  　 ■ 適切である  　

☐ 対象を見直す必要がある ☐ 対象を見直す必要がある

☐ 意図を見直す必要がある ☐ 意図を見直す必要がある

☐ 向上余地はない  　 ☐ 向上余地はない  　

（十分に成果が出ている） （十分に成果が出ている）

■ 向上余地がある ■ 向上余地がある

■ 影響がある  　 ■ 影響がある  　

☐ 影響がない ☐ 影響がない

■ 他に手段がない ■ 他に手段がない

☐ 他に手段がある ☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない ☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる ☐ 統合できる ☐ 連携できる

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 公平・公正である ■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ ■ 見直す必要がある ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

⇒ ☐ ☐ 廃止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 休止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 目的再設定　

⇒ ☐ ☐ 事業統合・連携　

⇒ ■ ■ 有効性改善（成果向上）　

⇒ ☐ ☐ 効率性改善（コスト削減）　

⇒ ☐ ☐ 公平性改善　

☐ ☐ 現状維持・継続

⑥
類似事業との
    統廃合・連携の可能性

B
 

有
効
性

事業費の削減余地

廃止・休止の成果への影響

成果の向上余地

D 公平性

④

⑤

人件費（延べ業務時間）の
                　　 削減余地

D
公平性

A 目的妥当性

⑦

［有効性④の結果］

効率性改善（コスト削減）　［効率性⑦⑧の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］ 休止　　　 　　

事業統合・連携　

２ 次 評 価

中学校進路指導推進事業
事　務
事業名

教育部
学校教育課

（１） １次評価結果の客観性と出来具合

事務事業
コード

771411
担 当 部

　① １次評価結果にもとづく平成25年度に取り組むべき具体的な内容  ② ２次評価を踏まえ、①に追記すべき取組み内容

中学校ドリカムプラン推進委員会の取組を更に充実させ，中学校教職員の指導力向上に
つなげ，各中学校における学力向上・進路指導の充実をより一層図る。

担 当 課

A
 

目
的
妥
当
性

１次評価

② 公共関与の妥当性

③

①

受益機会・費用負担の
　　　　　　　　　適正化余地

適切

［公平性⑨の結果］

適切

B 有効性

特になし

適切

適切

現状維持・継続

（３） ２次評価結果の理由　　※上記総括で「見直す必要がある」と評価した項目について理由を記載する。

C 効率性

１ 次 評 価

目的再設定　

総
括

（５）具体的な改善計画　　　　　　＊（４）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

有効性改善（成果向上）　

⑧

⑨

対象・意図の妥当性

２次評価（２） ２次評価

公平性改善　

教職員が問題分析力、作問力を身に付け、指導力向上を図り、信頼性の高い進路指導を充実させることにより、成果向上の余
地がある。

［有効性⑤の結果］

（４） 評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］ 廃止　　　 　　

［目的妥当性①③の結果］

C
効
率
性

政策体系との整合性



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

50

教育振興費

電 話 番 号

205

年度末の学力調査（国語）で全国平均を超
えた項目数

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

230

事 務 事 業 評 価 表

副読本等印刷事務
担 当 課 学校教育課

（見込）（実績）

作文集「文集きりしま」のみ作成し，配付する。

800

23年度

11,570

（見込）

249

ア
霧島市や鹿児島県の自然や歴史・産
業，人々の暮らしを理解する。

5082

指導事務G

45-5111

3030

教育部

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項

（２）事業費

47

23年度

30 44

（実績） （見込）

評価対象年度  平成 23年度

771329
事　務
事業名

施策名

22年度
単位

グ ル ー プ

担 当 部

基本事業名

一般会計

230

0

249

0

 国庫補助金

 その他

 県支出金

 地方債

0

0

基礎・基本が身に付く

 当初予算額

 補正予算額

単位：千円

24年度

イ

（決算）
23年度

予
算
額

（見込）
24年度

 ⑧ 上位成果指標
（実績）

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

25年度

 予算合計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

イ

2

 ⑦ 結 　果

事業
期間

人

（実績）

22年度 23年度

2,618

単位
（実績）

18単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

800

根拠法令・
条例等

冊

冊

（誰、何を
 対象にしているのか）

目

会計

小学校費

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実

25年度

1

23年度

7,300

）

年度～）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

（見込）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

25年度
（見込）

24年度

24年度
（実績）

11,654

項目数

ア

ウ

 ⑤ 意　 図
（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑥ 成果指標

予
算
科
目

ア 霧島市内3・4年生の全児童 霧島市内3・4年生の全児童数

イ 国語の表現力が身に付く

ウ

年度末の学力調査（社会）で全国平均を超
えた項目数

霧島市内の小中学校の全児童生
徒

霧島市内の小中学校の全児童生徒数

学力の向上と個性を育む教育の推進

単位
（実績） （見込）

25年度

771329

 ① 手　段　（事務事業の概要）

ウ

22年度
 ④ 対象指標

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位 ③ 対 　象

22年度

次回の社会科副読本改訂は平成26年度であ
る。
作文集「文集きりしま」のみ作成し，配付する。

0 0

【社会科副読本・わたしたちの霧島市】地域の社会的な事象を具体的に学習するため,地域の特色
や良さをわかりやすく取り上げた副読本は,小学校3・4年生社会科において授業成立の重要な要素
となる。本事業は,本市の小学校における社会科学習充実に不可欠な事業である。また，副読本
は,3年次に全児童に配付し,4年生までの2年間にわたり使用する。
【作文文集きりしま】市審査会を経て選ばれた，小・中学校児童生徒の優秀な作文を，作文集として
まとめ，小中学校に配付することで，市内の児童生徒の書くことや表現力等言語力の向上や学習
意欲の喚起を図る。また，編集作業をとおして国語科担当教員の作文指導力の向上を図る。
(平成23年度成果指標を見直した）

イ

24年度

社会科副読本の作成冊数

文集きりしまの作成冊数

主
な
活
動

800 800

ア 0

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

300

（見込）

2,521 2,420

11,752

基礎・基本が身についた児童・生徒の割合
（=市立小学校5年生の割合）

人

項目数

11,570

2,420

78.066.9 71.7

議会等でも,多様な視点から郷土に関する学習の必
要性が度々指摘されるなど,身近な地域に関する学
習はますます求められている。

％

新学習指導要領の全面実施と教科書改訂に
伴い，教科書に準拠しながら，郷土教育を一層
推進するための新しい副読本の作成が求めら
れている。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

決
算
額

0

 一般財源

（予算）

205

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

平成23年度から新学習指導要領がスタートし，教科
書が改訂されることにより、新たに作成しなおす必要
性が生じたため，平成18年度と平成22年度に編集委
員会を組織し，新副読本を作成した。国語科におい
ても，言語活動の充実や思考力・表現力の育成が強
く求められている。

社会科については，小学校3・4年生の社会科
において，身近な地域について学習する際，
霧島市や鹿児島県の自然や人々の生活につ
いて，具体的に学び,調べて発表するための教
材が必要となったため,平成18年度に編集委員
会を立ち上げ作成を開始した



財務シート ＜一般用＞

第８回

予 算 合 計 249 千円

　　

　　

第２回

第５回

第６回

第７回

23

　　

第３回

第４回

（９月）

年
度

第１回 （６月）

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算
平
成

合 併 特 例 債

205

249 千円

一 般 財 源

230 205

補助率

財
源
内
訳

国

県

地 方 債

計 230

そ の 他

205

230

過 疎 債

205

辺 地 債

　　

国

県

230

参加費等の事業実施のための収入説明

205 205205

205

　　

230 230 205 205205 205

230 205 205 205 205

旅 費

単位：千円

報 酬

事務事業
コード

事　務
事業名

771329 副読本等印刷事務

合計単独 補助

9

205需 用 費

1

広 告 料

手 数 料

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課

消 耗 品 費

交 際 費

2 給 料

7 賃 金

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

15 工 事 請 負 費

10

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

食 料 費

燃 料 費

保 険 料

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

8 報 償 費

11

修 繕 料

備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

16 原 材 料 費

28 繰 出 金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

寄 附 金

27 公 課 費

17 公有財産購入費

18

計

25 積 立 金

26

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計単独 補助

205 205230 230 205

　　

230



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐ 現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

☐ 見直す必要がある　

■ 他に手段がない

■

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

市内全児童が対象であり，一部への偏りはない。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

対象・意図の妥当性

作成した副読本の活用方法について，管理職研修会や学校訪問等を通じて確認・
指導していく必要がある。また，ホームページの活用や資料ＤＶＤの作成，学校間
の情報交換の場を設けるなど、活用の充実を図るために市全体としての取組を模
索していく必要がある。また，作文集についても広報・活用する場を広げていく必要
がある。

対象児童が毎年かわるが、本事業を繰り返し実施することが学
力を高める上で重要である。

霧島市や鹿児島県の身近な自然やくらしについて具体的かつ
系統的に学ぶ教材を失うことにつながる。

編集委員の数，会合の数やページ数等，必要最低限度であ
る。また，印刷費を軽減するため，印刷費は4年間分をまとめて
契約し，コスト削減を図っており，これ以上の削減はできない。
文集も必要最低限の配付部数としている。

社会科については,教科書改訂にあわせ，編集作業は4年に1
回実施している。作文集は単年度作成で，作成委員は市内小
学校の教員で構成しているため，稿料・執筆料は発生せず，会
合の数や人員も必要最小限である。

削減余地がある

影響がない

副読本等印刷事務

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
義務教育の副教材及び市教育委員会作成の作品集であるた
め、市が行うことが妥当である。

市内の3・4年生全児童を対象として、郷土の自然や歴史・文
化・産業や人々のくらしを学習することを目指しており適切であ
る。また,作文集は市内の児童生徒全員を対象として作成してい
る。

副読本を活用して郷土の自然や歴史・文化・産業や人々のくら
し等を学ぶことで、社会科の学習の充実を図ることができる。ま
た，,作文集の作成と活用が表現力の高まりと表現意欲の向上
につながる。☐ 見直す必要がある　

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

結びついている　

（他に手段がある場合の事務事業名等）

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

平成23年度から使用している社会科副読本については,社会科だけでなく，他の教科や
総合的な学習の時間等において積極的に活用を図っていく。また，平成26年度の次回
改訂に向けて、副読本の見直しや郷土の偉人をはじめとする郷土素材の情報収集を行
う。
「文集きりしま」については引き続き，作成・配付し,児童生徒の国語力の向上に努める。

平成24年度も，「文集きりしま」のみ作成・配付し、児童生徒
の国語力の向上に努める。社会科副読本は活用2年目とな
る。今後とも、副読本の有効活用や郷土教育の推進により，
児童が霧島市の自然や歴史，産業等について深く学び，郷
土を誇りに思い，郷土を愛せるようになることが期待される。

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

事　務
事業名

事務事業
コード

771329

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

B
 

有
効
性
評
価

D
公
平
性
評
価



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

　特別支援教育支援員は，LD，ADHD，高機
能自閉症など特別な支援を必要とする幼児・児
童・生徒のために，平成１８年度の霧島市の予
算で小学校に１名を配置した。特別支援教育
が平成１９年度に完全実施となり，１月から中学
校に４名を配置することとなった。

　平成１９年４月から特別支援教育が本格的に実施さ
れ，国も特別支援教育支援員の配置のための予算
措置を行っている。発達障害のある幼児・児童・生徒
についての支援も行う必要があり，教員もより専門的
な知識が必要となってきている。

　特別支援教育支援員については議会において
度々質問が出され，支援の内容や配置人数の増員
に関して指摘を受けている。

　子どもたちが学校生活をスムーズに送れるよ
う，支援員の増員の要望が多くの学校や保護
者から上がっている。また支援員に対して専門
的な知識や資質の向上も求める声もある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

あいさつをはじめとする基本的生
活習慣が身につく

学校が楽しいと回答した児童・生徒数

25年度
（見込）

25年度

74.088.4 90.5％

ア 15

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

22年度

特別支援教育支援員の人数（小学校）

 ① 手　段　（事務事業の概要）

人

単位

特別支援教育支援員の人数（中学校）

22年度
 ③ 対 　象

ア

年度～）

単位

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

特別支援教育支援員を必要とする市立中学
校の児童数

人

単位

人

235

25年度

　特別支援教育支援員を小学校１７校に１9
人，中学校10校に9人配置し，発達障害があり
コミュニケーションがうまく図れなかったり，肢
体不自由があり歩行等がうまくできなかったり
する児童生徒の支援を行う。

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

小学校費・中学校費

事業
期間

一般会計

25年度23年度
（見込）

24年度22年度

（実績）

（見込）（実績） （実績）

特別支援教育支援員を必要とする市立小学
校の児童数

イ 適切な支援が受けられる。

ウ

人

（対象を
　    　どうしたいのか）

市立中学校の生徒

人

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

ア

単位

（見込）
24年度

（実績）

235 235

463

19 20

9 10

23年度 24年度

460

226

2

　特別支援教育支援員を小学校に１5人，中
学校に7人配置し，小・中学校で発達障害があ
りコミュニケーションがうまく図れなかったり，肢
体不自由があり歩行等がうまくできなかったり
する児童生徒の支援を行った。

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実 45-5111

5084

指導事務Ｇ

予
算
科
目

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

内 線 番 号

会計

18

心の教育の推進

学校教育法

85 90

（実績）

771328・771428

根拠法令・
条例等

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

23年度

10

人

90

459

95

）

（見込）
23年度

主
な
活
動

5 7

（実績） （見込）
24年度

11,267

0

90

463

（見込）（実績） （見込）

183 95

74

 一般財源

（誰、何を
 対象にしているのか）

22年度

 国庫補助金

0

30,800

30,800

30,800

コード

款

目

イ

（２）事業費

予
算
額

イ

市立小学校の児童

イ

ウ

30,074

18,807

0

施策名

基本事業名

　特別支援教育支援員は，LD（学習障害），ADHD（注意欠陥多動性障害），高機能自閉症などの
特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒が在籍する学級や通常の学級運営が困難な学級（落ち
着きがない，言動が荒い，過剰に一対一の関わりを求めたがる，授業中に立ち歩く，教室から飛び
出すなどの言動を行う幼児・児童生徒が在籍する学級）に，学級の運営を円滑に行うために配置す
る。配置のために，各小・中学校で特別な支援が必要な児童生徒の実態把握を年２回行い，さらに
学校訪問等で詳細な実態把握を行う。その後，関係部局との連携を図りながら，適正な配置を行っ
ている。

 その他

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債決
算
額

 予算合計

0

30,800

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

適切な支援が受けられる。

評価対象年度  平成 23年度

771328
771428

事　務
事業名 学校教育課

担 当 部 教育部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

特別支援教育推進事業

事 務 事 業 評 価 表

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

適切な支援を受けられた生徒数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

適切な支援を受けられた児童数

教育費



財務シート ＜一般用＞

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

30,80030,074 30,074 30,800 30,800 30,800

合計

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計 単独 補助

計

単独 補助

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

貸 付 金

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

12 役 務 費

8 報 償 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

通 信 運 搬 費

10 交 際 費

9 旅 費

11 需 用 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

3 職 員 手 当 等

7 賃 金

1 報 酬

2 給 料

4 共 済 費

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771328
771428 特別支援教育推進事業

30,074 30,800 30,800 30,800

過 疎 債

合 併 特 例 債

辺 地 債

30,074 30,800

国

県

18,807

そ の 他

一 般 財 源 18,807 30,800

補助率

30,80030,80030,800

11,267

30,80030,800 30,800

財
源
内
訳

計 30,074

国

県

地 方 債

11,267

30,074 30,800

　　

　　

第６回

第７回

第８回

1/1

平
成

30,800 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

単位：千円

23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

30,800 千円



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

☐ 公平・公正である

■ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐

　支援員の効果的活用については管理職研修会や特別支援教育の研修会等で指導を
行い、有効性を向上させていく。また，担当者の定期的学校訪問を継続し、児童生徒の
実態把握や配置校における支援員の有効活用や新たな配置校の必要性について調査
を進める。

　平成24年度は，学校や保護者の配置要望にこたえ，特別
支援教育支援員を増員することで，市全体の特別支援教育
の充実につながることが期待される。担当者が学校訪問を行
い，各学校の児童生徒の実態，支援員による支援の状況等
を的確に把握し，配置校での有効性を向上させるとともに，新
たな学校への配置を推進していく。
  また、発達サポートセンターとの連携において、学校教育課
指導主事を週１日，当センターに派遣し、学校と福祉関係機
関との橋渡しを行う。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

　現在でもすべての学校の要求をカバーしきれていないため，
削減はできない。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
　市立小・中学校と連携を取って行われる事業であり，他に同様
の事業を行うものがない。

　特別な支援を必要とする児童生徒を中心に，全児童生徒を対
象にしている。

　小・中学校への調査から，対象とする児童生徒の落ち着いた
状況が報告され，効果が上がっている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

特別支援教育推進事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

事務事業
コード

771328
771428

事業費の削減余地

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

☐ 見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

☐

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

　通常の学級運営が困難な学級が増え，学校運営に支障があ
る。

　現在も非正規職員で行っており，最低限の予算である。

削減余地がある

☐ 影響がない

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

他に手段がない

■

　市が行う教育活動の一環と位置付けている。配置校以外の他
の学校にも対応できるようにする。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

「個別の指導計画」等を作成し，支援内容・方法について全職員と支援員が共通理
解した。また支援員は増員したが，学校からの配置希望には十分こたえられていな
い。未配置校への配置と兼務状態の解消に向けて支援体制の状況等について把
握し，支援員配置の検討・推進を行う必要がある。

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

　校内委員会を充実させ，支援内容・方法を更なる改善を図る
とともに，全職員と支援員とのこれまで以上の連携強化を図る必
要がある。

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価 ■

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 支出合計 3,639

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

②

④

（決算） （予算）

 一般財源

 国庫補助金 この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

不登校児童生徒の現状と課題から、具体的な支援策
としてこの事業を継続してもらいたい。

不登校生徒に対する心のケアや保護者の相談、教職
員の対応についての指導助言など、専門的な支援が
必要なことから、学校からは相談日数の増加や相談活
動の時間増などの要望がある。
相談員は中学校に配置しているが、小学校からの要
請が年々増加している。

この事務事業に対する議会から出された
意見

不登校及び不登校傾向児童生徒の増加が大
きな問題となり、学校における相談体制の充実
が重要であることが指摘された。そこで、平成１
７年度からスクールカウンセラー配置事業を展
開し、学校における相談体制の充実を図った。

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

市内の配置校を増やさなければならないことや県支
出金が変動するといった状況の中で、各学校に安定
した活動日数や時間を確保することに支障が出てき
ている。
また、児童生徒だけでなく保護者の相談活動も増加
してきている。

91人

（実績） （見込）
22年度

（どんな結果に
     結び付けるのか）

規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

学校が楽しいと回答した児童・生徒数 88.4

（実績）

％ 90.5

163110

24年度

23年度

（実績）

74.0

3,933

（見込）
23年度

3,9293,931

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

22年度

スクールカウンセラー６人の配置（延べ13人）
配置校は中学校１３校
相談員は７人（延べ１３人）
配置校は中学校１３校

（見込）

180

83 70

スクールカウンセラー４人の配置（延べ９人）
配置校は中学校９校
相談員は８人（延べ１０人）
配置校は中学校１０校

単位
（実績）

25年度
（見込）

平成24年度計画

学校生活上の不安や悩みを解消
する

25年度

180

24年度

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

ウ

学校教育の充実

50

心の教育の推進

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

教育費

主
な
活
動

日

単位

（見込）

70

単年度繰返 （開始年度

日

24年度

　鹿児島県教育委員会が指定した学校に、臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有
するスクールカウンセラーを配置するもので、学校により配置日数は異なるが、１日３時間勤務し、
不登校や生徒の問題行動等の解決のための相談活動を行う。また、問題行動を起こす生徒への対
応などについて、教職員に講話や助言を行う。（平成21年度から成果指標を見直す。）
　不登校対策の一つとして、国分、国分南、舞鶴、陵南、横川、牧園、霧島、隼人、日当山、牧之原
中学校の１０校を拠点として相談員を配置した。1日2時間、年間100時間の活動で、学校での支援
ではなく、積極的に家庭訪問をして、児童生徒への学習支援や相談活動はもとより保護者への相
談や助言などを行う。
（平成23年度活動指標を修正する）

（実績）

（誰、何を
 対象にしているのか）

3,933

（実績）

人

22年度
単位

年度～）

5083

期間限定複数年度（

会計

特になし
根拠法令・

条例等

ア スクールカウンセラーの活動日数

17

教育振興費

（実績）
23年度

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

事業
期間

）

内 線 番 号

平成23年度実績

315人

 ⑤ 意　 図

イ

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）
25年度

2

コード

款

2

中学校費

 ① 手　段　（事務事業の概要）

イ

霧島市内１４中学校の中学生ア 市内中学校の生徒数

イ

ア

 ⑦ 結 　果

ア

（見込）

関連計画

相談員の活動日数

771410

目

予
算
科
目

一般会計

 ③ 対 　象

（見込）

25年度

102

230263 250

23年度
（実績）

24年度 ①

24年度

70

（見込）

不登校の児童生徒数
規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

3,040

 予算合計

23年度

763

2,880

決
算
額

単位：千円

3,643

0

0

1,498

3,040

 その他

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

0

2,141

政策名

事務事業
コード

10

項 3

評価対象年度  平成 23年度

771410
事　務
事業名

施策名

基本事業名

（２）事業費

予
算
額

ウ

　教育部担 当 部
カウンセラー配置事業

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 　指導事務Ｇ

　学校教育課

 45-5111

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

不安や悩みを相談できた児童、生徒の人数

22年度
単位



財務シート ＜一般用＞

　　

　　

　　

第６回

第７回

第８回

119 119

2,921 2,921

119

2,921

167 167 119

3,472 3,472

平成25年度　（見込）平成24年度　（当初予算）

単独 補助

平成23年度　（決算）

合計単独合計 補助

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

負担金補助・交付金

20 扶 助 費

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22

17 公有財産購入費

18

需 用 費

補償補填及び賠償金

委 託 料

燃 料 費

工 事 請 負 費

広 告 料

修 繕 料

光 熱 水 費

食 料 費

通 信 運 搬 費

4

7

12 役 務 費

賃 金

消 耗 品 費

15

16 原 材 料 費

保 険 料

13

使用料及び賃借料14

23 償還金利子・割引料

19

手 数 料

印 刷 製 本 費

備 品 購 入 費

11

カウンセラー配置事業

1

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課

報 酬

事務事業
コード

事　務
事業名

771410

3 職 員 手 当 等

単独 補助 合計

8

2 給 料

単位：千円

10 交 際 費

9

共 済 費

2,921

旅 費

報 償 費

3,040 3,0403,040 3,0403,639 3,639

3,0403,639 3,040 3,040

1,5001,500

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

3,040

1/1

1,500

1,540

補助率

1,498 1,500

国

財
源
内
訳

1,5402,141 1,540 1,540

平
成

2,880 千円

763 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

第１回

県

　　

地 方 債

一 般 財 源

過 疎 債

合 併 特 例 債

県

1,498

計 3,639

国

1/1

参加費等の事業実施のための収入説明

1/1

第５回

2,141

予 算 合 計

（９月）

辺 地 債

そ の 他

補 正 予 算

年
度

　　

第２回

3,643 千円

　　

763　　

第４回

23

第３回



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

☐ 公平・公正である

■ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐

見直す必要がある　

評価

全児童生徒を対象として、不安や悩みの相談に応じており適切
である。

本事業で児童、生徒一人一人が不安や悩みを解消することで、
最終的には他人を思いやる心の醸成に結びついている。

児童、生徒の悩みに専門的立場で助言することは、市が関与
するのが妥当である。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容
　スクールカウンセラーや心の教育相談員以外の児童生徒支援事業（教育支援セン
ター、小6中1かけはしプラン）で活動する支援員等と一緒に情報交換会を実施すること
で、スクールカウンセラーの専門的な知識や技能を、児童生徒の不安や悩みの解消に
つなげる体制づくりを図る。

平成２４年度は若駒分校を除く中学校１３校にスクールカウン
セラーを配置する予定である。これまで配置された学校で効
果のあった事例やカウンセリングの方法等を紹介したり，保護
者等への積極的な紹介をしたりすることで，児童・生徒への
支援をさらに進めていく。
心の教育相談員については、市内１３校を７名で担当してもら
い、学校の実態に応じて訪問回数を調整し、効果的な支援を
行っていく。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

評価理由

政策体系との整合性

事　務
事業名

事務事業
コード

☐

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

結びついている　

　教育部
　学校教育課

担 当 部
担 当 課

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

771410

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

カウンセラー配置事業

C
 

効
率
性
評
価

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

スクールカウンセラーや相談員の配置や支援する学校を増やし
ていくことで、成果が向上する。また、派遣回数や相談時間に
ついて、実態に応じて変更できることにより有効に活用できる。

悩みを抱える児童生徒や不登校及び不登校傾向児童生徒が
増える。

D
公
平
性
評
価

削減余地がある

B
 

有
効
性
評
価

☐

見直す必要がある　

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

成果の向上余地

■

対象・意図の妥当性

☐

☐ 対象を見直す必要がある
・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

■

事業費の削減余地

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？ ☐

他に手段がない

受益機会・費用負担の適正化余地

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？ 影響がない

意図を見直す必要がある

事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

相談員の活動時間が少なく家庭や生徒と関わる時間が不足している。また、専門的
な知識を有するスクールカウンセラーの有効活用を図るために，各学校にコーディ
ネーター役を設け，計画的な相談がなされるよう指導助言する必要がある。
また、未配置校が４校あり、それらの学校への配置が必要である。

スクールカウンセラーは鹿児島県教育委員会が指定した学校のみに配置
しているので、公平性の観点から指定校以外の配置も検討する必要があ
る。
また，県支出金の減額により児童生徒への影響が考えられる。

現在でもすべての学校をカバーしきれていないため，削減は難
しい。

現在も非正規職員で行っており，最低限の予算である。

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

公平性改善　

［有効性⑥の結果］



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

不登校及び不登校傾向児童生徒への復帰を促すた
めに相談及び指導、支援等を行っているこの事業
が、不登校解消に向けて効果があがっているので、
引き続き継続してもらいたい。

支援センターに通う児童・生徒の保護者から
は、夏休み期間なども指導員が常駐できるよう
にしてほしいとの要望がある。
また、国分・隼人地区以外の地域の保護者か
らは、最寄の地域での本事業の実施を望む声
もある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

70

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

不登校児童・生徒の増加に伴い、国分支援セ
ンターが平成７年度に、隼人教育支援センター
が平成１５年度に設置された。

不登校傾向にある児童・生徒数は、やや増加傾向に
あり，学校の取組やカウンセラー等の派遣により対応
を図っているところである。教育支援センターでの活
動を通じて、学校へ復帰したり、高校受験をしたりして
学校へ復帰する児童・生徒も増えつつある。

（予算）

規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

不登校の児童生徒数

23年度 24年度

人

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

（どんな結果に
     結び付けるのか）

①

 ④ 対象指標

単位：千円（２）事業費

ア
霧島市内の不登校傾向にある児
童、生徒

25年度
（見込）

単位
（実績）

人霧島市内の不登校傾向にある児童、生徒数

22年度

85

（見込）

平成24年度計画

（見込）
22年度 23年度 24年度

（実績） （見込）
25年度

（見込）（実績）
24年度23年度　（③対象の大きさを

　　　　　　　表す指標）
（誰、何を
 対象にしているのか）

ア 支援した児童・生徒数 4350

イ

24年度
（見込）（実績） （実績）

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

イ

ウ

 ⑤ 意　 図

ア

（対象を
　    　どうしたいのか）

102 9090

22年度

不登校児童生徒やその保護者に対する電話
相談や来所相談対応
通所してくる児童生徒への学習支援等

23年度 24年度

国分教育支援センター（国分中央１丁目２５番２６号）と隼人教育支援センター（隼人町内山田１丁
目１４番１０号）に指導員を２名ずつ計４名配置している。
不登校（傾向）児童・生徒やその保護者に対する電話相談活動や来所相談に応じている。また，通
所してくる児童生徒へ不登校により遅れた学習への支援や体験活動等を行い，社会性を育み，学
校への復帰を支援している。
（平成23年度⑤意図を見直した）

通所した児童生徒数
小学校５名，中学校３８名
電話相談２８件，来所相談１０８件

会計

H7

教育振興費

予
算
科
目

中学校費

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

 ① 手　段　（事務事業の概要）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実

事業
期間

）

年度～）

（実績）

平成23年度実績

人

25年度

40

（見込）

40

単位
（実績）

2

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

心の教育の推進

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

人

771417
特になし

5083

単位
（実績）

3529 3535

施策名

基本事業名

一般会計

イ

コード

款

2

教育費

目

関連計画

 ③ 対 　象

決
算
額

 予算合計

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

 一般財源

予
算
額

学校に登校させる

イ

ウ

6,941

6,941

0

 国庫補助金

 当初予算額

 補正予算額

（決算）

261

25年度

91 102

23年度
（見込）

単位

6,712

6,712

6,712

0

6,973

 県支出金

 地方債

0

 その他

0

評価対象年度  平成 23年度

771417
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 3

　教育部担 当 部
教育支援センター指導員配置事業

事 務 事 業 評 価 表

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ 　指導事務Ｇ

　学校教育課

 45-5111

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

不登校が解消された児童・生徒数

22年度



財務シート ＜一般用＞

（２月）

第６回

第７回

第８回

6,5526,813 6,813

261

20 20 30

　　

　　

303030

6,5526,5526,552

単独合計

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計補助補助

計

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

20 扶 助 費

21 貸 付 金

25 積 立 金

28 繰 出 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

27 公 課 費

26 寄 附 金

16 原 材 料 費

22 補償補填及び賠償金

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

11

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

需 用 費

15 工 事 請 負 費

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

単独

報 酬

給 料

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賃 金

報 償 費

事務事業
コード

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

8

7

事　務
事業名

771417 教育支援センター指導員配置事業

10 交 際 費

9 旅 費

1

2

単位：千円

2020 20 20 20 20

10 10 10 10

130

130

108 108 130 130 130

108 108 130 130 130

6,941 6,941 6,712 6,7126,712 6,712

そ の 他

一 般 財 源

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

地 方 債

6,941 6,712

6,712

6,712

6,7126,712

6,712

参加費等の事業実施のための収入説明

6,712

流用（2月）261千円

県
補助率

6,941 6,712

国

財
源
内
訳

国

県

計 6,941

6,941

平
成

6,712 千円

261 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

　　

第１回
23

予 算 合 計

年
度

　　

第２回

6,973 千円

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

☐ 公平・公正である

■ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

現在の人員でも隼人・国分から遠隔にある校区をカバーしきれ
ていないため、削減することは難しい。巡回も含めて、現人員で
対応できる方策を検討する。

現在も非正規職員で行っており、最低限の予算である。

教育支援センター指導員配置事業

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
義務教育は当然市が担うべきものであり、不登校生の支援も行
うべきである。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容
　教育支援センターで実施する学習プログラムの充実を図る。また、国分・隼人の教育
支援センターの指導員が横川・霧島・牧園地区の支援を行える方法を検討する必要が
ある。

　　児童生徒が学習の遅れを取り戻すために、個々の児童生
徒の学習プログラムを作成・実施することで、スムーズな学校
復帰につなげていく。また、教育支援センターの活動内容や
効果等について、児童生徒や家庭に十分に周知する。さら
に、学校と家庭，教育支援センターが連携して不登校児童生
徒の解消に取り組むための支援の在り方を協議する機会を
作る。

事　務
事業名

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

削減余地がある

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

不登校生が皆無となった時に本事業は終了となるが、昨今の状
況からその可能性は低いので、年々不登校生を減少させていく
必要がある。

　学校教育課

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

担 当 部
担 当 課

☐ 見直す必要がある　

771417

市が行うべき教育活動の一環と位置付けている。国分・隼人・溝
辺・福山地区以外の横川・霧島・牧園地区にも対応できるように
する。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

事務事業
コード

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

対象は不登校傾向の児童生徒であり、学校へ通わせるという意
図をもって行われており適切である。

　教育部

☐ 見直す必要がある　

本事業は不登校対策の一環であり、学校へ決まった時間に登
校するということが、規範意識の高揚に結びついている。

結びついている　

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

他に手段がない

☐

影響がない

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

不登校生の受入れ母体がなくなりその影響は大きい。

B
 

有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

事業費の削減余地

■

■

成果の向上余地

D
公
平
性
評
価

教育支援センターに通所する児童生徒が学校へ復帰したり、部分登校できるように
なってきた。学校に復帰ができるようになるポイントとして、学力面の補充指導が必
要である。また、国分・隼人教育支援センターから遠距離の横川・霧島・牧園地区の
支援のあり方等について検討する必要がある。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

［公平性⑨の結果］



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

年間１００日以上欠席している児童・生徒数
（3月月例報告）

52

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

　学校教育課

　指導事務Ｇ

 45-5111

　教育部担 当 部
子どものサポート体制整備事業

事 務 事 業 評 価 表

予
算
額

1,975 予算合計

イ

ウ

 補正予算額

児童、生徒

 当初予算額

 ⑦ 結 　果

評価対象年度  平成 23年度

771420
事　務
事業名

款

施策名

基本事業名

一般会計

2

事務事業
コード

会計

ア

1,811

0

人

-1,160 

3,135 1,945

0

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

（２）事業費

単位

（誰、何を
 対象にしているのか）

児童、生徒数

件相談件数

 その他

 県支出金

 地方債

0

ア
規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

不登校の児童生徒数

（決算）
23年度 ①

（予算）

1,945

（どんな結果に
     結び付けるのか）

24年度

単位：千円

 国庫補助金

決
算
額

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

不登校が解消された保護者や今なお悩んでい
る保護者から勇気づけられるという感想が寄せ
られている。学校や相談員からは総勤務時間
に限定があり、学校・家庭・関係機関との連携
を図るには時間不足という意見がある。

 支出合計 1,811

 一般財源

（実績）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

5083

項

22年度
 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

政策名

（実績）

内 線 番 号

学校教育の充実

心の教育の推進

3

10 教育費

期間限定複数年度（中学校費

11,752人

単位

14

事業
期間

かけはし支援員4人、4校に配置、活動日数
118日
かけはし教育相談会の相談員2人、1日5日
間、相談件数7件

24年度

年度～）単年度繰返 （開始年度

）

20

ウ

（見込）

23年度 25年度
（見込）（見込）

1,155

24年度

ア

（対象を
　    　どうしたいのか）

イ

23年度

ア

 ⑤ 意　 図

人

単位

意欲をもって学校に通う

単位

50

（実績） （実績）
22年度

（実績）

11,654 11,570

22年度

52

23年度
（実績）

特になし

 ① 手　段　（事務事業の概要）

イ

雇用したかけはし支援員の数４人
かけはし相談会の相談員の数２人の予定

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

2 教育振興費

平成23年度実績

主
な
活
動

771420

　平成２１年度からは「中１ギャップ」の解消を目的として、４つの重点校（国分中，舞鶴中，国分南
中，隼人中）に，教科指導や生徒指導等行う小６・中１かけはし支援員を派遣し，小学校６年から中
学校１年への継続的な支援を行う。また，小学校６年を対象にした「かけはし教育相談会」を開催
し、臨床心理士や指導主事等の専門家による教育相談や進路相談を行う。
（平成２３年度に活動指標を変更した。）

目

予
算
科
目

14

23年度

コード

根拠法令・
条例等

（実績）

1,2001,266

（実績）

関連計画

ウ

相談員・支援員の人数

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

22年度

16人

 ③ 対 　象

11,570

25年度
（見込）

50

24年度
（見込）

24年度
（見込）

25年度
（見込）

（見込）
25年度

14

1,195

平成24年度計画

91 70

イ

0
③

②

102

平成２０年度末の段階で年間１００日以上欠席
している児童生徒数が７０人以上おり，これらの
児童生徒や引きこもり傾向の児童生徒への支
援が急務となっている。そこで，学校だけでの
支援ではなく積極的に家庭訪問を行うことが必
要なため開始された。

不登校及び不登校傾向児童生徒数は，全国的にも
増加傾向が見られ，大きな課題となっている。

不登校及び不登校傾向児童生徒の家庭訪問がこの
事業は，不登校解消に向けて効果があがっているの
で，引き続き継続してもらいたい。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④



財務シート ＜一般用＞

23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

1,975 千円

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回

第６回

平
成

3,135 千円

-1,160 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 1,811

国

県

地 方 債

1,9451,945 1,945

1,9451,811 1,945 1,945 1,945

国

県

1,811

そ の 他

一 般 財 源 1,811 1,945

補助率

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

1,9451,811 1,811 1,945 1,9451,945

単独

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

単独 補助合計

平成23年度　（決算）

単独 補助

11

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

10 交 際 費

需 用 費

9 旅 費

単位：千円

1 報 酬

2 給 料

担 当 部 　教育部

担 当 課 　学校教育課
事務事業

コード
771420 子どものサポート体制整備事業

合計合計 補助

燃 料 費

修 繕 料

事　務
事業名

12 役 務 費

7 賃 金

8 報 償 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

18 備 品 購 入 費

公有財産購入費

14

15 工 事 請 負 費

償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

13 委 託 料

繰 出 金

26

20 扶 助 費

16

21 貸 付 金

保 険 料

使用料及び賃借料

17

19 負担金補助・交付金

原 材 料 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

手 数 料

計

22

28

23

積 立 金25

27 公 課 費

1,811 1,811

寄 附 金

補償補填及び賠償金

1,945 1,9451,9451,945

参加費等の事業実施のための収入説明

　第9回（3月）　▲1,160千円▲ 1,160

　　

　　

（３月）



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

■

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

すべての児童、生徒が意欲をもって学校へ通うことが究極の目
的であり、本事業実施による成果向上余地はある。

悩みを抱える児童生徒や不登校及び不登校傾向児童生徒が
増える。

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

効率性改善（コスト削減）　

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

　小６・中１かけはし支援員が小学校６年の後半から中学校１年の前半まで、教科指
導の補助や生徒指導の支援等を継続的に実施したことで、中学１年生はスムーズ
な中学校生活に移行できた。また，小学校６年を対象にした「かけはし教育相談会」
を開催し、保護者や児童が抱える中学校生活への不安や相談に対応できた。今後
は、「かけはし教育相談会」の実施時期や回数，保護者等への広報を工夫する必
要がある。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

類似事業との統廃合・連携の可能性

成果の向上余地

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

相談体制を充実させることは、市の責務であり妥当である。

市内のすべての児童、生徒に門戸を開いており、意欲をもって
学校に通うことを目指しているので適切である。

相談事業を充実させ、児童、生徒が意欲をもって学校に通う環
境を整えることは、基本事業の意図する規範意識の高揚に結
びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

削減余地がある

すべての児童、生徒に門戸は開かれており、公平・公正であ
る。

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

事　務
事業名

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

影響がない

評価理由

政策体系との整合性

評価

　教育部
　学校教育課

人件費（延べ業務時間）の削減余地

相談員の謝金を削減すると、その分回数が減るので事業費を
削減することはできない。

現在も非常勤職員で行っており，最低限の予算である。

事務事業
コード

担 当 部
担 当 課

C
 

効
率
性
評
価

771420

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

子どものサポート体制整備事業

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

☐

　個々の児童生徒への支援を検討するためのケース会議を積極的に開き、不登校生や
不登校傾向の児童生徒への支援を行う。スクールカウンセラーや教育支援センター指
導員との連携を強化し，より多くの学校に支援していく。
　かけはし支援員やかけはし教育相談会の役割をより焦点化し、効果的な活用を図って
いく。

「かけはし相談会」を６月と２月に実施し、小学６年生と中学１
年生の教育や進路に関する相談に対応する。
また、小６・中１かけはし支援員は，その他の指導員・相談員
等と連携を図り、一人でも多くの児童生徒を救うためのケース
会議等に積極的に関わるようにする。

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

■ 他に手段がない

事業費の削減余地

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

③

合併後、旧国分市の部活動補助を新市で導
入。

平成１７年・１８年に国分中学校が全国大会に出場す
るなど、当該補助事業が活動を支援している。

24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

特になし。特になし。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

74.0

23年度
（決算） （予算）

単位

校

360360

（見込）

イ

ウ

 ③ 対 　象

ア 6

（実績）
単位

 ④ 対象指標

人

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位
（見込）

771429

 ① 手　段　（事務事業の概要）

ア 各種音楽部に所属している生徒 同左生徒数 247

校

各種コンクールの県内、九州、全国大会出場
の補助。

25年度

8 8

25年度22年度

イ

ウ

ウ

霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱
霧島市立学校教育推進事業補助金

（実績） （見込）
22年度

22 2

％ 90.588.4

25年度23年度
（実績）

25年度22年度 23年度 24年度
（実績） （見込）（実績）

（見込）

イ

ア

（見込）（実績）

（実績） （見込）
24年度

予
算
科
目

23年度

7

会計

教育振興費

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

24年度

各学校の文化系部活動における各種文化系大会活動（文部科学省、県、県教育委員会、地区教
育事務所が主催、共催又は後援等する文化系大会活動で市教育委員会が認定するもの）を対象と
する。参加に要する経費（交通費、宿泊費）の２分の１を補助する。宿泊費は、県外の全国・九州大
会を対象とし一泊二食7,000円を上限とする。泊数は大会等に必要な数で計算する。九州管内は鉄
道運賃とし、霧島市職員等の旅費に関する条例を準用する。（バスを借り上げる場合はバス借り上
げ料を交通費とする）他の地区の交通費は、飛行機運賃実費、若しくは経済的でかつ効率的な方
法で計算する。最高限度額は８０万円とし、千円未満の額は切り捨てるものとする。
（平成22年度から成果指標を見直した。併せて、上位成果指標との関係で本事業の所属基本事業
も変更した。）
（平成23年度から成果指標を変更。）

45-5111

心の教育の推進2

年度～）

単年度のみ

内 線 番 号

4

1

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実

単年度繰返 （開始年度

）

目

一般会計

教育費

九州吹奏楽コンクール；霧島中
県音楽コンクール「春の祭典」；牧之原中
県音楽コンクール「夏の祭典」；隼人・国分南・牧之原・牧園・国
分・霧島中
県吹奏楽コンクール；隼人・国分南・霧島・国分・牧園中
九州ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙｺﾝﾃｽﾄ・全日本ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙｺﾝﾃｽﾄ；霧島中

327

（実績）

期間限定複数年度（

58

23年度

平成23年度実績

平成24年度計画

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

0

出場校数

（誰、何を
 対象にしているのか）

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

事業
期間

中学校費

 一般財源

 国庫補助金

22年度
単位

0

0

単位：千円

960

960

960

規範意識や他人を思いやる心、
正義感など豊かな人間性を育む

学校が楽しいと回答した児童・生徒数

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

（見込）
 ⑦ 結 　果

24年度

1,184

1,184

224

1,184

0

0

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア 楽器演奏等の技術を向上させる

評価対象年度  平成 23年度

771429
事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 3

事 務 事 業 評 価 表

5085

学事Ｇ

部活動支援事業
教育部

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

九州大会以上に参加した学校数

（対象を
　    　どうしたいのか）



財務シート ＜一般用＞

合計

計

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

27 公 課 費

28 繰 出 金

25 積 立 金

26 寄 附 金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

保 険 料

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

8 報 償 費

11

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

需 用 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

修 繕 料

広 告 料

手 数 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

合計 単独 補助

教育部

担 当 課 学校教育課

単独 補助

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

交 際 費

9 旅 費

単位：千円

担 当 部事務事業
コード

事　務
事業名

771429 部活動支援事業

10

360

360

360

360360

435 435 360 360

435 435 360

600 600749 749 600 600

960960 960

辺 地 債

1,184 1,184 960

過 疎 債

　流用（8月）　75千円
　流用（2月）149千円

224

　　

960

参加費等の事業実施のための収入説明

国

県

1,184一 般 財 源

補助率

財
源
内
訳

計 1,184

合 併 特 例 債

960

1,184 960

960

960960 960

国

県

地 方 債

そ の 他

1,184 960

　　

（２月）

第６回

第７回

第８回

平
成

960 千円

224 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　

第３回

第４回

（９月）

（６月） 第５回
23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

1,184 千円

第１回



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

B
 

有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

D
公
平
性
評
価

平成23年度は霧島中の吹奏楽部が九州大会に出場、また、同じく霧島中の吹奏楽部の部員が
アンサンブルコンテストの全国大会で金賞を受賞するなど成果の向上につながっている。
吹奏楽や合唱のコンクールに参加することは、日頃の練習に加え、大会でお互いの演奏を聴き
あうこともでき、演奏内容の充実につながる。その大会参加に要する経費の一部を補助すること
は、保護者の経済的な負担の軽減や生徒の技術の向上につながったと考える。

・県大会以上の大会参加に要した経費の一部を補助する。
・速やかな補助を行うために、参加校の事務処理の迅速化を促す。

・平成23年度に引き続き県大会以上の大会参加に要した経
費の一部を補助することにより、保護者の経済的負担の軽減
及び生徒の演奏技術の向上が期待される。
・補助金の概要
　県大会・・・・・交通費の一部
　九州大会以上・・・・交通費及び宿泊費の一部

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

保健体育課で予算化されている体育系部活動とあわせて全て
の部活動に対し、補助要件をみたすものについて補助してい
る。

受益機会・費用負担の適正化余地

（他に手段がある場合の事務事業名等）

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
公立中学校の教育課程の一環として部活動を行っており、補助
を行うことで保護者負担を軽減し、部活動への入部が推進さ
れ、個々の能力等の向上につながっている。

各種音楽部の生徒を対象に、演奏技術の向上を目指しており
適切である。

個々の能力・個性に応じた学力が身についている。

☐ 見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

771429

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

部活動支援事業

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

今後も部活動に対し補助を行うことにより、保護者の負担を軽減
し生徒の演奏技術の向上が期待できる。

保護者の負担が増加し、入部者の減少につながる。

補助額に上限を設けるなど既に見直しを行っている。

正職員が１人担当制で補助金事務を行っており、霧島市補助
金交付要綱どおりに執行しているため、業務時間削減の余地
はない。また、補助金交付事務は正職員以外が行うのは難しい
と考える。

削減余地がある

影響がない

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

事業費の削減余地

☐ 見直す必要がある　

■ 他に手段がない

■

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

［公平性⑨の結果］



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

霧島の自然や歴史，地域の史跡等文化や伝統芸
能，霧島の先人を活用した郷土教育や地域や学校
の実態に応じた特色ある教育活動の推進が一層求
められている。

　学校や地域の実態に応じた，特色ある教育
活動を展開することができ，高い教育効果を上
げているという意見が寄せられている。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

全面実施された新学習指導要領においても，「生きる
力」の育成を目指し，学校の特色を生かした教育活
動の展開がより一層求められている。

③

各学校は校長裁量で自由に使える事業費が
限られ，特色ある教育活動を実施することが難
しい。そこで，学校の自由な発想と創意工夫に
よる特色ある教育活動を支援し，開かれた学校
づくりをより一層推進する目的で平成２１年度か
ら開始した。

②

単位：千円

93.093.991.0

 支出合計 1,007

決
算
額

予
算
額

 予算合計

 補正予算額

1,400

1,400

 県支出金

 当初予算額

 一般財源

 その他

1,007

この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（２）事業費

20

23年度 24年度

校

（どんな結果に
     結び付けるのか）

特色ある教育活動を行う

 ⑧ 上位成果指標 単位

 地方債

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

①

 国庫補助金

（決算） （予算）

0

0

1,038

0

22年度

0

0

1,038

24年度23年度

○木原・川原・平山・塚脇小の４校，中津川・持松・三体・万膳
小の４校による「きずな・ふれあい集合学習」の実施予定
○大田小や横川小による「郷土や環境に関する学習」の実施
予定
○各中学校区での小中連携の実施（１３校区）

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

25年度22年度
（見込）

24年度

22年度

（見込）（実績）

11,570

49

（実績） （見込）

2220

25年度23年度

イ

％

市内の小中学校

作成された教育活動の計画件数

25年度
（実績）

（見込）

24

（見込）

49

24年度

25年度
（見込）

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

選定を行い，実施された教育活動の計画件数

（見込）（実績）

20

14 14

単位

件

件 1211

22年度
単位

23年度

計画を作成した小中学校の数

コード

根拠法令・
条例等

期間限定複数年度（

2目 教育振興費

小学校費・中学校費

校

ア

ウ

イ

 ⑦ 結 　果

イ

ウ

ア

学校・家庭・地域と連携して教育活動を行っ
た学校の割合

ア 児童、生徒

ア

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

地域の教育力を学校教育に活用
する

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

関連計画

年度～）

）

一般会計 単年度のみ

771310  771412

単位
（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑤ 意　 図

ウ

児童、生徒数

市内の小中学校数

人

（誰、何を
 対象にしているのか）

 ④ 対象指標

イ

 ③ 対 　象

H21

24年度

教育費

23年度

　学校の自由な発想と創意工夫による児童生徒の学力向上と地域の教育力を活用した特色ある教
育活動を支援することで，学校の主体性を高めるとともに，教職員のやる気と意欲を喚起し，もって
学校の教育活動の活性化を図る。各学校が作成した事業計画書をもとに教育委員会が選定を行
い，学校に事業を委嘱する。
　具体的には極小規模校の５・６年生が１つの小学校に集まり，１週間単式授業を受けることにより
中学校へのスムーズな移行を図る「きずな・ふれあい集合学習」や霧島の自然との関連を意図した
「郷土や環境に関する学習」，小・中・高連携を深めることで生活面・学習面などのスムーズな移行
を図る「学校間連携モデル事業」等がある。
　

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

款

11,752

（実績）

49

○木原・川原・平山・塚脇小の４校，中津川・持松・三体・万膳
小の４校による「きずな・ふれあい集合学習」の実施
○大田小や横川小による「郷土や環境に関する学習」の実施
○陵南中学校区による「学校間連携モデル事業」の実施
○佐々木小による「１年生からの英語劇」の実施
○国分西小の米作り

11,570

49

11,654

（実績） （実績） （見込）

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

2020

主
な
活
動

20

 ① 手　段　（事務事業の概要）

項 2・3

4

4

1施策名

会計

予
算
科
目

事務事業
コード

10
事業
期間

単年度繰返 （開始年度

電 話 番 号

担 当 課
771310
771412

事　務
事業名

事 務 事 業 評 価 表

マイ・スクール・プランニング事業

特色ある教育活動と開かれた学校づくり 内 線 番 号 5083

評価対象年度  平成 23年度

育み磨きあうまちづくり

学校教育の充実 45-5111

グ ル ー プ

教育部

指導事務Ｇ

学校教育課

担 当 部

基本事業名

政策名



財務シート ＜一般用＞

　　

　　

　　

第６回

186 154154154

265

33 33 69 69 69 69

265174 174 265 265

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計補助

計

28 繰 出 金

25 積 立 金

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計 合計

投資及び出資金

26 寄 附 金

単独 補助

委 託 料

27 公 課 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24

19 負担金補助・交付金

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

使用料及び賃借料

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13

9 旅 費

16 原 材 料 費

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

報 償 費

修 繕 料

15 工 事 請 負 費

14

2 給 料

7 賃 金

3

光 熱 水 費

交 際 費

需 用 費 186 154

印 刷 製 本 費

消 耗 品 費

10

1 報 酬

職 員 手 当 等

4

11

共 済 費

8

771310 771412 マイ・スクール・プランニング事業
担 当 部事　務

事業名
事務事業

コード

単位：千円 単独

食 料 費

燃 料 費

154 154186186

教育部

担 当 課 学校教育課

154 154

250280 280 250 250250

334 334 300 300 300 300

1,038 1,0381,038 1,0381,007 1,007

国

県

1,007

1,038

1,007 1,038

1,007 1,0381,007

1,038

そ の 他

当 初 予 算

補 助 基 本 額

補 正 予 算
平
成

補助率

財
源
内
訳

計

地 方 債

一 般 財 源

年
度

　　

1,400 千円予 算 合 計

第７回

　　

第３回

第４回

1,038

1,038

1,038

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

国

県

1,038

23
参加費等の事業実施のための収入説明

1,400 千円

第１回 （６月）

第２回 （９月）

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

第８回

第５回

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

対象・意図の妥当性

担 当 部
担 当 課

評価

見直す必要がある　

☐

☐

☐ 対象を見直す必要がある

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

現在事業をより効果的に活用するため事業計画を精査しながら
実施しており、事業費を削減すれば事業の成果に影響する。

事業費の削減余地

人件費（延べ業務時間）の削減余地

受益機会・費用負担の適正化余地

事業統合・連携　

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

牧園地区や国分上場4校におけるきずなふれあい集合学習やジオパーク推進モデ
ル事業が充実してきた。各学校の豊かな自然や伝統・文化，地域の人材を活用し
た事業計画立案等が学校や学年の実態に即したものになるよう指導・支援していき
たい。

事　務
事業名

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

■
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

■

類似事業との統廃合・連携の可能性

マイ・スクール・プランニング事業
学校教育課

事務事業
コード

効率性改善（コスト削減）　

［有効性④の結果］

本事業による各学校の自由な発想と創意工夫による特色ある
教育活動を支援することで，地域に開かれた学校づくりをより一
層推進することができる。

他に手段がない
（他に手段がある場合の事務事業名等）

B
 

有
効
性
評
価

☐

771310 771412

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？ 見直す必要がある　

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

公共関与の妥当性
教育課程の一環として実施しているため、市が行うことが妥当で
ある。

評価理由

教育部

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

意図を見直す必要がある

向上余地がある

対象は全児童、生徒であり適切である。
意図として生き抜く力を養うことを設定しているが、本市教育行
政の大きな目的でもあり適切である。

多様な学校外活動の機会を設けることは、外部講師を招聘する
こととなり、地域の教育力の活用に結びついている。

政策体系との整合性

成果の向上余地

結びついている　

廃止・休止の成果への影響
「生きる力」の育成を目指し，学校の特色を生かした学校づくり
や地域に開かれた学校づくりは，すべての市立小・中学校で推
進するものであり，事業が廃止された場合の影響は大きい。

有効性改善（成果向上）　

廃止　　　 　　

目的再設定　

すべての市立小・中学校を対象としており，公平・公正に実施さ
れている。

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

平成２４年度と同様、各学校の特色ある教育活動が充実するために、自校の強みを生か
した学校独自の取組実践し、それを地域社会に広報することで、児童生徒はもとより教
職員もやる気をもって取り組めるようにする。視点として地域の教育力の活用や校種間
の連携を図り，9年間を見通した学習の充実を勧めたい。また郷土の霧島の自然を教材
とした学習をより一層推進したい。

きずな・ふれあい集合学習で中学校へのスムーズな移行を図
るとともに、郷土の伝統・文化、歴史に関する学習、霧島の自
然、ジオ・パークとの関連を図った学習、学校間連携などを充
実させる。また、新しい取組を多くの学校に紹介し、各学校が
自校の特色ある教育活動を推進できるようにする。このような
取組を行うことで、児童・生徒の生き抜く力がますます醸成さ
れることが期待できる。

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

［目的妥当性①③の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

［有効性⑥の結果］

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

休止　　　 　　

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

D
公
平
性
評
価

削減余地がある

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

影響がない

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

事業計画書の精査が主な業務であり，人件費の削減余地はな
い。

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

学校だけでなく，家庭や地域と一体となった教育の推
進が求められている。

報酬が年々引き下げられていることから，学校
から評議員の報酬を上げてほしいという要望が
ある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

594

（２）事業費

（決算） （予算）
合併後から市内全域同じ条件で開始された。
保護者や地域住民等の学校運営への参画が，より一
層多様かつ充実したものとなるように「地方教育行政の
組織及び運営に関する法律」の改正により，平成１６年
度から学校評議員会の設置が可能になったことを受
け，学校評議員会の設置がはじまった。

594

地域の教育力を学校教育に活用
する

学校・家庭・地域と連携して教育活動を行っ
た学校の割合

学校関係者評価が導入され、評価の方法がより高度
なものとなっている。学校の教育目標・計画や地域と
の連携の進め方などに関する保護者や地域住民の
意見を聞くことを通じ，その理解や協力を得ながら特
色ある教育活動を積極的に展開していくことが益々
求められている。

％

22年度

91.0

（実績）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

（見込）（実績）

93.0

イ

 一般財源

93.9

23年度

単位

園児数、児童、生徒数

（誰、何を
 対象にしているのか）

人

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

イ

ウ

0

23年度

 ③ 対 　象

 ① 手　段　（事務事業の概要）

（学校評議員会の趣旨）
　校長が学校運営に当たり，学校の教育目標・計画や地域との連携の進め方などに関する保護者
や地域住民の意見を聞くことを通じ，その理解や協力を得ながら特色ある教育活動を主体的かつ
積極的に展開していくために設置している。
１　各学校による学校評議員の推薦（３人～５人）
２　教育委員会による審査及び委嘱
３　各学校での学校評議員会の開催
４　教育委員会への報告（会議資料及び会議録）
５　教育委員会による検証及び指導
（平成23度から成果指標を変更する。）

22年度
 ④ 対象指標

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標） （実績）

・霧島市立全幼・小・中学校及び高等学校で，学校評
議員会を開催する。
・保護者，地域住民等を対象にしたアンケート調査や
授業参観，学校経営説明の内容の改善・充実を図
る。
・学校評議員が学校関係者評価を継続実施する。

25年度

（実績）

平成23年度実績

単位

平成24年度計画

23年度 25年度

24年度
（実績）（実績） （見込）

ウ

（見込）
単位

22年度

55学校数

単位

（見込）

（実績）

165

11,841

24年度

（見込）

5555

霧島市学校管理規則

5084

教職員事務Ｇ

24年度

24年度

165

（実績）

16 年頃～）

4

165 165

特色ある教育活動と開かれた学校づくり

771313・771415

22年度

霧島市立幼稚園・小･中・高等学校の学校評議員会開催延べ回数

予
算
科
目 教育振興費2

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（小学校費・中学校費

単年度のみ

根拠法令・
条例等

項

教育費
事業
期間

一般会計会計

10

2・3 ）

（見込）

25年度
（見込）

（見込）

11,719

25年度

55

11,719

23年度

園児、児童、生徒

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

・全ての市立幼・小・中学校及び高等学校で学校評
議員会を開催した。
・学校経営の充実のため，保護者，地域住民等を対
象にしたアンケート調査や授業参観，学校経営説明
を実施した。
・学校評議員による学校関係者評価を実施した。

主
な
活
動

23年度

11,947

回

0

576

0

 支出合計

 その他

 補正予算額

576

0 県支出金

 地方債

594

0

予
算
額

ア

594

 国庫補助金

ア

決
算
額

 予算合計

 当初予算額

 ⑦ 結 　果

 ⑤ 意　 図

地域に見守られながら健全に育
つ

（対象を
　    　どうしたいのか）

イ

教育部

ウ

コード

款

目

イ

電 話 番 号

学校教育課

担 当 部

担 当 課

グ ル ー プ

45-5111

基本事業名

学校教育の充実

4

1

育み磨きあうまちづくり

学校評議員配置事業

事 務 事 業 評 価 表

内 線 番 号

評価対象年度  平成 23年度

771313
771415

事　務
事業名

事務事業
コード

政策名

ア

ア

施策名

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

保護者や地域の声を活かした学校経営を行
なった園及び学校の数



財務シート ＜一般用＞

576

　　

　　

第７回

第８回

594 594 594594

単独 補助

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

計

28 繰 出 金

需 用 費

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23

26 寄 附 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

576

償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25 積 立 金

576

18 備 品 購 入 費

14 使用料及び賃借料

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

15 工 事 請 負 費

4 共 済 費

12 役 務 費

9

8

11

10

7 賃 金

通 信 運 搬 費

旅 費

報 償 費

印 刷 製 本 費

修 繕 料

交 際 費

13 委 託 料

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

3

光 熱 水 費

広 告 料

職 員 手 当 等

手 数 料

事務事業
コード

事　務
事業名

学校評議員配置事業
担 当 部

771313 771415

保 険 料

1 報 酬

2 給 料

単位：千円

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

教育部

担 当 課 学校教育課

単独 補助 合計

合 併 特 例 債

576 594 594 594

594

594

第６回

576

国
補助率

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

県

576

そ の 他

594

594

財
源
内
訳

計

594一 般 財 源 594

国

県

地 方 債

辺 地 債

過 疎 債

576 594

576

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

594

594

平
成

594 千円当 初 予 算

補 助 基 本 額

補 正 予 算

第１回

　　

第３回

第４回

（９月）
23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

594 千円

（６月） 第５回



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

［有効性④の結果］

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

D
公
平
性
評
価

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

保護者，地域住民等を対象としたアンケート調査や県民週間(11月）を主とした授業
参観，学校経営説明等を実施することで、地域住民の学校への関心をより一層高
めていく必要がある。また、学校評議員会の参観日の回数を増やしたり、内容を工
夫したりする必要がある。

本事業は，その会議や学校評価によって得られたデータが市
内全ての公立小・中学校及び高校の教育活動改善のために活
用されており，各学校運営の基盤となっている。事業の成果は
本市の公立幼稚園・小・中・高等学校の教育活動に生かされて
おり，公共の利益の享受に大きく寄与している。

受益機会・費用負担の適正化余地

休止　　　 　　

他に手段がない

削減余地がある

学校への出席回数及び事務量を考慮すると最低限の予算措置
である。

☐

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

平成24年度の学校評議員会で工夫・改善した内容を集約し、各学校へ情報提供するこ
とで、学校ごとの評議員会の充実を図り、更なる開かれた学校づくりを推進する。

平成23年度の取組を継続しながら、学校評議員の参観日の
回数を増やすことで園や学校の様子をより知ってもらうと同時
に評議員会の内容を工夫することで、評議員会の充実を図る
とともに、地域住民の学校への関心を喚起し、開かれた学校
づくりを推進する。

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

 ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

広く学校関係者以外から提言をいただくための事業であり、開
かれた学校づくりにつながるので、基本事業の意図に結びつい
ている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

B
 

有
効
性
評
価

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

意図を見直す必要がある

人件費（延べ業務時間）の削減余地

廃止　　　 　　

（他に手段がある場合の事務事業名等）

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

事　務
事業名

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
市立幼稚園・小・中・高等学校の運営に関する事業であり、設
置者が行うことが妥当である。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

対象・意図の妥当性

効率性改善（コスト削減）　

担 当 部
担 当 課

影響がない

評価理由

見直す必要がある　

教育部

向上余地がある

学校教育課

学校参観日の回数を増やし，連携を強化することで，更なる成
果が期待できる。

学校に対する地域の率直な意見等を聞く場が減少し，特色ある
教育活動や地域に開かれた学校づくりに影響が出てくる。

事務事業
コード

771313 771415

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

学校評議員配置事業

☐

・対象や意図を限定又は追加すべきか？
対象を見直す必要がある

☐ 見直す必要がある　

■

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

すべての園児、児童、生徒を対象として、地域に見守られなが
ら健全に育つことを意図としており適切である。

本事業への職員の関わりは会議結果の集約や助言等のみであ
りこれ以上の削減余地はない。

事業費の削減余地

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

☐

■

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　



基本シート

＜補助金・負担金用＞ 様式２

☐

■ H

☐ ～

☐ 団体の運営支援 ■ 団体の活動支援 ☐ イベント等の補助 ☐協議会等負担金

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

補助金の対象経費山村留学里親制度実施委員会 留学に必要な経費及び実施団体の運営費（食料費を除く）

（見込）

1

（見込）

1

100

25年度

2

25年度
（見込）

2

単位
（実績） （実績）

91.0

3

団体

期間限定複数年度（

単年度のみ

4 年度～）

育み磨きあうまちづくり

22年度

1

3

25年度
（見込）

24年度23年度

1

一般会計

）

単年度繰返 （開始年度
事業
期間

小学校費2

23年度

4

1

4

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

施策名

項

771316

補助金
負担金別

根拠法令・
条例等

2

22

（実績）

2

学級

100％

学級

22年度

 ⑤ 意　 図
24年度

100

（実績）

6

（見込）
23年度

2

未把握

（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

22年度

363641人

単位

（見込）

ア 永水小の児童数 44

単位

イ 中津川小の児童数

永水小の児童数

36

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

（誰、何を
 対象にしているのか）

24年度

人 4141

（実績）

40

中津川小学校へ山村留学した児童数

 ③ 対 　象

人

人

イ

ウ

3

22年度 23年度

単位

0

1

0

（実績）

1

1

2

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

補助金・負担金の交付先

教育振興費

実行委員会をはじめ地域の協力を得て、特認通学生の募集また実行委員会主催の短期留学（１泊２日ふるさと体験留学）等を実施している。実行委員
会の運営状況としては、家族留学の住宅確保と里親留学の受け入れ家庭確保が課題である。
補助金を活用した主な取組みとして、地域の協力の下、田植え等の体験学習、歩こう会等の取組みを行っている。
中津川小学校については、平成２２、２３年度は山村留学生がいないため、補助金の支給実績はなし。

コード

ア 補助金交付団体数

 補正予算額
予
算
額

（２）事業費

永水小学校へ山村留学した児童数

①
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

 ⑦ 結 　果

永水小の単式学級の数

イ

23年度

 県支出金

 予算合計

決
算
額

 国庫補助金

 一般財源

 地方債

 支出合計

中津川小の単式学級の数

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑧ 上位成果指標

24年度

学校・家庭・地域が連携して教育活動を行っ
た学校の割合

（どんな結果に
     結び付けるのか）

地域の教育力を学校教育に活用
する

複式学級が解消されるウ

ア

イ

10

積極性が身に付いたと感じる児童の割合ア

中津川小の児童

豊かな自然等に触れ合い、積極
性を身に付ける

複式学級が解消される

評価対象年度  平成 23年度

会計

 その他

960 当初予算額 1,070

-560 

政策名

事務事業
コード

グ ル ー プ

学校教育の充実

事 務 事 業 評 価 表

基本事業名

771316

款 教育費

事　務
事業名

予
算
科
目 目

45-5111

教育部

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

山村留学支援事業

特色ある教育活動と開かれた学校づくり

霧島市山村留学事業補助金交付要綱

 ① 手　段　（事務事業の概要）

（実績）

％

5085内 線 番 号

学事Ｇ

担 当 課

（見込）

②
事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

④

93.9

（見込）

単位：千円

③
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

（実績）
25年度

24年度

特認校，山村留学と関連して，極小規模校のあり方
が話題になっている。

93.0

（予算）

この事務事業に対する議会から出された
意見

希望者が減少してきているが、各小学校区ごとの実
行委員会をはじめ地域の協力を得て、事業を行って
いる。

実行委員会をはじめ地域の協力を得て、特認
通学生の募集また実行委員会主催の短期留
学（１泊２日ふるさと体験留学）等を実施してい
る。実行委員会の運営状況としては、家族留学
の住宅確保と里親留学の受け入れ家庭確保が
課題である。

中津川小学校区・永水小学校区の少子化対策
として、先進地への研修を実施しながら事業導
入した。

960510

（決算）

510

510



交付シート　＜補助金・負担金用＞

■運営支援・活動支援・イベントの補助等の状況

■負担金の状況

＜補正予算内訳＞

補助金負担金合計 960

自主財源

合計

自主財源率

全国

単位：千円

九州 その他

負担金の支払先

単位：千円

県

4 負担金額

5 負担金額

3 負担金額

負担金額

平成25年度

自主財源合計

自主財源率

団  体 名・ 協 議 会 名
平成23年度 平成24年度

（決算）

負担金額

対象
地区

全市

対象
地区

全市

960

■平成23年度予算の状況

当初予算 1,070

計

（予定）（計画）

1

2

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

補助金負担金合計

自主財源率

隼人 福山 合計

補助金

対象
地区

全市

対象
地区

全市

自主財源

合計
9

補助金

国分 溝辺 横川

自主財源率

霧島 隼人 福山

自主財源

補助金

合計合計

補助金

牧園

自主財源率 自主財源率自主財源率

自主財源 自主財源

合計

補助金 補助金

4

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川

補助金 補助金

自主財源 自主財源

合計

自主財源率 自主財源率 自主財源率

補助金

自主財源

福山

3

○

霧島 隼人 福山 合計国分 溝辺 横川 牧園

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
771316 山村留学支援事業

霧島

自主財源 自主財源

補助金 補助金補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 合計

1

2

中津川小山村留学里親制度実施委員会

隼人対象
地区

全市

霧島

○

福山隼人国分 溝辺 横川 牧園 合計

　（予定）

960

960

1,920

補助金 960

自主財源 960

自主財源率

合計

平成24年度

　（予定）

平成23年度

（決算）

1,119

補助金

自主財源

自主財源

平成25年度

合計

合計

合計 1,920

50%

合計

自主財源 自主財源

補正予算 　　 第５回 　　(560) 第２回

第１回 第４回 　　

補助金

合計

自主財源

合計

（３月）

第７回 　　

第８回

自主財源合計 609

自主財源率 54%

510補助金負担金合計

合　　　計 第６回 　　510 第３回

-560

960 自主財源合計 960

自主財源率 50% 自主財源率 50%

 

永水小山村留学里親制度実施委員会

団  体 名・ 協 議 会 名

510

609

補助金

自主財源

隼人 福山霧島

自主財源率

自主財源率54% 自主財源率 50%

合計

補助金

自主財源率

補助金

合計 合計

自主財源 自主財源
5

補助金

国分 溝辺 横川 牧園

自主財源率 自主財源率 自主財源率

合計

6

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 福山

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

自主財源率

隼人

補助金

自主財源率 自主財源率

7

補助金

自主財源率

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 隼人

補助金

福山 合計 合計

自主財源率 自主財源率

補助金

合計

自主財源自主財源自主財源

自主財源率

横川 牧園 霧島 隼人溝辺 合計合計福山

自主財源率

合計

合計

8

補助金

牧園 霧島

全市対象
地区

自主財源率

国分

単位：千円



評価シート ＜補助金・負担金用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

地域の教育力を学校教育に活用する取り組みであり、中津川
小学校と永水小学校で山村留学児童を引き受け地域の実行委
員会が中心となり学校や地域の活性化につなげている。

［公平性⑨の結果］

☐ 影響がない

・なぜ市が補助又は負担しなければならない
のか？ ☐ 見直す必要がある　

地域活性化のため地域が自主的に取組を開始した事業である
が、周辺地域の過疎化は行政課題の一つとなっており、市が支
援を行うことが妥当である。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

山村留学支援事業

評価理由

対象を見直す必要がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

政策体系との整合性

評価

公共関与の妥当性

対象は山村留学生と受け入れ側双方としており適切であり、ま
た意図も双方の目指す方向性を簡潔にまとめておリ適切であ
る。

事　務
事業名

過疎地域の少子化対策、定住化及び小規模校の活性化に対
しての影響が大きい。

対象・意図の妥当性

事務事業
コード

771316

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・交付先に働きかけて、市の負担を削減する
ことができないか？

B
 

有
効
性
評
価

D
公
平
性
評
価

■

廃止　　　 　　

向上余地がある

［有効性④の結果］

休止　　　 　　

結びついている　

☐ 見直す必要がある　

・他に同様の補助金又は負担金はないか？
・統廃合や連携することができないか？

・補助金又は負担金の交付を廃止又は休止
した場合にどのような影響があるか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

☐

他に手段がない

■

　平成２３年度は、当初希望者がいない状況であったが、本事業の広報活動を活発
に行ったことにより年度途中での希望者が１名あった。現在の制度を活かしつつ、
定住化を促進し、過疎、少子化対策につながる事業として、一層の検討を図る必要
がある。

山村留学の制度を利用するに当たり、保護者から負担金を徴
収し公平性を保っている。

受益機会・費用負担の適正化余地

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

☐

総
　
　
括

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

・補助金又は負担金が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

削減余地がある

交付先も自主財源をもっていないため、現在の補助基準を下げ
ることはできない。

補助金交付事務のみであるため、削減余地はない。

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

意図を見直す必要がある

市外からの児童の場合は本市定住を促し、地区の児童増を図
り、併せて学校・地域の活性化に繋げる。また、市内の児童が
市内に住みながら里親の校区と交流する環境を作る等、さらに
地域と結びつけるような事業へと転換する工夫により事業効果
は向上する。

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［有効性⑤の結果］事業統合・連携　

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

効率性改善（コスト削減）　

本制度に関心を持ってもらえるよう広報活動を一層充実させることで、利用者の増が期
待される。
また、市内居住児童の受け入れや特認校制度との連携により、更に特色ある事業への
展開が期待される。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容
　平成２４年度も引き続き広報活動に力を入れていく。
　今年度は、３名の希望者があり学校・地域の活性化につな
がることが期待される。

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

制度を実施する学校のうち児童生徒の受入
れができた小.中学校の数

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

特認通学事務

予
算
額

ア

事 務 事 業 評 価 表
教育部

学校教育課

補正及び流用

（２）事業費

支 出 合 計

政策名

事務事業
コード

10

項

そ の 他

地 方 債

一 般 財 源

小規模校の特性を活かした教育を希望する
保護者・児童生徒がその教育を受けられる。

県 支 出 金

評価対象年度  平成 23年度

771326
771426

事　務
事業名

イ

当 初 予 算 額

0

0

753

753

0

0

746

784

784

25年度

7

753

決
算
額

予 算 合 計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

根拠法令・
条例等

（誰、何を
 対象にしているのか）

国 庫 補 助 金

単位：千円

施策名

基本事業名

2・3

校

校

単位

97 97

10

22年度

（実績）
25年度23年度 24年度

（実績） （見込）

 ④ 対象指標

22年度

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

 ③ 対 　象

ア
小規模校特別認可制度を利用し
た児童生徒

特認校数

（対象を
　    　どうしたいのか）

4

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

特色ある教育活動と開かれた学校づくり

事業
期間

一般会計

教育費

教育振興費

7

（実績）

7

771326・771426

単位

人

霧島市小学校及び中学校の通学区域に関する規則

数

24年度

22年度

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 45-5111

5085

学事Ｇ

関連計画

24年度

　豊富な自然環境に恵まれた小規模校の特性を生かし、心身の健康増進・体力づくりとともに、自
然に触れ合う中で学ぶ楽しさと、豊かな人間性を培いたいと希望する保護者・児童生徒に、一定の
条件のもとで特別に入学（転学）を認める。

　小学校６校に８１人、中学校１校に１４人、計
７校に９５人の就学を認可した。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

単位
（実績）

9

平成24年度計画

予
算
科
目

小学校費・中学校費 ）

年度～）

目

会計

23年度

（見込）

（見込）

（見込）

25年度
（見込）

97 97

9

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

％

単位

イ

ウ

イ

91.0 93.9

23年度
（見込）

24年度
（実績）

22年度
（見込）（実績）

イ

ウ

児童生徒を受け入れた小中学校の数

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）
（実績）
23年度 25年度

主
な
活
動

ア 9591入学を許可した児童生徒の数

平成23年度実績

（見込）

　小学校８校に７９人、中学校１校に１８人、計
７校に９７人の就学を認可した。

10

（実績）

1010

93.0

（決算） （予算）

地域の教育力を学校教育に活用
する

学校・家庭・地域が連携して教育活動を行っ
た学校の割合

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

旧国分市、旧隼人町において、小規模校の児
童数確保対策の一環として、平成１２年度から
開始された。

・通学区域の弾力的運用で、校区外通学が認められ
る要件が増えている。
・霧島市においても選択区域の設定や学年途中の区
域外通学の期間を学期の区切りから学年・卒業まで
などに変更。

特認校，山村留学と関連して，極小規模校のあり方
が話題になっている。

・指定校以外に9つの小学校1つの中学校を選
べることは、特に大規模校に通う児童生徒やそ
の保護者にとって小規模校を選べる選択肢が
増えたことになるので、制度を評価する意見が
多いようである。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

　　

年
度

　　

第２回

753 千円

第１回

　　

第３回

第４回

23

予 算 合 計

県

過 疎 債

合 併 特 例 債

一 般 財 源

国
補助率

そ の 他

平
成

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 及 び 流 用

746 千円

流　用

7

第５回

地 方 債

　　

（２月）

第６回

第７回

辺 地 債

国

県

784784 784

784 784 784

753

財
源
内
訳

計 753 784753

753 784

753 753 784 784784 784

784784753 753 784 784

平成23年度　（決算）

単独 補助

7

職 員 手 当 等

共 済 費

報 酬

給 料

11 需 用 費

3

4

旅 費

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課

1

2

単位：千円

771326
771426 特認通学事務
事務事業

コード
事　務
事業名

食 料 費

消 耗 品 費

賃 金

8 報 償 費

10 交 際 費

9

手 数 料

燃 料 費

修 繕 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

14 使用料及び賃借料

保 険 料

13 委 託 料

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

19 負担金補助・交付金

15 工 事 請 負 費

20 扶 助 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

23 償還金利子・割引料

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

22 補償補填及び賠償金

21 貸 付 金

18 備 品 購 入 費

合計単独 補助

25 積 立 金

24 投資及び出資金

補助合計 単独

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

7

参加費等の事業実施のための収入説明

千円

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

☐ 対象を見直す必要がある

現状維持・継続

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

　特認通学制度を利用している児童生徒の保護者に対して、通学費の一部を補助
することにより、経済的負担の軽減を図ることができた。また、制度も定着してきてき
ており、平成２４年度に向けては、９校９７人の就学を許可することができた。

H18・19年度は通学費を全額補助したが、H20年度より補助金
の見直しを行い3分の1は受益者負担とした。

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

■

受益機会・費用負担の適正化余地

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

H18年度から通学費を全額補助していたが、H20年度より特認
通学補助として3分の2に見直した。

　年間約100人の認可を2月・3月に1人の職員が行っている。他
の事務と兼務の中で行っておりこれ以上の削減はできない。個
人情報を取扱うため職員以外や委託はできない。

成果の向上余地

D
公
平
性
評
価

■

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？ ☐ 見直す必要がある　

☐

事業費の削減余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

　特認校制度を開始する学校を増やすことで、成果を向上させ
ることができる。

　特に大規模校の校区に居住する児童等にとっては小規模校
（特認校）を選べる選択肢がなくなることになる。また、特認校に
とっては特色を活かした教育の展開が図れなくなるばかりか学
校存続が不可能になり、地域の衰退を早めることになる。

☐ 見直す必要がある　

結びついている　

評価

　「特色ある教育活動と開かれた学校づくり」に位置づけ学校・
地域の特色を活かしてそれぞれの活性化を図る事業である。

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

削減余地がある

影響がない

他に手段がない

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事　務
事業名

事務事業
コード

771326
771426

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

特認通学事務

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容
　学校の活性化はこの制度によって効果が上がっている。地域活性化のため関係課と
連携を図っていく。

　・H24年度は、９７人の児童生徒が、昨年度より２校多い９校
に通学している。各学校の活性化が期待される。
　特認生の募集や周知・広報を行うために、関係学校長会を
実施する。

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

効率性改善（コスト削減）　

公平性改善　

（他に手段がある場合の事務事業名等）

公共関与の妥当性
・小中学校の就学の認可に関する事業である。
・予算を伴うものは、通学に要する経費の3分の2を補助するた
めの予算でらる。

　事業の周知も図られてきており、児童生徒数も増えており現状
を維持したい。



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

特色ある教育活動と開かれた学校づくり

電 話 番 号 45-5111

指導事務Ｇ

事 務 事 業 評 価 表

育み磨きあうまちづくり

イ

ウ

ア

イ

霧島の自然や植生，火山の成り
立ちや歴史・神話を説明できる。

（対象を
　    　どうしたいのか）

 ⑤ 意　 図

ウ

グ ル ー プ

単位
（実績）

日本ジオパークに認定された霧島山に対する誇りと感謝の心を育ませるために，市立小・中学校及
び国分中央高校の50校にジオパークコーナーを設置し，各学校の特色に応じたジオパーク学習を
推進する。また，霧島山登山活動での霧島ジオガイドの積極的な活用及び中学生を対象に，夏季
休業中を利用して霧島ジオガイドの体験活動を実施する。また，火山の正しい知識を身に付けさせ
ることにより，防災教育の充実を図る。

内 線 番 号

施策名 学校教育の充実

基本事業名

款

1

25年度

11,570

小学校費・中学校費 ）

根拠法令・
条例等

5050

担 当 課

教育部

学校教育課

担 当 部
霧島ジオパーク・イン・スクール推進事業

-65 

（決算）

0

 当初予算額

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑦ 結 　果

ア

4

学校・家庭・地域と連携して教育活動を行っ
た学校の割合

ウ

単位：千円

予
算
額

1,216

1,216

2,008

 補正予算額

評価対象年度  平成 23年度

771370
771470

事　務
事業名

政策名

事務事業
コード

4

期間限定複数年度（

0

地域の教育力を学校教育に活用
する。

2,073

（２）事業費

イ

23年度

一般会計

教育費

2・3

25年度

単年度のみ

単年度繰返 （開始年度 23

5083

年度～）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

 ① 手　段　（事務事業の概要）

市内全小中学校及び国分中央高校にジオ
パークコーナーを設け，霧島ジオパークの学
習に取り組んだ。

（見込）
22年度

22年度
（見込）（実績）
24年度

（実績）

22年度

50

（実績）

ジオパークについての説明や発表機会を設
けた学校

49

項

コード

2

23年度

教育振興費

771370・771470

校

ア 市内小・中学生の数 11,654人

 ③ 対 　象 単位

22年度

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

人

イ

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

単位

ア

（誰、何を
 対象にしているのか）

 ④ 対象指標

市内小・中学生

国分中央高校生 国分中央高校生

校

23年度
単位

会計

目

ジオパークコーナーの設置校数

主
な
活
動

事業
期間

関連計画

24年度

予
算
科
目

10

870

（見込）
24年度

（実績）
23年度 25年度
（実績） （見込）

（見込）

（見込）

50

23年度

28

（実績）

846

24年度
（見込）

ジオガイド体験学習やジオパークコーナーの
充実を図る。

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

93.9 93.0

11,570

830

（見込）
25年度

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 国庫補助金

（予算）

この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

％

24年度 事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

①

新燃岳の噴火により、防災教育の充実が注目され，
その必要性が高まってきた。

平成22年度霧島山が日本ジオパークに認定さ
れたことにより、小・中学生が地元の霧島山の
なりたちや火山活動を学習及び登山や散策と
いった体験活動行うことで、霧島山の理解を深
めるとともに、防災意識の向上をめざす。

決
算
額

 予算合計

1,764

 地方債

 県支出金

市立全学校でのジオパーク学習の状況や防災教育
の推進が求められている。

③

学校の教育活動に遠足や宿泊学習などの体
験学習でジオガイドなどの外部の人材活用が
求められている。また、児童生徒がジオガイド
ができるような養成システムを構築することが必
要である。

 その他 0

0

④

 一般財源

この事務事業に対する議会から出された
意見

1,764

 支出合計



基本シート

参加費等の事業実施のための収入説明

▲ 65

　　

（２月）

　　

第７回

第１回

（９月）

（６月）

第２回

　　

2,073 千円

-65 千円

流用（2月）▲65千円第８回

第６回

2,008 千円

年
度

予 算 合 計

第４回

当 初 予 算

23

第３回

補 正 予 算
平
成

　　

財
源
内
訳

計 1,764 1,216

国

県

地 方 債

補助率

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

1,764 1,216

1,2161,216

1,2161,216

1,216

1,216一 般 財 源

そ の 他

過 疎 債

合 併 特 例 債

辺 地 債

国

県

1,764

補 助 基 本 額

　　第５回

1,764

1,764 1,764 1,216 1,216 1,2161,216

240 240123123 240 240

補助

教育部

担 当 課 学校教育課

合計単独 補助

平成25年度　（見込）

単独

事　務
事業名

771370
771470

1 報 酬

霧島ジオパーク・イン・スクール推進事業

単位：千円

旅 費

2 給 料

担 当 部事務事業
コード

平成24年度　（当初予算）

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

消 耗 品 費

1,505

136

1,505

平成23年度　（決算）

合計

136

530

補助

7 賃 金

交 際 費

食 料 費

燃 料 費

9

11 需 用 費

8

10

修 繕 料

15 工 事 請 負 費

使用料及び賃借料

広 告 料

14

保 険 料

13 委 託 料

23

貸 付 金

通 信 運 搬 費

手 数 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

報 償 費

12

25 積 立 金

21

26 寄 附 金

償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

22 補償補填及び賠償金

計

27 公 課 費

繰 出 金

17 公有財産購入費

18

20 扶 助 費

備 品 購 入 費

負担金補助・交付金

16 原 材 料 費

28

19

役 務 費

合計単独

446 446 446 446

5305305301,505

530

530

5301,505 530



基本シート

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

有効性改善（成果向上）　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［有効性④の結果］

効率性改善（コスト削減）　

D
公
平
性
評
価

削減余地がある

受益機会・費用負担の適正化余地

事業統合・連携　

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由（１）評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性⑥の結果］

C
 

効
率
性
評
価

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
教育活動の一環であると同時に、世界ジオパークをめざすうえ
で、妥当である。

対象は市内の全小・中学生及び国分中央高校生であり、適切
である。

児童生徒に霧島山に対する誇りと感謝の心を育ませ、火山の
正しい知識を身に付けさせ、防災教育の充実を図ることができ
る。

事業費の削減余地

人件費（延べ業務時間）の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

対象・意図の妥当性

［公平性⑨の結果］

廃止・休止の成果への影響

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

☐

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

事　務
事業名

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

霧島ジオパーク・イン・スクール推進事業
事務事業

コード

すべての市立学校でジオパークコーナーを設置しているので，
公平・公正である。

教育委員会としての業務は各学校への指導、助言が主なもの
である。

他に手段がない

■ 向上余地がある

平成23年度に開始した事業であり、世界ジオパーク認定に向け
ても、事業費の削減余地はない。

対象を見直す必要がある

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

評価理由

☐ 影響がない

より多くの学校でジオパーク学習が実施ができ、防災教育の取
組がなされるよう指導する必要がある。

結びついている　

評価

学校の登山活動の際には，ジオガイドをつけて，貴重な財産である自然の美しさ，すば
らしさとともに，火山の怖さも教示していく。また、防災についても専門家による詳しい説
明をしていただく体験学習を推進していく。

全市立学校でジオパークコーナーの充実を図り、理科や社
会を中心とした学習において霧島山についての理解が深ま
るようにする。また、火山を学び、正しく知ることで防災教育の
充実も図る。
さらに、５月に開かれるユネスコ国際会議で、霧島市内の中
学生がジオガイドについての体験発表を予定している。

771370
771470

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

政策体系との整合性

霧島山に対する誇りと感謝の心を育ませることは、これからの社
会を生き抜くために必要な力である。また、防災意識の育成に
大きな影響がある。

成果の向上余地

☐

意図を見直す必要がある

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

■
（他に手段がある場合の事務事業名等）

B
 

有
効
性
評
価

　市立の小・中・高等学校にジオパークコーナーを設置した。また、遠足を利用して
のジオパークめぐりについて、実施した学校は半分程度であった。これから、防災を
意識した教育活動の計画・実施が必要である。



基本シート

 ４．　２ 次 評 価

① 記述水準　（１次評価の記述内容を読んだ段階で選択） ② 評価の客観性水準 （２次評価を行った後に総合的に判断して選択）

☐ 記述不足で分かりにくい ☐ 客観性を欠いており評価が偏っている

☐ 一部記述不足のところがある （事務事業の問題点、課題が認識されていない）

■ 十分に記述されている ☐ 一部に客観性を欠いたところがある

■ 客観的な評価となっている

■ 結びついている　 ■ 結びついている　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 妥当である  　 ■ 妥当である  　

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

■ 適切である  　 ■ 適切である  　

☐ 対象を見直す必要がある ☐ 対象を見直す必要がある

☐ 意図を見直す必要がある ☐ 意図を見直す必要がある

☐ 向上余地はない  　 ☐ 向上余地はない  　

（十分に成果が出ている） （十分に成果が出ている）

■ 向上余地がある ■ 向上余地がある

■ 影響がある  　 ■ 影響がある  　

☐ 影響がない ☐ 影響がない

■ 他に手段がない ■ 他に手段がない

☐ 他に手段がある ☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない ☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる ☐ 統合できる ☐ 連携できる

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 削減余地がない ■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある ☐ 削減余地がある

■ 公平・公正である ■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　 ☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ ■ 見直す必要がある ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ ☐ 見直す必要がある ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

⇒ ☐ ☐ 廃止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 休止　　　 　　

⇒ ☐ ☐ 目的再設定　

⇒ ☐ ☐ 事業統合・連携　

⇒ ■ ■ 有効性改善（成果向上）　

⇒ ☐ ☐ 効率性改善（コスト削減）　

⇒ ☐ ☐ 公平性改善　

☐ ☐ 現状維持・継続

⑨

⑧

⑤

D 公平性

総
括

受益機会・費用負担の
　　　　　　　　　適正化余地

C
効
率
性

⑦

⑥
類似事業との
    統廃合・連携の可能性

B
 

有
効
性

事業費の削減余地

廃止・休止の成果への影響

④ 成果の向上余地

霧島ジオパーク・イン・スクール推進事業
事　務
事業名

教育部
学校教育課

（１） １次評価結果の客観性と出来具合

担 当 部
担 当 課

（５）具体的な改善計画　　　　　　＊（４）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（３） ２次評価結果の理由　　※上記総括で「見直す必要がある」と評価した項目について理由を記載する。

　① １次評価結果にもとづく平成25年度に取り組むべき具体的な内容

２ 次 評 価

事業統合・連携　

大田小、霧島中で行われる、文科省指定の実践的防災教
育総合支援事業との連携を図る必要がある。

適切

適切

学校の登山活動の際には，ジオガイドをつけて，貴重な財産である自然の美しさ，すばらし
さとともに，火山の怖さも教示していく。また、防災についても専門家による詳しい説明をし
ていただく体験学習を推進していく。

 ② ２次評価を踏まえ、①に追記すべき取組み内容

［公平性⑨の結果］

［有効性④の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

事務事業
コード

771370
771470

有効性改善（成果向上）　

A 目的妥当性

人件費（延べ業務時間）の
                　　 削減余地

C 効率性

１ 次 評 価

［目的妥当性①③の結果］

D
公平性

現状維持・継続

適切

効率性改善（コスト削減）　［効率性⑦⑧の結果］

適切

B 有効性

目的再設定　

休止　　　 　　

公平性改善　

教科や総合的な学習の時間で、ジオパークを学習する学校数を増やすことにより、成果向上の余地がある。

（２） ２次評価

A
 

目
的
妥
当
性

１次評価

② 公共関与の妥当性

③

①

対象・意図の妥当性

［有効性⑤の結果］

（４） 評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］ 廃止　　　 　　

２次評価

政策体系との整合性



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

この補助金に対する保護者からの苦情

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

遠距離通学支援事業

事 務 事 業 評 価 表
教育部

学校教育課

担 当 部

支 出 合 計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

予
算
額

ア
保護者の経済的負担を軽減して
通学することができる

県 支 出 金

評価対象年度  平成 23年度

771312
771414

事　務
事業名

0

そ の 他

イ

当 初 予 算 額

補正及び流用 ▲ 156

12,003

0

0

11,372

11,372一 般 財 源

国 庫 補 助 金

22年度
単位

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

12,159

地 方 債

（２）事業費

施策名

基本事業名

決
算
額

予 算 合 計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

0

11,916

11,916

88人

（対象を
　    　どうしたいのか）

（予算）

遠距離通学支援制度（スクールバス、定期代
補助等）を利用している児童・生徒数

 ⑧ 上位成果指標

23年度

159

（実績）
単位

（実績）

一般会計

教育費

155

片道の通学距離が小学校４キロ、中学校６キロ以上で、霧島市立の小中学校へ通う児童生徒の保
護者に対し通学に係る費用を補助する。（校区外就学の認可を受けている場合は原則補助対象
外。ただし、特定の事情による校区外就学の場合（地理的理由・身体的理由等）は除く。）
【補助の内容】
①バス・ＪＲ等の公共交通機関を利用し通学する児童生徒
　各学期の期間において、最も経済的な方法で購入できる定期相当額を補助額とする。
②その他の通学方法の児童生徒
　通学距離に応じた補助額とする。
（平成23年度に成果指標を見直す）

0

（誰、何を
 対象にしているのか）

関連計画

（実績）
23年度

（見込）
24年度

主
な
活
動

教育環境の整備

単位

補助金を交付した児童数

予
算
科
目 目

会計

根拠法令・
条例等

5

単年度繰返 （開始年度

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 45-5111

5086

学事Ｇ

）

年度～）
事業
期間

40

期間限定複数年度（

校区の小学校まで片道4km以上
の通学距離を有する児童

同左　児童数

84

（見込）

小学校費・中学校費

教育振興費

161

771312・771414
霧島市遠距離児童生徒通学費補助金に関する取扱要領

（実績） （見込）
23年度

90

159 157人

 ① 手　段　（事務事業の概要）

人

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

教育を受ける機会が確保される

0

22年度

91 84

25年度
（見込）

90

252

23年度 25年度

24年度
（実績） （見込）

0

 ③ 対 　象

155
校区の中学校まで片道6km以上
の通学距離を有する生徒

22年度

ア

単位

241

イ

ウ

補助金を交付した生徒数

（見込）
24年度

イ

ウ

件

ア 91

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

22年度

遠距離通学見込児童生徒243人の保護者に
対し、12,159千円の通学費補助を行う。

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

88

0

遠距離通学対象児童生徒252人の保護者に
対し､11,422千円の通学費補助を行った。

24年度 25年度

157

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

同左　生徒数

（見込）

25年度

人 161

350

（決算）
学校の統廃合により通学距離が長距離となっ
た場合の、遠距離通学補助事業（国庫補助事
業）にならって開始された事業。

（見込）

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

人

（実績） （実績）

牧園中学校の１09名が全体の４割を占める。また、特
認通学児童生徒にも補助をしているが平成２０年度
から通常の遠距離通学者に比べ補助額を３分の２と
することで本来の補助のあり方を明確化するものであ
る。

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

　　

年
度

　　

第２回

12,003 千円

第１回

　　

第３回

第４回

23

予 算 合 計

県

過 疎 債

合 併 特 例 債

一 般 財 源

国
補助率

そ の 他

平
成

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 及 び 流 用

12,159 千円

流　用

▲ 156

第５回

地 方 債

　　

（２月）

第６回

第７回

辺 地 債

国

県

11,91611,916 11,916

11,916 11,916 11,916

11,372

財
源
内
訳

計 11,372 11,91611,372

11,372 11,916

11,372 11,372 11,916 11,91611,916 11,916

11,91611,91611,372 11,372 11,916 11,916

平成23年度　（決算）

単独 補助

7

職 員 手 当 等

共 済 費

報 酬

給 料

11 需 用 費

3

4

旅 費

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課

1

2

単位：千円

771312
771414 遠距離通学支援事業
事務事業

コード
事　務
事業名

食 料 費

消 耗 品 費

賃 金

8 報 償 費

10 交 際 費

9

手 数 料

燃 料 費

修 繕 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

14 使用料及び賃借料

保 険 料

13 委 託 料

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

19 負担金補助・交付金

15 工 事 請 負 費

20 扶 助 費

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

23 償還金利子・割引料

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

22 補償補填及び賠償金

21 貸 付 金

18 備 品 購 入 費

合計単独 補助

25 積 立 金

24 投資及び出資金

補助合計 単独

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

　　流用（2月）▲156千円
▲ 156

参加費等の事業実施のための収入説明

千円

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■

☐ 対象を見直す必要がある

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

通学距離小学校4km、中学校6km以上の児童生徒の保護者に補助を行うことによ
り、通学に伴う経済的負担の軽減を図ることができた。平成23年度は、小学校13校
91人、中学校10校161人に補助を行った。引き続き補助を続けていくべきと考える。

通学距離により、対象者を限定することは補助交付を行なう上
で妥当である。

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

■

受益機会・費用負担の適正化余地

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

平成２０年度から補助の統一化を図り、対象者及び補助額の見
直しを行なっているため

正職員が１人担当制で補助交付事務を行なっており、霧島市
補助交付要綱どおりに執行しているため、業務時間削減の余
地はない。また補助交付事務は正職員以外が行なうのは難し
いと考える。

成果の向上余地

D
公
平
性
評
価

☐

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？ ☐ 見直す必要がある　

☐

事業費の削減余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

遠距離通学の児童・生徒に対する経済的補助であり、現状とし
ては十分に成果が出ている。

事業を廃止することにより、保護者の負担が増加するため

☐ 見直す必要がある　

結びついている　

評価

遠距離通学である児童生徒に対し補助を行うことで保護者負担
の軽減が図られているため

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

削減余地がある

影響がない

他に手段がない

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事　務
事業名

事務事業
コード

771312
771414

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

遠距離通学支援事業

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

効率性改善（コスト削減）　

公平性改善　

（他に手段がある場合の事務事業名等）

公共関与の妥当性 遠距離通学である児童生徒に対し補助を行うことで保護者負担
の軽減が図られているため
また学校統廃合により、やむを得なく遠距離通学となる場合もあ
るため市の役割として妥当である。

平成２０年度から補助の統一化を図り、合併時の経過措置を廃
止し、対象者を限定することとしたため



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

児童生徒一人当たりの配当額

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

学校教育課

担 当 部

学事Ｇ

小・中学校教育振興事務

事 務 事 業 評 価 表評価対象年度  平成 23年度

771320
771423

教育部

 ⑦ 結 　果

イ

事　務
事業名

事務事業
コード

政策名

必要な教材が整う

15,498

78,175

ア

61,415

61,415

コード

予
算
額

ア

62,677

決
算
額

 予算合計

 県支出金

 地方債

 補正予算額

0

 支出合計

 その他

77,671

77,487

0

款

目

イ

 当初予算額

予
算
科
目

項

ア

ウ

 ③ 対 　象

施策名

基本事業名

児童生徒

ア

会計

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

教育環境の整備

小学校予算配当額

一般会計

教育費

5,117

11,57011,752

30
事業
期間

5,3085,335 5,308

年代～）

主
な
活
動

23,682

23年度

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

小学校３５校、中学校１3校に対し学校予算配
当。
中学校にデジタル教科書を購入

教育振興費

千円

10

2・３ ）

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（小学校費・中学校費

平成24年度計画

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

771320・771423

22年度

39,245 39,245

（誰、何を
 対象にしているのか）

89,604

22,170

単位

地方教育行政法第２４条
地方自治法第１８０条の２

小学校３５校、中学校１３校に対し学校予算を
配当する事務

 ① 手　段　（事務事業の概要）

小学校３５校、中学校１３校に対し学校予算の配当する事務
学校に配当される予算の主なものは、消耗品費・印刷製本費・備品購入費。
（平成23年度から成果指標を変更）

（実績）

根拠法令・
条例等

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

5 内 線 番 号

学校教育の充実 45-5111

5086

24年度

24年度

38,005 22,170

39,666

（見込）
23年度 25年度

（見込）（実績）

25年度
（見込）

22年度 23年度 24年度
（実績） （見込）（実績）

円

単位

（見込）

11,57011,654

（実績） （見込）

（実績）
25年度23年度
（見込）

24年度22年度

人児童生徒数

千円

25年度

（見込）

92.0 92.0

22年度

％

（実績）

平成23年度実績

（実績）
単位

イ

 一般財源

 国庫補助金

（２）事業費

（決算） （予算）

184

0

イ

ウ

中学校予算配当額

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか）

93.0
適切な教育環境で教育が受けら
れる

教材備品等の充足率

単位

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

昭和22年学校教育法の公布により、学校の設
置者が、学校の経費を負担するとされた。

新学習指導要領の実施に伴い、小学校に掛図、デジ
タル教科書の整備、中学校にデジタル教科書の整備
を行い教育環境の整備が図られてきている。

特になし。児童生徒の保護者から、地域や学校の規模に
関わらず均衡の取れた教育環境の維持の要
望。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③



財務シート ＜一般用＞

78,175 千円

15,248

第１回

　　

第３回

第４回

　　
23

予 算 合 計

年
度

　　

第２回

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

　　 第５回

第６回 （９月）

7

61,415

61,415

61,415

平
成

62,677 千円

15,498 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

61,415

77,487

184

国

県

地 方 債

184

61,41561,415 61,415

61,415

財
源
内
訳

計 77,671

国

県

77,487

そ の 他

一 般 財 源

参加費等の事業実施のための収入説明

補助率

77,671

第７回

第８回

辺 地 債

61,415

過 疎 債

合 併 特 例 債

61,415 61,415

14,08929,665 29,665 14,089 14,089 14,089

9 9

9 9

5,016 5,0164,970 4,970 5,016 5,016

42,955 42,955 42,310 42,310

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課

42,310 42,310

光 熱 水 費

旅 費

7

771320 771423 小・中学校教育振興事務

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

賃 金

事務事業
コード

事　務
事業名

単位：千円

10 交 際 費

9

平成23年度　（決算）

単独 補助

広 告 料

手 数 料

保 険 料

13 委 託 料

修 繕 料

1 報 酬

2 給 料

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

11 需 用 費

8 報 償 費

18 備 品 購 入 費

14 使用料及び賃借料

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

15 工 事 請 負 費

印 刷 製 本 費

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

28 繰 出 金

計

積 立 金

26 寄 附 金

単独 補助合計 合計 単独 補助

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

50 50

47,326

22 22

47,326 47,326

（12月）

　　

243

47,925 47,326

77,671 61,415

47,925

77,671

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

☐ 見直す必要がある　

■ 他に手段がない

☐

☐

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

影響がない

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

廃止・休止した場合は、教育振興活動を円滑に実施することが
できなくなる。

成果の向上余地

B
 

有
効
性
評
価

☐

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

予算の執行については、本庁集約を進めており、効率化を図っ
た。

事業費の削減余地

☐

D
公
平
性
評
価

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

各学校へは均等割、学級数割及び児童生徒数割により予算を
配当している。

受益機会・費用負担の適正化余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

各学校へ限られた予算をいかに有効活用するか、コスト意識をもった予算執行を呼
びかけることができた。また、中学校にデジタル教科書を整備することにより教育環
境の向上に努めた。

削減余地がある

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

見直す必要がある　

霧島市立小中学校において均衡の取れた教育環境を確保す
るため、学校の自主性を確保しつつ、教育振興活動が円滑に
実施されるようにより適切な予算の配当を行う。

事　務
事業名

事務事業
コード

771320 771423

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

小・中学校教育振興事務

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
義務教育は無償であるため、市が主体的に行うことが妥当であ
る。

児童、生徒すべてが対象であり、学習に専念することを意図とし
ているので適切である。

児童、生徒の教材備品をそろえたり、学習に必要な消耗品を購
入したりする事務は、基礎、基本の定着に結びついている。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

（他に手段がある場合の事務事業名等）

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

学校の教育活動において必要な予算を確保している。



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

　学校教育法に基づく扶助事業 　特別支援を要する児童生徒は増えている。

特になし特になし

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

（実績）

教育を受ける機会が確保される 経済的支援を受けた児童生徒の人数

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

67

1,200

25年度
（見込）

88

88

（見込）

　特別支援教育就学支援対象児童生徒88人
の保護者に対して2,804千円の扶助を行う。

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）
（実績）
23年度 25年度

主
な
活
動

（見込） （見込）

ア 6759扶助対象世帯

イ

ウ

扶助を受けた児童生徒数

扶助を必要とする世帯数

25年度

1,638 1,638

23年度
（見込）

24年度

人

ア 児童生徒の保護者 扶助を必要とする保護者数

イ

ウ

（対象を
　    　どうしたいのか） （実績） （見込）

イ

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

88

67

23年度

23年度 24年度

（実績）

87

25年度

87 88

88 88

（見込）

予
算
科
目

小学校費・中学校費 ）

年度～）

目

会計

関連計画

24年度

　特別支援学級に在籍する児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減するために学用品費等の一
部を扶助する。
（平成２３年度から成果指標変更）

　特別支援教育就学支援対象児童生徒68人
の保護者に対して1,833千円の扶助を行った。

 ① 手　段　（事務事業の概要）

単位
（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 45-5111

5086

学事Ｇ

68

（実績）

60

771327・771427

単位

世帯

盲学校、聾学校及び養護学校への就学奨励に関する法律

人

24年度

22年度

 ③ 対 　象

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育環境の整備

事業
期間

一般会計

教育費

教育振興費

単位

 ④ 対象指標

22年度

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

59

22年度

世帯

100100 100

（実績）

施策名

基本事業名

 ⑤ 意　 図

根拠法令・
条例等

100

60人

％

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

0

一 般 財 源

2,730

2,730

（誰、何を
 対象にしているのか）

22年度
単位

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

2,804

（どんな結果に
     結び付けるのか） （見込）（実績）

（決算） （予算）

1,834

1,146

0

2,804

688

0

0

そ の 他

イ

当 初 予 算 額

補 正 予 算

地 方 債

（２）事業費

国 庫 補 助 金

予
算
額

ア 保護者の経済的負担を軽減する

県 支 出 金

評価対象年度  平成 23年度

771327
771427

事　務
事業名

決
算
額

予 算 合 計

コード

教育部

支 出 合 計

政策名

事務事業
コード

10

項 2・3

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

特別支援教育就学支援事業

事 務 事 業 評 価 表

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

経済的負担が軽減された保護者の割合

学校教育課



財務シート ＜一般用＞

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計単独 補助合計単独 補助

25 積 立 金

24 投資及び出資金

22 補償補填及び賠償金

単独 補助 合計

23 償還金利子・割引料

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

14 使用料及び賃借料

保 険 料

13 委 託 料

賃 金

8 報 償 費

10 交 際 費

9 旅 費

食 料 費

消 耗 品 費

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課

手 数 料

燃 料 費

修 繕 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

事務事業
コード

事　務
事業名

771327
771427 特別支援教育就学支援事業

職 員 手 当 等

共 済 費

報 酬

給 料

平成23年度　（決算）

単位：千円

7

11 需 用 費

3

4

1

2

1,834 1,834 2,730 2,730 2,730 2,730

2,7302,730 2,7301,834 1,834 2,730

688 1,364

2,7301,834

1,146 1,366

そ の 他

2,730

1,146

財
源
内
訳

計 1,834 2,730 2,730

1,366

1,3641,3641,364

1,3661,366

辺 地 債

688国

県

地 方 債

　　

第６回

第７回

第８回

第５回

1/21/2 1/2

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

2,804 千円

　　

第３回

第４回

平
成

県

過 疎 債

合 併 特 例 債

一 般 財 源

国
補助率

23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

2,804 千円

第１回



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
☐
☐
■

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

（他に手段がある場合の事務事業名等）

事　務
事業名

事務事業
コード

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性

　学校教育法に基づく扶助事業のため

　学校教育法に基づく扶助事業のため

　援助が必要な世帯へ適切な扶助を行い、教育の機会の確保
を行っている。

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

☐

771327
771427

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

特別支援教育就学支援事業

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

見直す必要がある　

結びついている　

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？ ☐ 見直す必要がある　

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

☐

事業費の削減余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

　国が定める額を扶助するため

　援助が必要な世帯への扶助を休止・廃止した場合、教育の機
会を取り上げる結果となってしまう。

　国が定める額を扶助するため

・ 事務の簡略化を図っており、また、他の業務との兼務である。
・個人情報が多く含まれており職員以外の対応や委託はできな
い。

削減余地がある

影響がない

他に手段がない

成果の向上余地

D
公
平
性
評
価

☐

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

■

受益機会・費用負担の適正化余地

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

　特別支援学級の児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減を図り、国の基準に基
づき的確に扶助を行う事ができた。

　援助が必要な世帯への適切な扶助を行い、教育の機会の確
保をしている制度であるので耕平である。

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

☐ 対象を見直す必要がある

現状維持・継続

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　

公平性改善　



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

理科教育振興法（昭和４７年）による国庫補助
制度を活用し、小･中学校の理科等の備品の
整備を積極的に進めてきた。

子どもたちの理科離れを危惧する声が高まっており，
理科教育の充実が一層求められている。

特になし。学校関係者から、学習指導要領の改訂にそっ
た新しい備品整備の要望がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

％

（実績） （実績）

（予算）

（見込）

23年度 24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

92.0 92.0

25年度

93.0

（決算）

25年度
（見込）

適切な教育環境で教育が受けら
れる。(教育環境が整う）

教材備品等の充足率

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

22年度

小学校１２校、中学校１０校の整備を行う予
定。
　整備予定金額　５，０００千円
　整備予定の備品の主なもの
　　三球儀、顕微鏡など

単位

校

11,570

22年度

ア 25

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

25年度

771332 ・ 771431

 ① 手　段　（事務事業の概要）

 ③ 対 　象

イ

ウ

23年度
（見込）

24年度

校

教育環境の整備

単位

理科教育振興法

（実績） （見込）

 ⑦ 結 　果
（どんな結果に
     結び付けるのか）

ア 児童・生徒 児童・生徒数

イ

ウ

11,654 11,570

イ

ア

ウ

23年度 24年度
（実績） （見込）（実績）

25年度

（見込）

22 22

（見込）

（見込）
24年度

（実績）

予
算
科
目

小学校費・中学校費

23年度

25

会計

小学校１３校、中学校１２校の整備を行った。
　整備金額　20,718千円
　整備された備品の主なもの
　　生物顕微鏡、電子てんびん、電源装置など主

な
活
動

根拠法令・
条例等

）

年度～）

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

関連計画

24年度

小･中学校の理科及び算数・数学の授業で使用する備品（例えば、顕微鏡、大三角定規等）の整備
を行う。

目

48

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

学校教育の充実 45-5111

5

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

教育振興費

事業
期間

23年度

整備校数

（誰、何を
 対象にしているのか）

 ⑤ 意　 図
（対象を
　    　どうしたいのか）

11,752人

（実績）

22年度

4748 4848

施策名

基本事業名

決
算
額

 予算合計

コード

款

2

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

一般会計

教育費

 一般財源

 国庫補助金

22年度
単位

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

8,000

5,000

5,000

10,359

0

20,718

10,359

12,718

20,718

0

0

 その他

イ

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

（２）事業費

予
算
額

ア
理科･算数等への理解や習熟を
高めるための備品が整う

評価対象年度  平成 23年度

771332
771431

事　務
事業名

 支出合計

政策名

事務事業
コード

10

項 ２・３

教育部

学校教育課

担 当 部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

理科教育等設備整備事業

事 務 事 業 評 価 表

5086

学事Ｇ

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

理科、算数（数学）の備品が基準額に達して
いない学校数



財務シート ＜一般用＞

（12月）

　　

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計単独 補助

計

25 積 立 金

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

保 険 料

13 委 託 料

14 使用料及び賃借料

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

3 職 員 手 当 等

4 共 済 費

8 報 償 費

11

食 料 費

燃 料 費

需 用 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

10

修 繕 料

広 告 料

手 数 料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
事務事業

コード
事　務
事業名

771332
771431 理科教育等設備整備事業

消 耗 品 費

交 際 費

9 旅 費

単位：千円 合計単独 補助

20,718 5,000 5,0005,000 5,00020,718

5,0005,000 5,00020,718 20,718 5,000

辺 地 債

2,50010,359 10,359 2,500

過 疎 債

国

県

10,359

参加費等の事業実施のための収入説明

　　

5,000

10,359 2,500

補助率

財
源
内
訳

計 20,718

合 併 特 例 債

5,000

2,500

5,000

2,5002,500 2,500

国

県

地 方 債

そ の 他

2,500

一 般 財 源

20,718 5,000

1/21/2 1/2

平
成

8,000 千円

12,718 千円

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

第５回
23

　　

第３回

第４回

（９月） 第６回

第７回

第８回

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

20,718 千円

12,718

第１回 （６月）



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容
　新学習指導要領にそった備品の整備を進め，適切な教育環境を整える。
　国の理科教育等設備整備補助金を活用し、充足率の低い学校を重点配備校に設定
し，計画的に理科備品を購入していく。

　国の理科教育等設備整備費補助金を活用し、充足率の低
い学校を重点的に整備していく。
　整備された備品を有効的に活用することにより理科教育の
向上が期待できる。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

B
 

有
効
性
評
価

☐
・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

（他に手段がある場合の事務事業名等）

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
市内の全ての小学校・中学校に等しく整備を行うためには市が
関わる必要があるため。

理科教育振興法及び同施行令の規定通りであるため。

理科･算数（数学）に要する教育設備の充実を図り、科学に親し
む児童･生徒の育成を目的とするものであるため。

☐ 見直す必要がある　

事　務
事業名

事務事業
コード

771332
771431

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

理科教育等設備整備事業

評価理由

政策体系との整合性

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

合併前からの当該事業適用の有無により、地区･学校ごとに整
備状況等に大きな差があるため。

理数教育を通じて、科学的な知識、技能及び態度を習得させる
ことが困難になり、工夫創造の能力が養われず、結果として日
常生活を合理的に営み、わが国の発展に貢献しうる有為な国
民が育成されにくくなるため。

各地区・学校間の整備率の差が大きく、平均化を図る必要があ
るため。

既に効率的に事務が執られているため。

削減余地がある

影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性
・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

すべての学校に公平に呼びかけているため。

受益機会・費用負担の適正化余地

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

D
公
平
性
評
価

地区、学校ごとの整備状況の格差を解消するために、学校別の充足率をもとに重
点配備校を選定するなど、さらに事業の有効性を高めていく必要がある。平成23年
度は、小学校の新学習指導要領の実施に伴い必要な備品について、国の補助金
を活用して整備に努めた。

対象・意図の妥当性

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

☐ 見直す必要がある　

■ 他に手段がない

■

☐ 対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

効率性改善（コスト削減）　



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

入園料一部補助の陳情に対する採択がなされた。私立幼稚園に通う園児の保護者からは、補助
金の増額を希望する声がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

私立幼稚園に通う園児の数は多く、子どもの数が減
少する中ではあるが、定数増を計画する幼稚園もある
ことから希望者は増えていると思われる。保育料に関
しては、ほとんど変化はないが、公立幼稚園4,700円/
月と比べると平均で25,500円/月と高い水準にある。

22,902

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

1,720

％

人

補助を受けた園児の割合

 当初予算額

補正及び流用
予
算
額

基本的なしつけや集団行動が身に付いた園
児の割合

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

イ

（２）事業費

18

平成24年度計画

単位
25年度

91.0

 一般財源

①

旧国分市・隼人町において幼稚園協会からの
強い要請があったことから市単独での補助を開
始した。

③

22,902

22,735

（対象を
　    　どうしたいのか）

100

円

②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

23年度

17

 ③ 対 　象
24年度

ウ

（決算） （予算）
24年度

単位
（実績）

22年度

補助金を交付した私立幼稚園の数

（実績）

園

（誰、何を
 対象にしているのか）

単位

人私立幼稚園に通う園児の数

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

％

24年度22年度
（見込）（実績）

単位

1,720

25年度

88.0 88.0

23年度
（見込）

（実績）

25年度
（見込）

1,6221,763

（見込）（実績）

（実績） （見込）

25年度
（見込）

22年度 23年度 24年度
（実績） （見込）

4

1

単年度のみ

育み磨きあうまちづくり

内 線 番 号

45-5111

5085

学事Ｇ

6

771511

幼稚園教育の推進

22年度

幼稚園費

単年度繰返 （開始年度

市単独分約１６００人分の補助を私立幼稚園１
７園に対して交付予定。

23年度
 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

24年度

予
算
科
目

 ① 手　段　（事務事業の概要）

　私立幼稚園に就園する園児の保護者の市民税の額に応じて補助金を私立幼稚園に交付する事
業。
　私立幼稚園に就園した園児の保護者は、毎年、課税証明並びに申請書を幼稚園に提出し、園は
それをとりまとめて市に提出する。市は市民税の額に応じて補助金額を確定し、幼稚園に対して補
助金を交付する。
　補助金額は次の通り。
　　　生活保護世帯　31,000円
　　　市民税非課税世帯　31,000円
　　　市民税所得割非課税世帯　17,800円
　　　その他の世帯　14,000円

）

市単独私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

関連計画

100 100

年度～）

1,622

1,622

1,763

期間限定複数年度（

市単独分約１７００人分の補助を私立幼稚園１
7園に対して交付した。

17

100

17

23年度

教育費

主
な
活
動

根拠法令・
条例等

5 幼稚園費

（実績）

平成23年度実績

1

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

項

14,00013,360 14,00013,767

会計

H18
事業
期間

（見込）

一般会計

施策名

基本事業名

私立幼稚園の園児

ア

款

目

10

イ

学校教育の充実

コード

0

 国庫補助金

 その他

決
算
額

 予算合計

 県支出金

 地方債 0

 支出合計 23,554

23,554

政策名

所得に関わらず幼稚園教育を受
けることができる

819

23,554

0

0

ア

ア

ア

ウ

 ⑦ 結 　果

所得に関わらず幼稚園教育を受
けることができる

イ

基本的なしつけや集団行動が身
に付く

所得に関わらず幼稚園教育を受
けることができる

ウ

イ

評価対象年度  平成 23年度

771511
事　務
事業名

事務事業
コード

教育部

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ

学校教育課

担 当 部
私立幼稚園就園奨励費（市単独）

事 務 事 業 評 価 表

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑤ 意　 図

（どんな結果に
     結び付けるのか）

補助を受けた園児の数

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

園児１人あたりの平均負担軽減額（年額）

1,622



財務シート ＜一般用＞

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計 単独 補助

計

単独 補助

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

28 繰 出 金

寄 附 金

19 負担金補助・交付金

20 扶 助 費

21 貸 付 金

積 立 金

17

27 公 課 費

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

24 投資及び出資金

25

26

通 信 運 搬 費

13

14

公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

15 工 事 請 負 費

16 原 材 料 費

1 報 酬

2 給 料

使用料及び賃借料

手 数 料

12 役 務 費

委 託 料

保 険 料

3

4

光 熱 水 費

広 告 料

11

修 繕 料

交 際 費

8

10

消 耗 品 費

食 料 費

単位：千円

7 賃 金

職 員 手 当 等

9 旅 費

報 償 費

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課

印 刷 製 本 費

事務事業
コード

事　務
事業名

771511 私立幼稚園就園奨励費（市単独）

合計

燃 料 費

共 済 費

需 用 費

22,902 22,902 22,90223,554 23,554 22,902

22,902 22,902 22,90223,554 23,554 22,902

過 疎 債

819

補助率

財
源
内
訳

計 23,554

　　

22,902

参加費等の事業実施のための収入説明

県

23,554

そ の 他

一 般 財 源

22,902

国

22,902

23,554 22,90222,902 22,902

辺 地 債

合 併 特 例 債

国

県

地 方 債

　　

22,902

23,554 22,902

（２月）

22,735 千円

819 千円

第５回

第６回

第７回

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算
平
成

当 初 予 算

23

　　

年
度

第１回

流　用

予 算 合 計

　　

　　

第２回

23,554 千円

第３回

第４回



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

■ 他に手段がある

■ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

☐ 削減余地がない

■ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
■
☐
☐

　システムの効率的な運用と申請書類の見直し平成24年4月より就園奨励費関係のシステム化がなされたた
め、事務処理時間の削減が期待される。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

☐

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

事業の性格が補助金の交付であり、事業費を削減することは即
成果のダウンへ繋がるため削減できない。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
就学前教育（健康な体、人との関わり方、規範意識、言葉や表
現などを育む幼児教育）が生涯にわたる人格形成の基礎となる
ことから、就園の援助をすることは妥当である。

私立幼稚園に通う園児の保護者全てを対象とし、幼稚園教育
に係る負担軽減を図ることにより幼稚園教育を奨励し、幼稚園
教育を受けさせる保護者の子育てを支援するため。

経済的格差によらない教育の機会均等を目指す事業であり、
多くの園児に集団行動の大切さを学ぶ機会を与えているため。

結びついている　

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

事　務
事業名

事務事業
コード

771511

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

私立幼稚園就園奨励費（市単独）

評価理由

政策体系との整合性

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

見直す必要がある　

所得に関わらず幼稚園教育を受けることができるようにするもの
であり、成果の向上余地としてはない。

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

受益機会・費用負担の適正化余地

削減余地がある

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

D
公
平
性
評
価

　国庫補助で行っている「幼稚園就園奨励費」補助金と当該事
業は、いずれも所得水準に基づくため事務として共通する部分
が多い。平成24年4月よりシステム化がなされるため、事務処理
時間の削減が可能

事業費の削減余地

　平成23年度は、1763人分の補助金を私立幼稚園17園に交付した。市民税額によ
り補助金の額は違うが、私立幼稚園に通う園児の保護者全てを対象としており、幼
稚園就園の経済的負担の軽減を図ることができた。

☐

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

効率性改善（コスト削減）　

見直す必要がある　

☐ 他に手段がない
類似事業との統廃合・連携の可能性

☐

低所得世帯への補助を行う国庫補助が別途あることから、本事
業を廃止したとしても幼稚園教育を受ける機会がなくなるという
ことは考えにくいが、経済的負担は増えることになるため。

成果の向上余地

幼稚園就園奨励費補助金国庫補助

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

幼児教育を希望する全ての世帯が、所得状況に応じた補助を
受けることができるよう補助単価を設定するため。

☐

B
 

有
効
性
評
価

対象・意図の妥当性

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

目的再設定　

☐

☐

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

影響がない



基本シート

＜補助金・負担金用＞ 様式２

☐

■ H

☐ ～

☐ 団体の運営支援 ■ 団体の活動支援 ☐ イベント等の補助 ☐協議会等負担金

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

（決算）

6,415

6,415

平成１８年度の合併をきっかけに、本市の幼稚
園教育の充実のために始まった。

研修会に参加した教諭の割合

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

私立幼稚園の数

人

6,425

（予算）

24年度

幼保一元化の動きに対し、霧島市としてはどのように
対応するか意見を求められた。

22年度 23年度

幼稚園が地域の幼児教育センターとしての役
割を求められるようになっている。

（見込）

園

単位：千円

③
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

基本的なしつけや集団行動が身
につく

（２）事業費

 補正予算額
予
算
額

 県支出金

この事務事業に対する議会から出された
意見

国において幼保一元化を進める状況もあり、幼稚園
教育のあり方が一層注目されている。

②
事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

④

（実績）
25年度

子育て相談の実施延べ時間

ウ

ア

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

 ⑧ 上位成果指標

特色ある教育を実施した私立幼稚園

基本的なしつけや集団行動が身についた園
児の割合

（どんな結果に
     結び付けるのか）

45-5111

教育部

学校教育課

担 当 部

補助金
負担金別

根拠法令・
条例等

5086

電 話 番 号

内 線 番 号

学事Ｇ

担 当 課

グ ル ー プ

イ

 地方債

基本事業名

771513

款 教育費

事　務
事業名

幼稚園教育の推進

10

 その他

6,425 当初予算額 6,425

評価対象年度  平成 23年度

会計

事 務 事 業 評 価 表

政策名

事務事業
コード

4

1

6

学校教育の充実

幼稚園教育推進事業

23年度

イ

ウ

（誰、何を
 対象にしているのか）

 ⑤ 意　 図

ア 幼稚園教育を推進する

イ

（対象を
　    　どうしたいのか）

 予算合計

決
算
額

 国庫補助金

 支出合計

 一般財源

子育て相談活動を実施した幼稚園の数

①
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

 ⑦ 結 　果

 ① 手　段　（事務事業の概要）

予
算
科
目

（実績）

目

幼稚園費

1

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

幼稚園費

園児

ア 私立幼稚園

イ

補助金を交付した私立幼稚園の数

 ③ 対 　象

園児の数

コード

5

771513

事業
期間

）

単年度繰返 （開始年度

23年度

6

24年度

6

（実績）

12

（見込）

0

園

12

22年度

園

1,7871,791

％ 未把握

22年度

1212

（実績）

1,754

単位 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

24年度

100

（実績） （見込）
23年度

88.0％ 91.0

488 536

12

24年度

未把握

施策名

項

・幼稚園教育の充実を図るために、私立幼稚園協会が行う子育て支援に係る事業に対して補助を行う。
・私立幼稚園の設置者に、幼稚園教育を推進するために必要な教材費、研修費及び幼稚園が独自に実施する特色ある教育に関する経費に対して補
助を行う。

一般会計

（実績）

（見込）

504

12

時間

100

25年度
（見込）

24年度23年度

12

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

ア

単位

補助金・負担金の交付先

6

園

期間限定複数年度（

単年度のみ

18 年度～）

育み磨きあうまちづくり

100

単位
（実績） （実績）

88.0

（見込）

12

25年度

504

25年度
（見込）

12

1,787

（見込）

12

補助金の対象経費霧島市私立幼稚園協会 子育て支援活動に係る経費（講師謝金、会場費等）

22年度

6



交付シート　＜補助金・負担金用＞

■運営支援・活動支援・イベントの補助等の状況

■負担金の状況

＜補正予算内訳＞ 単位：千円

自主財源

対象
地区

自主財源率

国分

補助金

合計

全市

●

合計合計福山

自主財源
8

隼人溝辺 横川 牧園 霧島

自主財源率

自主財源

合計

自主財源率

自主財源率

補助金

合計牧園 霧島 隼人

補助金

福山 合計 合計

自主財源率

7

補助金

自主財源率

国分 溝辺 横川

自主財源率 自主財源率自主財源率

隼人

補助金

補助金

自主財源 自主財源 自主財源
6

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 霧島 福山

自主財源率

合計

自主財源率自主財源率

福山

自主財源 自主財源 自主財源

補助金

合計
5

補助金

国分 溝辺 横川 牧園 隼人

自主財源率

霧島

自主財源率 自主財源率

補助金

合計 合計

 

霧島市私立幼稚園協会・私立幼稚園の設置者

団  体 名・ 協 議 会 名

6,415補助金

自主財源

合計

自主財源合計 自主財源合計

平成23年度

（決算）

6,415

補助金

自主財源

合計

自主財源率 自主財源率

合　　　計 第６回 　　6,425 第３回

自主財源合計

自主財源率

6,415補助金負担金合計

第１回 　　 第４回 　　

　　

第７回 　　

第８回補正予算 　　 第５回 　　第２回

合計

自主財源 自主財源

補助金

合計

自主財源

合計

補助金

自主財源率

合計

合計

補助金

合計

合計 6,425

平成24年度

　（予定）

補助金 6,425

自主財源

平成25年度

福山隼人

　（予定）

6,425

6,425

自主財源率

国分
1

2
隼人対象

地区

全市

霧島溝辺 横川 牧園

自主財源

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 合計霧島

教育部

担 当 課 学校教育課
771513 幼稚園教育推進事業

補助金 補助金

隼人 福山 合計

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

自主財源

補助金

自主財源

国分 溝辺 横川 牧園 霧島

自主財源率

福山

3

自主財源率

補助金

自主財源率 自主財源率

溝辺 横川 牧園

自主財源 自主財源

自主財源率 自主財源率

4

補助金

自主財源

霧島 隼人国分 合計

自主財源 自主財源

合計

自主財源率

補助金

合計

横川 牧園 霧島

自主財源

補助金

合計

福山

補助金

9

補助金

国分 溝辺 隼人 福山

自主財源

合計

自主財源率

対象
地区

全市

対象
地区

全市

対象
地区

全市

補助金負担金合計 6,425

対象
地区

全市

自主財源率

対象
地区

全市

対象
地区

全市

■平成23年度予算の状況

当初予算 6,425

計

対象
地区

全市

団  体 名・ 協 議 会 名
平成23年度 平成24年度 平成25年度 負担金の支払先

（決算） （計画） （予定） 全国 九州

1

2 負担金額

負担金額

3 負担金額

4 負担金額

5 負担金額

単位：千円

単位：千円

県 その他

補助金

補助金負担金合計 6,425

自主財源

合計

自主財源率



評価シート ＜補助金・負担金用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

☐ 公平・公正である

■ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
■
☐

「地域の幼児教育センター」として、幼児教育を担う幼稚園が子育て相談等を実施する。
実施する幼稚園を増やすなど、子育て支援事業の拡充を図っていく。
各幼稚園での研修会の充実や幼・保・小連携研修会等の開催を推進する。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容
　子育て支援の補助金を私立幼稚園協会に、幼稚園教育推
進補助金を市内私立幼稚園に交付することとしている。各幼
稚園がこれらの補助金を活用することにより、幼児教育を担う
幼稚園の子育て相談や、各私立幼稚園の幼稚園教育のさら
なる充実が図られることが期待される。

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［有効性⑤の結果］事業統合・連携　

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

効率性改善（コスト削減）　

他に手段がない

■

☐

（２）全体総括（振り返り、反省点）　

幼稚園教育のなおいっそうの推進を図るため「幼稚園教育推進
事業補助金」を平成23年度より創設しており、現在のところ削減
余地はない。

職員は補助金交付事務に携わっているだけであり、削減余地
はない。

向上余地がある

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

・補助金又は負担金が一部の受益者に偏っ
ていて不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

　平成23年度は、「幼稚園教育推進事業補助金」の創設に伴い、市内12私立幼稚
園に補助金を交付した。各幼稚園は、幼稚園教育のための教材や、教職員の研
修、各幼稚園の特色ある教育活動に活用し補助金の目的に沿った活動をすること
ができたと考えている。

■

総
　
　
括

受益機会・費用負担の適正化余地

（１）１次評価者（課長）としての評価結果

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

全私立幼稚園で実施されていない。

C
 

効
率
性
評
価

・交付先に働きかけて、市の負担を削減する
ことができないか？

B
 

有
効
性
評
価

D
公
平
性
評
価

廃止・休止の成果への影響

休止　　　 　　

結びついている　

☐ 見直す必要がある　

・他に同様の補助金又は負担金はないか？
・統廃合や連携することができないか？

・補助金又は負担金の交付を廃止又は休止
した場合にどのような影響があるか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

廃止　　　 　　

☐

平成１９年の学校教育法の改正により、幼稚園は学校としての
位置づけが明確になった。学校教育のスタートが幼稚園である
ことが明確になったため妥当である。

幼稚園教育を推進するための事業であり、対象を私立幼稚園、
園児とすることは妥当である。

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

［目的妥当性①②、有効性⑥の結果］

［有効性④の結果］

本事業は幼稚園教育の充実に大きく寄与するものであり、子育
て相談活動を行う幼稚園を増やすなどして成果を向上させるこ
とができる。

☐ 見直す必要がある　

削減余地がある

担 当 部
担 当 課

事　務
事業名

幼稚園教育の充実に大きく寄与するものであり、廃止された場
合、子育てに不安をもつ保護者が相談する場を失い、就園でき
なくなる恐れがある。

対象・意図の妥当性

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

事務事業
コード

771513

成果の向上余地

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

幼稚園教育推進事業

評価理由

政策体系との整合性

評価

公共関与の妥当性

・なぜ市が補助又は負担しなければならない
のか？

教育部
学校教育課

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

☐ 影響がない

事業費の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

私立幼稚園が、幼稚園教育を推進することにより、幼稚園教育
の資質が高まり、園児に基本的生活習慣を身に着けさせること
ができるので結びついている。

［公平性⑨の結果］

（他に手段がある場合の事務事業名等）



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ Ｓ

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

学事Ｇ

 ⑧ 上位成果指標
（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

学校教育課

93 8990 89

事 務 事 業 評 価 表

幼稚園就園奨励事業（国庫）

4 育み磨きあうまちづくり

担 当 部

担 当 課

グ ル ー プ

教育部

支 出 合 計

政策名

事務事業
コード

10

項 5

156,574

771510
事　務
事業名

171,584

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

6

評価対象年度  平成 23年度

164,910

117,679

施策名

基本事業名

県 支 出 金

地 方 債

（２）事業費

予
算
額

▲ 819

170,765

37,921

0

164,910

決
算
額

予 算 合 計

単位
23年度

コード

款

そ の 他

イ

当 初 予 算 額

補正及び流用

関連計画

対象となった私立幼稚園児の数

ア

23年度

1,446

12 12

25年度
（見込）

25年度

12

主
な
活
動

私立幼稚園園児1446人分の補助金154,635
千円を私立幼稚園17園に交付した。

25年度

771510

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

24年度

1

単年度のみ

内 線 番 号

学校教育の充実 45-5111

5085

一般会計

幼稚園教育の推進

電 話 番 号

49

補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律、私立幼稚園就
園奨励費補助金に関する取扱要領、市立幼稚園保育料減免規則

目 根拠法令・
条例等

事業
期間

年頃～）教育費

1

1,443

23年度

ア 1,446人

（見込）
 ② 活動指標 （事務事業の活動量） 単位

（実績）

（見込）

187

（実績） （見込）

1,622

149

1,622

24年度

22年度 23年度 24年度

149

1,604

（実績） （見込）（実績）

所得に関わらず幼稚園教育を受
けることができる。

 ⑤ 意　 図

％

 ⑥ 成果指標
 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

補助金を交付した幼稚園児の割合

ウ

 ⑦ 結 　果

（対象を
　    　どうしたいのか）

（どんな結果に
     結び付けるのか）

ア

イ

ウ

（見込）
24年度

（実績） （実績） （見込）
22年度

 ① 手　段　（事務事業の概要）

（見込）

予
算
科
目

幼稚園費 ）

・私立幼稚園に就園する園児の世帯の所得状況に応じて、保育料の減免・免除を行っている私立
幼稚園の設置者に補助金を交付する事業。
・市立幼稚園に就園する園児の世帯の所得状況に応じて、保育料を減免する事業。

幼稚園費

会計

 ④ 対象指標
　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

市立幼稚園に通う園児の数 人

単位

私立幼稚園に通う園児の数

（実績）
22年度

人

 ③ 対 　象

イ

ウ

対象となった市立幼稚園児の数

ア 幼稚園に通う園児

195

1,559人

12

（誰、何を
 対象にしているのか）

私立1446人に対しての補助金162,697千円の
予算措置をした。

（実績）

平成23年度実績

平成24年度計画

22年度

1,446

イ

0

単位

25年度

88.0 91.088.0

（決算） （予算）

一 般 財 源

国 庫 補 助 金

974

基本的なしつけや集団行動が身
に付く

基本的なしつけや集団行動が身に付いた園
児の割合

％

単位：千円

23年度

特になし　私立幼稚園に通う園児の保護者からは、補
助減免の継続を希望する声がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

24年度

　国の幼稚園就園奨励事業の創設にあわせて
昭和49年頃から開始されたものと思われる。

　私立幼稚園に通う園児は多いが、景気の後退ととも
に、保育園を希望する世帯が増えている。

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？



財務シート ＜一般用＞

23

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

170,765 千円

第１回

千円

単位：千円

　　

第３回

第４回

県

過 疎 債

合 併 特 例 債

▲ 819
平
成

当 初 予 算

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 及 び 流 用

171,584

辺 地 債

37,921

1/3以内

1/2 1/2 1/2

1/3以内 1/3以内

54,33054,330国

県

地 方 債

974

そ の 他

109,474

1,106

37,921 54,330 54,330

1,106 1,106974 1,106

164,910 164,910

一 般 財 源 109,474

補助率

164,910

117,679

財
源
内
訳

計 156,574

国

164,910156,574

117,679 109,474 109,474

156,574 156,574 164,910 164,910164,910 164,910

164,910164,910 164,910156,574 156,574 164,910

幼稚園就園奨励事業（国庫）

10 交 際 費

9 旅 費

保 険 料

担 当 部 教育部

担 当 課 学校教育課
事務事業

コード
事　務
事業名

771510

3 職 員 手 当 等

使用料及び賃借料

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

食 料 費

燃 料 費

修 繕 料

手 数 料

通 信 運 搬 費

広 告 料

11 需 用 費

1 報 酬

2 給 料

7 賃 金

4 共 済 費

8 報 償 費

12 役 務 費

貸 付 金

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

14

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

25 積 立 金

18 備 品 購 入 費

19 負担金補助・交付金

24 投資及び出資金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

20 扶 助 費

21

単独 補助 合計 単独 補助

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

合計

流　用

　　

（２月）

第６回

第７回

第５回

参加費等の事業実施のための収入説明

▲ 819

千円

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

■ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

☐ 削減余地がない

■ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

C 効率性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
☐
■
☐
☐

目的再設定　

有効性改善（成果向上）　

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

現状維持・継続

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

対象を見直す必要がある

意図を見直す必要がある

受益機会・費用負担の適正化余地

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

成果の向上余地

事業費の削減余地

影響がない

向上余地がある

廃止・休止の成果への影響

国庫補助事業のため

C
 

効
率
性
評
価

・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

D
公
平
性
評
価

削減余地がある

　世帯の所得に応じているので公平・公正である。

　市単独で行っている「幼稚園就園奨励費」補助金と当該事業
は、いずれも所得水準に基づくため事務として共通する部分が
多い。平成24年4月よりシステム化がなされるため、事務処理時
間の削減が可能

　既にほぼ全ての園児について補助対象として査定がおこなわ
れており、成果指標の割合は世帯の状況にのみ左右される状
態となっている。

担 当 部
担 当 課

評価

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

☐

事　務
事業名

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
　所得に関らず幼稚園教育を受けさせることができるという目的
は、教育機会の均等を図るという観点から市が関る必要がある。

　国の基準どおり

　「子どもの心身の健やかな成長に資する教育」「子育てにかか
る費用への支援」等を重要項目に位置付け幼児教育・保育の
充実を目指しているため。

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

政策体系との整合性

制度の休止・廃止により経済的負担が増えることになり、幼稚園
教育を受けられない世帯が出てくる。

　平成23年度は、17園1466人分の補助金を幼稚園に交付した。保護者の所得状
況により補助額は違うが、申請のあった幼稚園に就園している園児に補助金を交付
することにより、子育て支援の一環である幼稚園就園の経済的負担軽減を図ること
ができた。

（他に手段がある場合の事務事業名等）

B
 

有
効
性
評
価

☐

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

効率性改善（コスト削減）　

［有効性④の結果］

　次世代を担っていく子どもたちにとって極めて重要な成長時期と
なり、所得の低い世帯に配慮しつつ全てのせたいの経済的不安を
取り除き、幼児教育を希望するものがすべて受けることができるよう
計画することが必要なため。

対象・意図の妥当性

☐

☐

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

☐

人件費（延べ業務時間）の削減余地

■

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果  ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

教育部
学校教育課

見直す必要がある　

☐ 見直す必要がある　

評価理由

　システムの効率的な運用と申請書類の見直し平成24年4月より就園奨励費関係のシステム化がなされたた
め、事務処理時間の削減が期待される。

事務事業
コード

771510

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

幼稚園就園奨励事業（国庫）

結びついている　

他に手段がない
類似事業との統廃合・連携の可能性



基本シート

＜一般用＞ 様式１

☐

■ H

☐ ～

（３）事務事業の環境変化・住民意見等

（⑦結果の達成度
　　を表す指標）

未把握

（実績） （見込）

25年度
（見込）

24年度

人 117

電 話 番 号

担 当 課

グ ル ー プ共生・協働のまちづくり

人権の尊重

教育部

学校教育課

担 当 部

45-5111

指導事務Ｇ

評価対象年度  平成 23年度

771323
771424

事　務
事業名

人権同和教育研究協議会支援事業

事 務 事 業 評 価 表

政策名

事務事業
コード

10

項 2

会計

1

6

3

人権同和教育の理解を深める

 ⑤ 意　 図

施策名

基本事業名

一般会計

コード

款

目

イ

関連計画

0

660

0

0

-45 

615

 支出合計

決
算
額  その他

 当初予算額

 補正予算額

 県支出金

 地方債

 予算合計

ア

ウ

 ③ 対 　象

660

 一般財源

 国庫補助金

0

660

（２）事業費

予
算
額

イ

23年度
（実績）

 ⑧ 上位成果指標

18教育費 年度～）

主
な
活
動

教育振興費

771323・771424

22年度

全国・九州大会への参加回人数

（誰、何を
 対象にしているのか）

根拠法令・
条例等

人数

 ② 活動指標 （事務事業の活動量）

人権尊重社会の実現に向けた教育、学習の推進及び広報・啓発

事業
期間

2

内 線 番 号 5082

単年度繰返 （開始年度

期間限定複数年度（

１．現状把握　　（１）事務事業の目的と指標　　＜Do＞

人権社会確立全九州研究集会（鹿児島市）部
落開放研究集会（岐阜県）へ参加し，霧島市
の教育の場における人権同和教育の推進に
役立てた。

予
算
科
目

小学校費・中学校費 ）

単年度のみ

（実績） （見込）
23年度 25年度

2 2

24年度

24年度
（実績）

1,003

（見込）
23年度

1,022

ウ

 ⑦ 結 　果
（どんな結果に
     結び付けるのか）

25年度
（見込）

1,003教職員及び行政職員 教職員及び行政職員の人数

イ

（対象を
　    　どうしたいのか）

 （⑤意図の
       達成度を表す指標）

各種大会に参加した人数

単位

22年度

22年度

単位 ⑥ 成果指標
（実績）

人

（実績）

（実績）

人権同和教育の推進に当たっては，指導者自身が人権同和教育の正しい認識と理解，その解決
に向けた研修の充実を図ることが必要である。この問題の解決を図ることは，国及び地方公共団体
の責務であり，市民一人一人の課題でもあるが，とりわけ人間形成に重要な役割を果たしている教
育の場においては重要である。そこで，担当指導主事が全国大会や九州大会に参加し，他の地方
公共団体等の取組を通して研修を深め，各小・中・高等学校の校内研修や市人権同和教育担当
者会といった霧島市の教育の場において，人権同和教育の積極的な推進を図る。
（Ｈ23年度から対象指標及び成果指標を変更）

ア

単位

2

 ① 手　段　（事務事業の概要）

22年度
 ④ 対象指標

　（③対象の大きさを
　　　　　　　表す指標）

単位

1,014

イ

ウ

ア 7

平成23年度実績

平成24年度計画

（見込）

人権社会確立全九州研究集会（大分県）部落
開放研究集会（滋賀県）への参加

15.0ア

615

615

（見込）

7.9

25年度
（見込）

24年度

（実績）

23年度

170 117

24年度 ① ②
この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始されたのか？

人権について知ることができる
人権に関わる教育・学習に参加した市民の
割合

9.7％

（決算） （予算）

事務事業を取り巻く環境は、開始時期又
は５年前と比べてどう変わったのか？

単位：千円

23年度

同和問題の解決や人権同和教育の推進は国民的課
題であり，霧島市民をあげて取り組む必要がある。一
方，霧島市に同和問題は存在しないという意見もあ
る。

同和問題の解決や人権同和教育の推進は国
民的課題であり，霧島市民をあげて取り組む必
要がある。

この事務事業に対する議会から出された
意見

④
この事務事業に対して誰からどんな意
見や要望が寄せられているか？

③

合併後，各市町で行なっていた事業を再編し
た。

同和問題をはじめとする人権教育の推進は国民的課
題のため，人権教育に対しての資質向上が必要とな
る。そのため，人権同和教育に関する研修会は九州
や全国各地で毎年計画的に実施されている。



財務シート ＜一般用＞

予 算 合 計

　　

年
度

　　

第２回

615 千円

第１回 （６月） 第５回

平
成

当 初 予 算

　　

第３回

第４回

（９月）
23

補 助 基 本 額

平成 23 年度　財源内訳の「その他」の内訳

補 正 予 算

660 千円

-45 千円

615 660

　　

（１月）

第６回

第７回

第８回

財
源
内
訳

計 615

国

県

地 方 債

660660

660

660

660

国

県

615

そ の 他

一 般 財 源 615 660

補助率

660

辺 地 債

過 疎 債

合 併 特 例 債

660615 615 660 660 660

556 556 551 551551 551

教育部

担 当 課 学校教育課

補助

771323 771424 人権同和教育研究協議会支援事業
事務事業

コード
事　務
事業名

担 当 部

合計単位：千円

7

需 用 費

10 交 際 費

9

1 報 酬

2 給 料

食 料 費

燃 料 費

賃 金

3 職 員 手 当 等

保 険 料

12 役 務 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

手 数 料

4 共 済 費

11

修 繕 料

印 刷 製 本 費

8 報 償 費

旅 費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

19 負担金補助・交付金

13 委 託 料

15 工 事 請 負 費

14 使用料及び賃借料

16 原 材 料 費

17 公有財産購入費

18 備 品 購 入 費

21 貸 付 金

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子・割引料

計

26 寄 附 金

27 公 課 費

28 繰 出 金

24 投資及び出資金

25 積 立 金

平成23年度　（決算）

単独 補助 合計

20 扶 助 費

単独 補助 合計

平成24年度　（当初予算） 平成25年度　（見込）

単独

10910959 59 109 109

参加費等の事業実施のための収入説明

流用（1月）△45千円▲ 45

　　



評価シート ＜一般用＞

２　評価の部　＜SEE＞

①
■

②  　  　

■ 妥当である

③ ■ 適切である  　

☐
④  　  　

☐ 向上余地はない

（十分に成果が出ている）

⑤  　  　

■ 影響がある

⑥

☐ 他に手段がある

☐ 統合できない ☐ 連携できない

☐ 統合できる ☐ 連携できる

⑦  　  

■ 削減余地がない

⑧  　  　

■ 削減余地がない

☐ 削減余地がある

⑨  　  　

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

A 目的妥当性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

B 有効性 ☐ 適切 ■ 見直す必要がある

C 効率性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

D 公平性 ■ 適切 ☐ 見直す必要がある

３　今後の方向性＜PLAN＞

☐
☐
☐
☐
■
☐
☐
☐

・対象や意図を限定又は追加すべきか？

・事業の内容が一部の受益者に偏っていて
不公平ではないか？
・受益者負担が公平公正になっているか？

対象・意図の妥当性

廃止・休止の成果への影響

■

☐

公平性改善　

［効率性⑦⑧の結果］

現状維持・継続　　⇒（３）具体的な改善計画は不要

目的再設定　

［有効性⑥の結果］事業統合・連携　

総
　
　
括

（２）全体総括（振り返り、反省点）　（１）１次評価者（課長）としての評価結果

 ②　平成25年度に取り組むべき具体的な内容

（３）具体的な改善計画　　　　　　※（１）のチェック項目に対し、具体的にどのように取り組むのか

平成24年度の取組を継続し、人権同和教育の積極的な推進を図る。全国・九州レベルの大会に教育委員会職員を派遣し,その研
修内容を各学校の校内研修や市教委主催の研修会で教職
員に還元することで，各学校の人権教育の向上を図る。

D
公
平
性
評
価

各学校は，教職員の人権意識の向上を図るため，校内研修を年３回以上実施する
必要がある。授業を通した研修も含め，実施回数や研修内容の充実が求められると
ころもある。事業の成果を更に高めるため，各学校の人権同和教育の校内研修に
指導主事を積極的に派遣し，人権教育の視点に立った教育活動の推進を図って
いきたい。

（２）廃止又は休止すべきとした場合の理由

研修内容や研修回数を工夫することで，さらに事業の成果を向
上させたい。

人権同和教育に関する研修の機会を失うことは，各学校への還
元や人権教育の推進を図る上で影響が大きい。

旅費相当額の支払事務のみのため，これ以上の削減は厳し
い。

・成果指標の現状値をあるべき水準まで向
上させることができるか？

・やり方を工夫して事務事業に係る業務時
間を削減できないか？
・成果を下げずに職員以外の対応や委託を
できないか？

人件費（延べ業務時間）の削減余地

類似事業との統廃合・連携の可能性

廃止　　　 　　

休止　　　 　　

教育部
学校教育課

担 当 部
担 当 課

全ての学校教育課職員を対象としており，公平である。

受益機会・費用負担の適正化余地

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

・目的を達成するためには、この事務事業以
外の手段はないか？
・類似事業との統廃合や連携を図ることによ
り成果の向上が期待できるか？

結びついている　

見直す必要がある　☐

［公平性⑨の結果］

［目的妥当性①②、有効性⑤の結果］

成果の向上余地

（１）評価結果にもとづく今後の方向性

C
 

効
率
性
評
価

事業費の削減余地
・成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協力な
ど）

削減余地がある

☐ 影響がない

対象を見直す必要がある

☐ 見直す必要がある　

☐

意図を見直す必要がある

向上余地がある

事　務
事業名

事務事業
コード

771323 771424

・この事務事業の目的は基本事業の意図
（基本シートの結果）に結びつくか？

Ａ
 

目
的
妥
当
性
評
価

人権同和教育研究協議会支援事業

評価理由

政策体系との整合性

・この事業をなぜ市が行わなければならない
のか？
・税金を投入して、達成する目的か？

評価

有効性改善（成果向上）　

［目的妥当性①③の結果］

公共関与の妥当性
本事業は，国民的課題として位置づけられており，国県市全体
で取り組む事業である。

教職員及び行政職員を対象としているため適切である。

全国・九州レベルの大会に学校教育課職員を派遣し,その研修
内容を霧島市の教職員に還元することで，市全体の人権教育
の向上を図る。

・事務事業を廃止又は休止した場合にどの
ような影響があるか？

［有効性④の結果］

数ある研修会の中で，2回に絞って参加しているため，これ以上
の削減は厳しい。

 ① 平成24年度の取組み概要及び期待される効果

B
 

有
効
性
評
価

効率性改善（コスト削減）　

■ 他に手段がない
（他に手段がある場合の事務事業名等）
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